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概要

 廃棄物処理施設における発電は一般的に行われているが、その発電効率は 20 数％に留まって

おり、最新のガス火力発電所の発電効率が 60％を越える発電効率であることを踏まえると、効率

面では不利である。一方、廃棄物処理施設の蒸気を施設周辺工場で利用することで、熱需給のミ

スマッチが解消され、大きな CO2 削減効果と、高い経済性を期待することができる。

本実証事業は、「地域の熱供給需給管理システム実証」について、システム理論の検討・整理と

フィールド実証とを直結させる構成で実施した。実証を通して廃棄物焼却施設からの熱回収の高

度化に向けた普及シナリオを取りまとめ、廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏の実効性を

具体的に高める方案を検討した。

実施体制としては、株式会社エックス都市研究所が代表事業者を務め、国立研究開発法人国立

環境研究所、株式会社東海クリーン、及び公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団の３者の共同事業

者と、一般財団法人エネルギー総合工学研究所、アイフォーコム・スマートエコロジー株式会社、

及び株式会社デザイナーズユニオンの３者の再委託者で構成した。

各参画事業者の特性を踏まえ、システム理論の検討・整理のパート、フィールド実証のパート、

自治体への展開検討のパートに区分し、これらを互いに連携させる構成で実施した。この構成は、

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏の実効性を具体的に高めることを意図した。

図 0-2 東海村実証における実施事項全体



各章では、３年間を通じて以下の取組を行った。

第１章では、事業実施計画の作成及び、事業の全体管理を行い、環境省と協議した。

第２章では、素材産業連携モデルでのケーススタディとして、国内に存在する、ある化学コン

ビナートの企業の協力を得て、実データを使ってモデル工場Ｘを設定し、各種ケースでのシステ

ム概念を設計し、費用対効果・CO2削減効果で評価した。詳細な熱需要調査の結果を基に、蒸気の

受け入れ効果を推計した。

第３章では、地域製造業連携モデルでのケーススタディとして、株式会社東海クリーンでの実

証では、需要家調査により実データを用いて需要規模を調査するとともに、熱需給管理システム

（Energy Management System、以下 EMSという。）を構築した。これらの結果より地域循環共生圏

モデルとなりうる事業実施計画及びプロモーション動画を作成した。

第４章では、自治体への普及展開可能性の検討として、全国の自治体 150 箇所に焼却熱利用に

関するアンケートを行い、一般廃棄物処理施設への普及展開方策に対する課題を抽出整理した。

実証で得た知見を、プラントメーカー５社が参加する意見交換会で情報共有し、焼却炉側目線で

の議論を行い、普及展開に対する課題を整理した。茨城県の施設整備の計画を把握し、2030 年、

2050年時点での焼却施設の現行計画における集約状況を把握した。

第５章では、第２章の成果を基に、素材産業連携モデルを茨城県に適用した場合の費用対効果、

CO2削減効果を拡大推計し、現行の広域化計画での焼却発電に比べて、２倍程度大きな CO2排出削

減効果と経済性が得られることを確認した。

第６章では、２～５章で把握した課題を横断的に整理するとともに、議論のための論点整理を

行った。上記のパート間の連携調整を行うとともに、各項目から得られた知見を整理して、廃棄

物焼却施設からの熱回収の高度化に向けた普及シナリオに関する横断的な検討課題を取りまとめ

た。３年間の実証成果で得た焼却熱利用における要点を整理し、「Waste to Steam の手引き」を報

告書別冊として編集した。

第７章～第 10 章では、検討会を年に２回開催し、論点について議論した。年に１回、実証審査

会に参加し、審査委員に進捗及び成果を審査いただいた。年に２回程度、システム委員会からの

ヒアリング等へ協力した。共同実施事業者との打合せを定期的、個別に適宜実施した。

令和５年度は最終年度であり、各年度での実施事項や達成事項の概要は、各年度の報告書の冒

頭に記載した。



Summary

Electricity is generated at waste treatment facilities, but the power generation efficiency is only approximately 
20%, which is low in comparison to the more than 60% efficiencies of the latest gas-fired power plants, making it 
disadvantageous. However, using the steam from a waste treatment facility in factories surrounding the facility, 
the mismatch between heat supply and demand can be eliminated, and a large carbon dioxide (CO2) reduction 
effect and high economic efficiency can be expected.

This demonstration project was implemented as a "Regional Heat Supply and Demand Management System 
Demonstration " within a structure that directly links the examination and organisation of system theory with field 
demonstration. Through demonstrations, we compiled a dissemination scenario for the advancement of heat 
recovery from waste incineration facilities and carried out the project with the goal of concretely increasing the 
effectiveness of a regional circulation and symbiosis zone centred on waste treatment facilities.

The implementation structure was organised by EX Research Institute Co., Ltd., as the representative operator, 
along with three joint venturers: the National Institute for Environmental Studies, Tokai Clean Co., Ltd., and the 
Waste and 3R Research Foundation (a public interest incorporated foundation). It consisted of three subcontractors: 
the Institute of Energy Engineering, iForcom Smart Ecology Co., Ltd., and Designers Union Co., Ltd.

Based on the characteristics of each participating business operator, the project was divided into a part for 
examining and organising the system theory, a part for field demonstration, and a part for considering deployment 
to local governments. It was structured so that these parts cooperated with each other. This configuration was 
intended to increase the effectiveness of the regional circulatory and symbiotic spheres centred on waste treatment 
facilities.

 

Figure 0-2. Overall implementation items for the Tokai Village demonstration.



Each chapter performed the following efforts through the three years.

Chapter 1
We created a project implementation plan, managed the overall project, and held discussions with the Ministry

of the Environment.

Chapter 2
As a case study in the materials industry collaboration model, we established a model factory that was designed

and evaluated in terms of cost-effectiveness and CO2 reduction effect. The steam acceptance effect was estimated
based on the results of a detailed heat demand survey.

Chapter 3
As a case study of the regional manufacturing industry collaboration model, in the demonstration at Tokai Clean

Co., Ltd., we investigated the scale of demand using actual data from a customer survey and installed a heat supply
and demand management system (Energy Management System; hereafter EMS). Based on these results, we
created a project implementation plan and a promotional video that could serve as a model for a regional circulatory
and symbiotic sphere.

Chapter 4
To examine the possibility of dissemination to local governments, we conducted a questionnaire survey on the

use of incineration heat in 150 local governments across the country and identified and organised issues pertaining
to measures for dissemination to general waste treatment facilities. The knowledge gained from the demonstration
was shared at an opinion exchange meeting attended by five plant manufacturers. Discussions were held from the
perspective of the incinerator personnel, and issues for widespread use were identified. We ascertained Ibaraki
Prefecture's facility development plan and determined the current state of incineration facility consolidation for
2030 and 2050.

Chapter 5
Based on the results of Chapter 2, we estimated the cost-effectiveness and CO2 reduction effect attained when

applying the material industry collaboration model to Ibaraki Prefecture and compared it with the incineration
power generation in the current wide-area expansion plan. We confirmed that the CO2 emission reduction effect
and economic efficiency were approximately twice as large.

Chapter 6
We organised the issues identified in Chapters 2–5 in a cross-sectional manner and also organised the points for

discussion. In addition to coordinating the aforementioned parts, we organised the knowledge obtained from each
item and compiled cross-sectional study issues regarding the dissemination scenarios for advanced heat recovery
from waste incineration facilities. We organised the main points regarding the use of incineration heat obtained
from the three years of demonstration results and compiled the "Waste to Steam Guide" as a separate volume of
the report.

Chapters 7–10
Review meetings to discuss these issues were held twice each year. Once each year, we participated in a

demonstration review meeting, and the review committee reviewed our progress and results. Twice each year, we
cooperated with hearings from the system committee. Meetings with the joint implementation operators were held
regularly and individually as appropriate.

FY2023 was the final year. A summary of the implementation items and achievements for each year was
provided at the beginning of each year.



表 0-1 タイトル及び業務項目の通称（番号は仕様書に沿う）

タイトル及び業務項目の正式名称 通称

脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域の熱利用マッチングによる焼

却施設からのエネルギー回収高度化実証）委託業務
東海村実証

（１）事前準備、作業計画書の作成等 EXパート１

（２）産業への蒸気安定供給システムの基本設計 NIESパート１

（２）②ポテンシャルの拡大推計と課題の整理(熱需要側からの視点・化学コンビ

ナート)
IAEパート

（３）地域の熱供給需給管理システム実証 東海Ｃパート

（４）自治体における展開可能性の検討 3R財団パート

（５）工業団地及び水平展開時の CO2削減費用対効果拡大推計 NIESパート２

（６）まとめ及び今後の課題 EXパート２

（７）令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域の熱利用マ

ッチングによる焼却施設からのエネルギー回収高度化実証）検討会の開催

実証検討会開

催

（８）「令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委員会」

への出席

実証審査会出

席

（９）令和５年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2 対策普及促進方策

検討委託業務ヒアリング等への協力

システム委員

会への協力

（10）共同実施者との打ち合わせ 関係者 MTG
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第 1 章 事前準備、作業計画書の作成等

本業務の目的・内容を理解し、実施項目、実施体制、緊急時の連絡方法、結果の報告要領、その

他の業務上の必要となる事項について記載した作業計画書を作成した。

（１）目的及び発展性

廃棄物処理施設における発電は一般的に行われているが、その発電効率は 20数％に留まってお

り、最新のガス火力発電所の発電効率が60％を越えることを踏まえると、効率面では不利である。

一方で、廃棄物処理施設の蒸気を施設周辺工場で利用することで、熱需給のミスマッチが解消さ

れ、大きな CO2削減効果と、高い経済性を期待することができる。

本実証事業は、地域の熱供給需給管理システム実証について、システム理論の検討・整理とフ

ィールド実証とを直結させる構成で実施するものとした。実証を通して廃棄物焼却施設からの熱

回収の高度化に向けた普及シナリオを取りまとめ、廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏の

実効性を具体的に高める方案を検討した。

本業務の構成と将来への発展性を図 1-1 に示す。

図 1-１ 本業務の構成と将来への発展性

１．産業への蒸気安定供給システムの基本設計
化学⼯場との連携による蒸気産業利⽤の事業化可能性調査

コンビナート⼤規模モデルへの展開

廃
棄
物
処
理
施
設
を
核
と
し
た

地
域
循
環
共
⽣
圏
へ
の
展
開

⼩規模含む、全国の⾃治体への展開

３．⾃治体における展開可能性の検討
主要プラントメーカーとの連携で、⾃治体の焼却炉更新機会へ提案

４．⼯業団地及び⽔平展開時の CO2削減費⽤対効果拡⼤推計
各パートの成果を総合評価し、廃棄物焼却施設からの熱回収の⾼度化に向けた普及シナリオ
を取りまとめる。

５．課題の整理
パート横断的視点から普及に向けた課題を整理し、まとめた普及シナリオに対する具体的な
⾏動の提案を⾏う。

２．地域の熱供給需給管理システム実証
⼯業団地⽴地の⼀廃・産廃混焼炉での周辺需要家との需給システム設計
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（２）業務の基本方針と各パートの目標

業務の基本コンセプトを以下に示す。また、令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム

実証事業（地域の熱利用マッチングによる焼却施設からのエネルギー回収高度化実証）目標を表

1-1に示す。

＜業務の基本コンセプト＞

現在、廃棄物処理施設における発電は一般的に行われているが、その発電効率は 20

数％に留まっている。最新のガス火力発電所の発電効率が 60％を越えることを踏まえ

ると、効率面では不利であるのが現状である。供給や燃焼が不安定になりがちな廃棄物

の焼却熱を利用した蒸気供給を、安定・効率的に行え、焼却発電に比べて２倍程度以上

大きな CO2 排出削減効果が見込めるシステムの導入が必要である。我々は、このシステ

ムの基本設計、工業団地における実証、及び自治体展開可能性の検討の各パートの検討

を充実させ、これらを通じて CO2 排出量削減費用対効果の拡大推計を行ってシステムを

評価するとともに、全国への普及シナリオを取りまとめる。以下に、業務の基本コンセ

プトを示す。

○共同事業実施体制内のコミュニケーションを双方向に行い、概念設計、実証、自治体

浸透のそれぞれの検討パートの有機的な情報連携を担保する。

○工業団地で実証を進めることで、地域連携に必要な条件や障害事項に関するリアリテ

ィのある課題を把握する。

○現在において「蒸気利用をする認識が広まっていないのは何故か」といった踏み込ん

だ調査を行って、普及に向けた要件定義につなげる。

○本事業を通じて関係者への普及啓発を同時に進める。
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テ

ム

の
基

本
設
計

焼
却

炉
の
蒸

気
利
用
は
、
規
模
に
応
じ
て
課
題

が
異

な
る
が

、
そ
の
適
用
性
の
情
報
が
十
分
整

理
さ

れ
て
い

な
い
。

大
規
模
な
蒸
気
需
要
が
存
在
す
る
化
学
コ

ン
ビ

ナ
ー

ト

を
対
象
に
、
蒸
気
供
給
を
行
う
際
の
課
題

を
整

理
し

、

課
題
が
克
服
可
能
な
シ
ス
テ
ム
概
念
を
示
す

。

焼
却

施
設

か
ら

蒸
気

を
工

場
へ

供
給

す
る

シ
ス

テ
ム

に
つ

い

て
、
こ
れ
ま
で
に
蓄
積
し
た
検
討
結
果
か
ら
実
証
事
業
に
反
映

さ
せ
る
た
め
に
情
報
を
整
理
す
る
。

需
給
管
理
シ
ス
テ
ム
の
機
能
検
証
を
支
援
し
、
よ
り
実
現
可
能

な
需
給
管
理
シ
ス
テ
ム
の
概
念
設
計
を
提
供
す
る
。

２
 

地
域

の
熱

供
給

需

給
管

理
シ

ス
テ

ム

実
証

蒸
気

産
業
利

用
モ
デ
ル
の
実
証
と
 
C
O
2
削
減
効

果
定

量
把
握

と
費
用
対
効
果
の
検
証
、
他
地
域

へ
の

展
開
に

向
け
た
技
術
的
・
制
度
的
課
題
が

整
理

さ
れ
て

い
な
い
。

一
廃
・
産
廃
混
焼
炉
で
あ
る
東
海
ク
リ
ー

ン
を

核
と

し

た
廃
棄
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
蒸
気
産
業
利
用

モ
デ

ル
の

実

証
と

CO
2
削
減
効
果
定
量
把
握
と
費
用
対
効

果
の
検

証
、

他
地
域
へ
の
展
開
に
向
け
た
技
術
的
・
制

度
的

課
題

を

明
ら
か
に
す
る
。「

廃
棄
物
処
理
施
設
を
核

と
し
た

地
域

循
環
共
生
圏
」
の
モ
デ
ル
と
な
り
う
る
構
想

を
提
示

。

立
地
す
る
平
原
南
部
工
業
団
地
に
お
け
る
焼
却
炉
か
ら
の
需
給

事
業
の
イ
メ
ー
ジ
を
三
次
元
で
施
工
す
る
。

熱
需
給

管
理
シ

ス
テ
ム

の
C
O
2
削
減

効
果
定

量
把
握

と
費

用
対

効
果
の
検
証
を
行
う
。

３
 

自
治

体
に

お
け

る

展
開

可
能

性
の

検

討

自
治

体
の

次
期

廃
棄

物
処

理
計

画
に

お
け

る

焼
却

炉
の
位

置
づ
け
に
、
蒸
気
利
用
を
す
る
認

識
が

広
ま
っ

て
い
な
い
。

プ
ラ
ン
ト
メ
ー
カ
ー
及
び
自
治
体
の
視
点

を
集

約
し

、

焼
却
施
設
か
ら
の
蒸
気
利
用
に
向
け
た
技
術
・
法

制
度
・

デ
ー
タ
共
有
上
の
課
題
の
整
理
を
行
う
。

産
業

へ
の

熱
利

用
の

具
体

策
を

自
治

体
へ

の
施

設
整

備
オ

プ

シ
ョ

ン
と

し
て

、
2
0
3
0
年

ご
ろ

の
焼

却
施

設
更

新
時

期
を

見

据
え

た
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

把
握

し
、

自
治

体
へ

提
供

し
う

る

焼
却

熱
の

産
業

利
用

に
関

す
る

情
報

を
作

成
す

る
。

そ
れ

ら

を
推

進
し
う

る
、
具

体
的
な

要
件
を

提
示
す

る
。

４
 

蒸
気

産
業

利
用

モ

デ
ル

の
水

平
展

開

時
の

C
O 2
削

減
費

用

対
効

果
拡
大

推
計

焼
却

炉
か

ら
の

蒸
気

利
用

関
す

る
実

証
デ

ー

タ
な

い
た
め

、
C
O
2
排

出
削
減
効
果
の
推
計
が
概

算
と

な
っ
て

い
る
。

実
証
試
験
に
お
け
る

C
O
2
排
出
削
減
効

果
を
評

価
。

化

学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
で
の
立
地
の
場
合
、
も

し
く

は
工

業

団
地
で
の
 
立
地
の
場
合
で
の

C
O 2
排
出
削

減
の
費

用
対

効
果
を
示
す
。
化
学
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
へ
の

大
規

模
な

蒸

気
供
給
を
行
う
ケ
ー
ス
の
場
合
、
焼
却
発

電
に

比
べ

て

２
倍
程
度
大
き
な
 
C
O
2
排
出
削
減
効
果
と

経
済
性

が
得

ら
れ
る
こ
と
を
検
証
す
る
。

各
検

討
の

成
果

を
ま

と
め

、
平

原
南

部
工

業
団

地
の

効
果

に

加
え

て
、
蒸

気
の

産
業
利

用
（
自

治
体
の

廃
棄
物

焼
却

施
設

、

工
業

団
地

も
し

く
は

化
学

コ
ン

ビ
ナ

ー
ト

）
に

対
す

る
 
C
O
2

排
出

削
減
効

果
を
評

価
す
る

。
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（３）業務全体の実施フロー

本業務の実施フローを図 1-2に示す。

図 1-2 本業務の全体実施フロー

総合検討

個別検討

4 ⾃治体における展開可能性の検討

3 地域の熱供給需給管理システム実証

2 産業への蒸気安定供給システムの基本設計

2.1 蒸気システム概念の提案

3.1 三次元施⼯と課題抽出 3.2 熱 EMS による検証

2.2 ポテンシャルの拡⼤推計と課題の整理
(熱需要側からの視点・化学コンビナート)

5 蒸気産業利⽤モデルの⽔平展開時の CO2 削減費⽤対効果拡⼤推計

4.1  焼却施設からの蒸気利⽤の波
及に向けた課題の整理

4.2  ポテンシャルの拡⼤推計と課題の整理
(熱供給側からの視点・⼀般廃棄物焼却施設）

6 課題の整理

1 事前準備（関係者事前協議、環境省事前打合せ等）、作業計画書の作成等

8 「令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委員会」への出席

7 「令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業検討会
（地域の熱利⽤マッチングによる焼却施設からのエネルギー回収⾼度化実証）」の開催

9 「令和５年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2 対策普及促進⽅策検討委託業務」
ヒアリング等への協⼒

11 報告書の作成

共
同
実
施
者
と
の
打
合
せ

10
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（４）業務実施体制

本業務は、株式会社エックス都市研究所を代表事業者、国立研究開発法人国立環境研究所、

株式会社東海クリーン及び公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団の３者を共同事業者として

実施した（図 1-3 参照）。

図 1-3 本業務の実施体制

5



（５）業務実施スケジュール

本業務の実施スケジュール及び結果を表 1-2に示す。

表 1-2 業務実施スケジュール

凡例：       計画

実績

委託業務実施上の区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施期間
４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 １ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 摘要

（１）事前準備、作業計画書の作成等

・作業計画書の作成等

・環境省打合せ

・全体マネジメント

（２）産業への蒸気安定供給システムの基本設計

①蒸気供給システムの概念設計

②ポテンシャルの拡大推計と課題の整理等(熱
需要側からの視点・化学コンビナート)

（３）地域の熱供給需給管理システム実証

①三次元施工と課題の抽出

②熱EMSによる検証

（４）自治体における展開可能性の検討

（５）蒸気の産業利用モデルの水平展開時のCO2
削減費用対効果拡大推計

（６）課題の整理

（７）令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理シス
テム実証事業（地域の熱利用マッチングによる焼
却施設からのエネルギー回収高度化実証）検討会
の開催

（８）「令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理シ
ステム実証事業　審査等委員会」への出席

（９）令和５年度廃棄物処理システムにおける脱炭

素・省CO2対策普及促進方策検討委託業務ヒアリ

ング等への協力

（10）共同実施者との打合せ

（11）報告書の作成

①業務報告書の作成

②業務報告書の提出 末日

③業務完了報告書の提出 末日

④業務精算報告書の提出 末日

（12）技術開発・実証の目標設定

工　　　　　　程　　　　　　表

・

素案 案 完成

異なる焼却施設・製造工場へ適用可能な形で整理 需給管理システムの

機能検証を支援

キックオフ

委員レク、委嘱手続き

検討会

シンポジウム出席

第１回 第２回

ヒアリングの整理と考察事例・データ収集と整理 活用推進

工業団地モデルまたは化学コンビナートモデルにおける費用対効果の推計

化学コンビナートに実装可能な供

給システムの具体化・評価

審査会

出席

検討会出席

CO2削減コストの把握

EMデモ版作成 検討資料作成
報告作成

報告作成

報告作成

リバイス

前提整理
意見収集 リバイス初回版完成

デザイン
報告作成

報告作成

横断的な課題の整理、普及シナリオのとりまとめ

ヒアリング対応
検討会出席

依頼はなし

・
・

6



第２章 産業への蒸気安定供給システムの基本設計

本業務では、大規模な蒸気需要が存在する化学コンビナートを対象に、蒸気供給を行う際

の課題を整理し、課題が克服可能なシステム概念を示すことを目的として検討を行った。令

和４年度の業務目標及び達成事項を表 2-1に示す。

表２-1 令和５年度の業務目標及び達成事項

項目 内容

採択時の技

術の状況

焼却炉の蒸気利用は、規模に応じて課題が異なるが、その適用性の情報が十

分整理されていない。

本実証の最

終目標

大規模な蒸気需要が存在する化学コンビナートを対象に、蒸気供給を行う際

の課題を整理し、課題が克服可能なシステム概念を示す。

これまでの

達成事項

蒸気供給システムを成立させる概念の基本設計を行った。また、システムの

評価方法の検討を行い、設計した概念を評価した。評価指標は、費用対効果・

CO2削減効果とし、特定のケースを設定した上で評価を実施するとともに、シス

テム概念を提示した。

化学コンビナートの蒸気利用状況調査を４つの工場で実施した。４工場のう

ち１工場の改善可能性を診断した。その結果、蒸気圧が高い方が蒸気共同利用

の効果は大きくなるが、焼却施設で蒸気製造設備の初期投資や運転費用を勘案

すると、中圧蒸気（１～２MPaG）程度の蒸気供給でも十分な効果が期待できる

ことが分かった。加えて、概念設計の一環として、配管敷設構想において検討

すべき事項について、技術的課題と非技術的課題を整理した。

令和５年度

の業務目標

焼却施設から蒸気を工場へ供給するシステムについて、これまでに蓄積した

検討結果から実証事業に反映させるために情報を整理する。

需給管理システムの機能検証を支援し、より実現可能な需給管理システムの

概念設計を提供する。

令和５年度

の達成事項

令和５年度は、廃棄物焼却熱を活用した素材産業側及び自治体における蒸気

供給に関する社会情勢について検討し、課題を抽出した。

焼却施設からの蒸気共同利用の検討として、モデル工場 Xを設定し、中圧蒸

気 50ｔ/h を受け入れた場合、10MW 級の LNG 焚きガスタービンシステムの導入

に匹敵することが分かった。

究極条件として、モデル工場Ｘが、ボイラを持たず、電力は外部からすべて

購入し、工場の熱需要（高圧蒸気、中圧蒸気など）に対して、焼却施設から蒸

気供給した場合、CO2削減効果は、55.9％と大きいことが分かった。さらに、中

圧蒸気から低圧蒸気までの熱落差を利用して発電を行うと買電量を節減でき

るので、CO2削減成果は、58.4％となることが分かった。

工場の廃棄物を、蒸気供給施設へ処理を移管した場合、廃棄物焼却による発

生蒸気量は工場で化石燃料を用いたボイラによる発生蒸気量に比べて少量だ

が、廃棄物の CO2 排出係数がもともと高いことから、廃棄物処理の移管の効果

はあった。

熱需給管理システムの機能検証支援を通じ、運転情報が蓄積するに従い、よ

り運転操作の精度が高まり、蒸気配管ループの平滑運転が可能となる仕組みに

ついて概念提示を行った。

最終達成事

項

大規模な蒸気需要が存在する化学コンビナートを対象に、蒸気供給を行う際

の課題を整理し、課題が克服可能なシステム概念を示すことができた。
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2.1 蒸気供給システムの概念設計

令和５年度は、廃棄物焼却熱を活用した素材産業への蒸気供給に関する社会情勢につい

て検討した。表 2.1-1 に廃棄物を利用した素材産業への蒸気供給に関わる社会情勢を示す。

（１）廃棄物需要側状況（蒸気を利用する素材産業）の確認

廃棄物焼却熱を活用した蒸気供給について、化学産業や製紙産業等へのヒアリングや意

見交換を集中的に実施してきた（約 20社）。素材産業ではこれまで石油、天然ガス、石炭な

どの化石燃料がそのエネルギー源として利用されてきたが、カーボンニュートラル化への

対応が求められる中、今後はカーボンニュートラルな形で生産されるアンモニアや水素、バ

イオマスへの燃料転換が進むことが想定される。プラスチックや紙などの素材産業では製

造工程に電気と熱の両方が必要であるため、これまでは 500℃以上かつ 10MPa 以上の高温高

圧の蒸気を製造して、まずタービンを回して発電を行い、タービンの排気蒸気や抽気蒸気を

プロセスの熱源として利用する、コジェネレーションの設備が一般的に利用されてきたが、

今後は再生可能エネルギー（以下、再エネ）の電力が主流化していくなかで、この電・熱バ

ランスが崩れることが想定される。

コジェネレーションの仕組みでは、電力と熱供給の割合を自由に変化させることが難し

くなるため、電気は再エネを中心に（グリーン水素・グリーンアンモニア等による高効率発

電を含む）供給する仕組みとし、熱は低品位な廃棄物やバイオマス等で供給することが合理

的な選択肢になるとの認識が、素材産業の関係者の間でも意識されつつある。そのため、大

規模な素材産業が集積し、大量の蒸気需要が存在するコンビナートのような場所で、廃棄物

焼却熱の利用について詳細な検討を行うケースが国内でも広がりを見せ始めており、海外

では実例が増加しつつある。

カーボンニュートラルへの対応が現実的に求められる状況になり、また化学メーカーら

が実際にケミカルリサイクルやバイオマス原料の利用を試みる状況になり、リサイクルや

バイオマス原料への転換だけでカーボンニュートラルを実現することは難しいとも認識さ

れるようにもなっている。そのため、回収した CO2を化学原料として活用する検討も始まっ

ており、結果的にこれまで廃棄物の焼却に消極的だった化学メーカーも、CO2の回収・利用

を前提に廃棄物の活用の可能性を考慮するところも増えている。計画に具体性がある段階

ではないが、100万トン/年の規模での廃棄物の利用を目標に掲げるケースも出てきている。

しかし、素材産業ではアンモニアや水素を利用する計画を実施し始めており、どの程度の

廃棄物が利用できるかがある程度明確でなければ、廃棄物の利用を前提とした計画を立て

ることが難しい。量的にも意味のある CO2排出削減効果を得るには、まとまった量の廃棄物

を広域から集めることが必要になるが、素材産業側がより多くの廃棄物を活用できるよう

にするためには、どの時点でどの程度の廃棄物量を収集できるのか、そのビジョンを早めに

持つことが重要である。

コンビナート内の焼却炉の立地場所も課題として挙げられた。コンビナートでは車両や

人の出入りを厳しく管理していることから、コンビナートの奥深い位置に焼却炉が立地す
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ることは、管理上難しい。また、廃棄物を積載した車両の出入りがスムーズに行えるアクセ

スが確保できるかも課題となる。

（２）廃棄物供給側（自治体等）状況の確認

複数の自治体の廃棄物担当者らと、化学コンビナートのような蒸気需要の大きな場所に

廃棄物を集積し、焼却・蒸気供給を行う仕組みについて、意見交換を行ってきた。

①廃棄物搬出側の自治体

コンビナートが立地しない自治体は、廃棄物を搬出する側の候補となる。離島を含む地

方部の自治体では、人口が密集していない状況であっても、焼却炉の建替えは住民の理解

を得ることが難しい場合があること、人口減少等で焼却施設の維持が難しくなることや、

焼却灰の埋立処分場が逼迫する地域もあることから、コンビナートでの廃棄物の集約的

な焼却処理には肯定的な意見も多く見られた。都市部の自治体では、焼却炉の建替えが更

に困難な状況にあり、また将来実施が必要になる可能性の高い CO2の回収・利用（または

貯留）を実行するには、焼却炉の大きさに匹敵する大きな土地と、高さの高い吸収塔の設

置が必要になるため、都市部では難易度が高い。回収した CO2の利用先が近隣にない場合

は液化して輸送する必要があり、コストの増加にも繋がる。このような観点から、コンビ

ナートに廃棄物を集約して CO2の回収・利用ができるのであれば、魅力的な選択肢になり、

検討の遡上に乗せやすい意見も見られた。

ただし、輸送費も含めた処理費用が現状と同程度以下に収まるのかという点と、廃棄物

処理の継続性が担保されるのかという点については、慎重な意見が多く見られた。20 年

といった長期に渡る廃棄物処理が、確実に行える仕組みを構築できるかが、実現に向けて

の鍵になると考えられる。その際、従来通り発電中心の設備で焼却炉を更新した場合には、

再エネの電力が主流化する将来において、エネルギー利用効率や経済性が現在よりも悪

化する可能性があることや、CO2の回収・利用には更に費用が掛かることも踏まえて、長

期的な視点で集約するケースとの経済性を比較することが重要になる。

②コンビナートが立地する自治体

 コンビナートが立地する自治体の場合、廃棄物がコンビナートで有効利用されること

については、好意的な意見が多く見られる。しかし、市町村の境界を越えて一般廃棄物を

受け入れることに対する市民の理解が得られるかが大きな課題になるとの意見が目立っ

た。広域に跨る複数の自治体からの廃棄物の受け入れについては、自治体単独ではその調

整が困難であることから、県や国に調整の旗振りをしてもらいたいとの意見も出た。

  以上、廃棄物を利用した素材産業への蒸気供給に関わる社会情勢を表 2.1-1に示す。
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表 2.1-1 廃棄物を利用した素材産業への蒸気供給に関わる社会情勢

廃棄物需要側（蒸気を利用する素材産業）の状況

・石油・化学メーカー等へのヒアリング（約 20 社）を実施。各社ともリサイクル困難な廃棄物を

利用した蒸気供給への期待が大きい。数年前に比べて、焼却を避ける傾向が低減している。

・年間 100万トン単位の廃棄物の収集を目標とするケースも。この場合、複数県を跨ぐ広域収集が

前提となる。

・将来のカーボンリサイクルの実施が視野にあることが重要との指摘も。蒸気供給事業の実現に、

カーボンリサイクルの実施が大きな後押しになる可能性。

廃棄物供給側（自治体等）の状況

・地方・離島に立地する小規模自治体に、将来の廃棄物処理の展望についてヒアリングを実施。先

の話なので明確なビジョンはないが、海上輸送で廃棄物が効率的に輸送できるなら、コンビナー

トに廃棄物を集約・処理することは選択肢になり得るとの回答。

・大都市圏に立地する自治体・組合に、今後の廃棄物処理についてヒアリングを実施（計７件） 。

いずれも関心は高いが、廃棄物が継続的に安定処理される体制が構築されることが最重要条件と

なる。

・カーボンニュートラルの実現に向けて何らかの対応が求められているが、苦慮している状況。コ

ンビナートでのカーボンリサイクルのように、新しい取り組み内容が含まれていると、検討の俎

上に乗せやすい。
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2.2 ポテンシャルの拡大推計と課題の整理(熱需要側からの視点・化学コンビナート)

2.2.1 他コンビナートの化学工場へ焼却熱供給システムを適用・展開するための情報整理

廃棄物の焼却施設から蒸気を工場へ供給するシステム（蒸気供給システム）について、過

去２年間に、モデル工場４件（Ａ～Ｄ）のエネルギーシステムを対象とした検討を行った。

この結果を踏まえて、今年度は国内の他のコンビナートの化学工場に対しても蒸気供給シ

ステムを適用・展開するための情報を整理した。ここでは、コンビナートに立地する化学工

場として仮想工場（以下、モデル工場Ｘと称す）のエネルギーシステムを設定して検討を進

めた。

（１）モデル工場Ｘの設定

１）モデル工場Ｘの設定の考え方

モデル工場Ｘのエネルギーシステム設定の考え方は、次の通りである。

1)過去２年間検討したモデル工場Ａ～Ｄの４件のエネルギーシステムのデータから合

成する。

2)モデル工場Ｘのエネルギー消費量やボイラ ・タービン容量などは、モデル工場Ａ～Ｄ

の総和の１/４とする。

3)高高圧（HHP）、高圧（HP）、中圧（MP）、低圧（LP）の蒸気ヘッダー条件はモデル工場

Ａ～Ｄから代表的な条件を採用する。

4)蒸気ヘッダーからプロセスへの送気量は、蒸気ヘッダー毎に４工場分をまとめ、総和

を該当工場数で割り設定する（送気がないモデル工場があるため）。

5)上記により「初期値」を設定【後述２）参照】した後、収支計算を行い、ケーススタ

ディの比較検討用の「ベースケース」を設定【後述３）参照】する。

２）モデル工場Ｘの内容 （表 2.2-1の初期値設定欄を参照）

1) モデル工場Ｘの初期値設定欄は、モデル工場Ａ～Ｄの数値の平均値や代表的な条

件から設定した値である。

2) 蒸気ヘッダーは、４段が一般的であるので、HHP,HP,MP,LP を採用した。

3) HHP、HP、MP、LPの条件は、コンビナートの化学工場のエネルギーシステムとして

代表的な条件を採用した。

4) レットダウンは、ゼロ流量を想定。

5) タービンは、２基とし、いずれも２段抽気＋復水とした。

6) タービンからの２段抽気は、MPと LPとした。MP 抽気量と LP 抽気量は、タービン

ごとに該当モデル工場数で割り設定した。

7) 復水量は、タービンごとに該当モデル工場数で割り設定した。

8) 発電量は、タービンごとに該当モデル工場数で割り初期値を設定した。

9) ボイラは３基とした。B1:石炭ボイラ、B2:Ｃ重油ボイラ、B3:廃棄物焼却ボイラ と

し、B１が古く、B2 が新しい とした。B１、B2 ボイラ蒸気発生量 200ｔ/h 級とし
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た。

10) ボイラの蒸気発生量は、B1、B2は、ボイラごとに該当モデル工場数で割り初期値

を設定した。B3は該当工場の値を採用した。

11) ボイラ給水加熱器は、モデル工場Ａ～Ｄと同じく、有りとし、給水温度は平均値を

採用した。

12) 脱気器給水量は、モデル工場Ａ～Ｄの平均値を初期値に設定した。

13) 脱気器の圧力・温度・蒸気条件は、代表的な条件を採用した。

14) プロセス送気量は、モデル工場Ａ～Ｄの平均値を採用した。

15) 減温水は、タービン２基それぞれの MP、LP抽気ラインの４か所に供給されると設

定した。

16) 電力量について、T1、T2の発電量は上記 8)項の通り設定した。

17) コンビナートで蒸気販売ができるのは、エチレンプラントを持つ石油化学工場に

限られるので、モデル工場Ｘでは、該当なし（蒸気販売ナシ）とした。

18) ボイラ燃料は、9)項で示す通り、B1は石炭（専焼）、B2はＣ重油（専焼）、B3は廃

棄物（専焼）とした。
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表 2.2-1 モデル工場Ｘの内容

３）ベースケースの設定 （表 2.2-1のベースケース欄及び備考欄を参照）

モデル工場Ｘのベースケースを設定した。これは、廃棄物焼却施設からの蒸気を受け入

れないケースをベースケースと称し、ベースケースは、「 （２）確認と課題整理」での種々

の検討において、比較評価の基礎として使用するものである。ベースケースは下記の考え

のもとで収支計算を行い設定し、作成したエネルギーシステムフローを図 2.2-1 に示す。

図 2.2-1 には、収支計算結果も示している。

1) 蒸気ヘッダーは、初期値通り、HHP、HP、MP、LPを採用した。

2) HHP、HP、MP、LPの条件は、初期値通り、代表的な条件を採用した。

初期値設定 ベースケース設定 備考

１．蒸気ヘッダー HHP、HP、MP、LP　4段 初期値通り ４段が⼀般的
HHP 12.5MPaG、540℃(飽和328℃) 　　〃 代表的な条件を採⽤

HP 4.50MPaG、280℃（飽和259℃） 　　〃 　　〃
MP 1.20MPaG、220℃（飽和184℃） 　　〃 　　〃
LP  0.35MPaG、148℃ （飽和148℃） 　　〃 　　〃

レットダウン ―― HHP→HP 11.00t/h 収⽀計算値を使⽤
２．タービン 2基 2基 ２基が多く、運転に柔軟性

形態 T1︓2段抽気＋復⽔
T2︓2段抽気＋復⽔

T1︓2段抽気＋復⽔
T2︓2段抽気＋復⽔ ２基とも同じパターンとする

抽背気量

T1︓MP=76.62t/h (該当３⼯場の平均）
　　LP=133.24t/h (該当４⼯場の平均）
T2︓MP=43.99t/h (該当２⼯場の平均）
　　LP=100.00t/h (該当１⼯場の値）

T1:MP 37.33t/h
　　LP 75.20t/h
T2:MP 43.99t/h
　　LP 100.00t/h

T1は収⽀計算値を使⽤
T2は初期値通り

復⽔量
T1︓79.0t/h (該当３⼯場の平均）
T2︓40.0t/h (該当２⼯場の平均）

T1:79.0t/h
T2:40.0t/h 初期値通り

発電量
T1︓33.80MW (該当４⼯場の平均）
T2︓33.79MW (該当３⼯場の平均）

T1: 41.15MW
T2: 34.92MW 計算値を使⽤

３．ボイラー ３基（⼤型Bｘ２基+廃棄物焼却Bｘ1基）
B1:⽯炭ボイラー
B2:C重油ボイラー
B3:廃棄物焼却ボイラ

B1が古く、B2が新しい とする
B3は廃棄物焼却ボイラ

蒸気発⽣量
B1︓HHP=217.38t/h (該当４⼯場の平均）
B2︓HHP=25.62t/h (該当２⼯場の平均）
B3︓MP 2.3t/h（1.8MPaG、284℃、該当１⼯場の値）

B1︓HHP 191.52t/h
B2︓HHP 192.76t/h
B3︓MP　2.3t/h

B1,B2は200t/hクラス、収⽀計
算値を使⽤
B3は初期値通り

ボイラー給⽔加熱器 あり あり 初期値通り
ボイラー給⽔温度 69.4℃ (該当４⼯場の平均） 69℃ 初期値通り

４．脱気器 給⽔量 204.6t/h (該当４⼯場の平均） 200.50t/h 収⽀計算値を使⽤
圧⼒・温度  0.35MPaG、148℃  0.35MPaG、148℃ 初期値通り

脱気器⽤蒸気  0.35MPaG、148℃  0.35MPaG、148℃ 初期値通り、LP使⽤

５．プロセス送気量
（需要）

HP 11.0t/h (該当４⼯場の平均）
MP 61.5t/h (該当４⼯場の平均）
LP 128.0t/h (該当４⼯場の平均）

HP 11.0t/h
MP 61.5t/h
LP 128.0t/h

初期値通り

6．減温⽔ 4か所にあり 5か所にあり
4か所は、初期値通り
5か所⽬は、HHP→HPのレットダウ
ン部へ

7．電⼒量
　（8000hr/y ）

⾃家発電量 T1︓45.98MW (該当４⼯場の平均）
　　　　 T2︓26.33MW (該当２⼯場の平均）
⼩売量 =24.45MW (該当３⼯場の平均）
買電量 =19.52MW (該当２⼯場の平均）

T1: 41.15MW
T2: 34.92MW
⼩売量: ゼロ
買電量:19.52MW

⼯場は⾃家発電量を最⼤化、買
電量最⼩限で運転。⼩売りと買電
は、電⼒ループ回避の観点から併
存不可→⼩売りナシとする

８．蒸気販売量 なし なし 他社へ蒸気供給できる⼯場は少
ない

９．ボイラ燃料
B1︓⽯炭(100%)
B2︓C重油(100%)
B3︓廃棄物(100%)　4.21GJ/ton【HHV】

初期値通り ボイラ負荷は収⽀計算値使⽤
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図 2.2-1 ベースケースのエネルギーシステムフロー（別図 2.2-3 に拡大版表示）

3) レットダウンは、初期値設定では、ゼロ流量を想定したが、プロセス送気量（HP 11.0

ｔ/h）が存在するので、収支計算により、同量をレットダウンに設定した。

4) タービンは、初期値通り、２基とし、いずれも２段抽気＋復水 とした。

5) タービンからの２段抽気は、初期値通り、MPと LPとした。タービン２（T2）の抽

気量は初期値通りとし、タービン１（T1）の抽気量は収支計算の結果から設定した。

6) 復水量は、初期値通りとした。

7) 発電量は、収支計算結果から設定した。

8) ボイラは初期値通り、３基とした。B1:石炭ボイラ、B2:Ｃ重油ボイラ、B3:廃棄物焼

却ボイラ とし、B1が古く、B2が新しい とした。B1、B2は大型で蒸気発生量 200

ｔ/h級とした。

9) ボイラの蒸気発生量は、収支計算結果から設定した。B3は初期値通り、該当工場の

値を設定した。

10) ボイラ給水加熱器は、初期値通り、有りとし、給水温度は平均値を採用した。

11) 脱気器給水量は、収支計算結果から設定した。

12) 脱気器の圧力・温度・蒸気条件は、初期値通り、代表的な条件を採用した。

13) プロセス送気量は、初期値通り、モデル工場Ａ～Ｄの平均値を採用した。

14) 減温水は、タービン２基それぞれの MP,LP 抽気ラインの４か所に供給されることを
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初期値として設定したが、ベースケース設定では、③項の通り HHP から HPへのレッ

トダウン部にも供給が必要なため、計５か所とした。減温水量は、収支計算結果か

ら設定した。

15) 電力量について、T1、T2 の発電量は収支計算結果から設定した。電力小売りと買電

の併存は、電力ループを引き起こすため、併存は不可(現実的でない)と考え、モデ

ル工場Ｘでは、小売りなしと設定した。

16) 蒸気販売量は、初期値通り、該当なし（蒸気販売ナシ）とした。

17) ボイラ燃料は、初期値通り、B1は石炭（専焼）、B2はＣ重油（専焼）、B3は廃棄物

（専焼）とした。

18) ボイラ負荷は、収支計算結果から設定した。

４）ベースケースの評価

ベースケースのデータ （表 2.2-1）と図 2.2-1のエネルギーシステムフローの内容を検

証すると、化学コンビナート内に立地する一般的な大規模工場のエネルギーシステムフ

ローとしても違和感がない適切なフローと評価した。

（２）確認と課題整理

１）ピンチテクノロジー（Ｒカーブ解析）で効率改善の方向性把握

モデル工場Ｘのエネルギーシステムフロー（ベースケース）を対象に、エネルギー利用

効率の解析を、有効な熱利用解析技術の中のひとつであるＲカーブ解析を用いて行った。

Ｒカーブ解析は、工場の省エネ余地や効率改善の方向性を把握するのに非常に有用であ

る。（ 「別添 Ｒカーブ解析とは」を参照）

本調査でＲカーブ解析を適用する目的は、工場のエネルギー効率改善の方向性を把握

することである。すなわち、Ｒカーブ解析により、エネルギー効率最大化への改善効果を

導く高効率機器の規模及びそれによる CO２削減の効果を把握しておき、その上で、焼却施

設からの蒸気配給を受け入れた場合の CO２削減効果が、どの程度の規模の高効率機器導入

に相当・匹敵するかを把握するものである。工場で省エネ・CO２削減を達成するためには、

本来ならば、工場は、ある規模の高効率設備機器導入が必要であるが、焼却施設からの蒸

気配給を受け入れることで、それを不要にできる。本検討では、そうした情報の確認と課

題の整理を実施した。

①現状把握（ベースケースの状況把握）

(1) 現状（ベースケース）の収支

現状（ベースケース）の熱物質収支を、図 2.2-1 のエネルギーシステムフロー内に示

す。電力需要は、表 2.2-2に示す。
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表 2.2-2 電力需要

自家発電量 76.07MW

電力会社からの買電量 19.52MW

電力需要合計 95.59MW

近隣工場への電力小売り量  0.00MW

工場の正味の電力需要量 95.59MW

(2) Ｒ値と統合エネルギー効率

Ｒ値（熱電比率）と統合エネルギー効率の計算結果を表 2.2-3に示す。計算に使用した

熱電需要と燃料消費も併せて示す。エネルギーシステムフローに基づき、Ｒカーブ解析図

を作成し、図 2.2-2に示す。図 2.2-2には、『現状』としてＲ値と統合エネルギー効率の

計算結果をプロットした。

表 2.2-3 Ｒ値と統合エネルギー効率

電力需要 熱需要 統合燃料消費 Ｒ値 統合エネルギー効率

95.59MW  495.7GJ/h 1310.5GJ/h 0.694 64.1％

図 2.2-2 では、それぞれのラインは、システム上の理論効率の上限を示している。現状

（ベースケース）のエネルギーシステムは、ボイラ＋抽気背圧復水タービン発電であり、

電力需要の不足分は電力会社からの買電で賄っている。現状の位置は、一番下の赤線（ボ

イラ＋背圧復水タービンのシステム）とその上の破線（ボイラ＋背圧タービン＋買電）の

間にある。これは、発電効率が高い電力会社からの電気を使用しているので、それによっ

て、現状の位置（統合エネルギー効率）が一番下の赤線を超えることを示している。

②効率改善の方向性の把握

効率改善の方向性は、図 2.2-2 の「現状」で示すポイントから縦方向に統合エネルギー

効率を上げることである。上向き赤矢印で記した通り、ガスタービンを用いたシステムの

理論限界線（統合エネルギー効率 88.7％）まで理想的は上昇可能である。現状との差分

は、24.6 ポイントである。この効率上昇分を達成するには、約 60MW の GT システム（排

熱ボイラの追い焚き率は 48％）の導入が必要になる。

③CO２排出量

現状は、ボイラ燃料は石炭(B１)、Ｃ重油（B2）、廃棄物焼却ボイラを使用、電力購入は

あり。表 2.2-4 に使用燃料に基づく CO２排出量を示す。

現状と理想的な天然ガス焚きガスタービンシステム（約 60MW）を導入した場合の CO２

排出量を算定し、その結果を表 2.2-4 に示した。これにより、B１と B2を廃止し、代わり

に理想的な天然ガス焚きガスタービンシステム（約 60MW）を導入した場合は、電力購入

は不要となり、CO２排出量は半減できることが分かった。
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図 2.2-2 モデル工場ＸのＲカーブ解析図

使用する石炭、Ｃ重油、電力、LNG での CO２排出係数は、次を用いた。

・石炭・・・ 92.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005 年の燃料定数】

・Ｃ重油・・・ 73.5kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005 年の燃料定数】

・廃棄物・・・263.7kg-CO２/GJ-LHV  【汚泥 60％、廃プラ 15％、廃油 10％、一般廃棄物

15％から計算】

・系統電力・・・0.470ｔ-CO２/MWh  【環境省指定】

・LNG ・・・ 54.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005 年の燃料定数】
統
合
エ
ネ
ル
ギ
␗
効
率
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表 2.2-4 使用燃料に基づく CO２排出量

項目 現状 改善後(GT導入)

ボイラ燃料（B１）

燃料 石炭 石炭

燃料使用量、GJ/h 570.0 0.0

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 92.9 92.9

CO２排出量、ｔ/h 53.0 0.0

ボイラ燃料（B２）

燃料 Ｃ重油 Ｃ重油

燃料使用量、GJ/h 573.7 0.0

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 73.5 73.5

CO２排出量、ｔ/h 42.2 0.0

ガスタービン燃料

 燃料 -- LNG

 燃料使用量、GJ/h  943.8

 CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV  54.9

 CO２排出量、ｔ/h  51.8

系統電力

 買電量、ｋW 19,520 0

CO２排出係数、kg-CO２/kWh 0.470 0.470

CO２排出量、ｔ/h 9.2 0.0

廃棄物焼却ボイラ

燃料 廃棄物 廃棄物

燃料使用量、GJ/h 6.18 6.18

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 263.7 263.7

CO２排出量、ｔ/h 1.6 1.6

合計 CO２排出量、

時間単位、ｔ-CO２/h 105.9 53.4

年間単位、ｔ-CO２/yr 847,200 427,200
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２）焼却施設からの蒸気配給による燃料削減効果と CO２削減効果の検討

廃棄物の焼却施設から中圧蒸気（10ｔ/h、20ｔ/h、50ｔ/h）をモデル工場Ｘへ送った場

合の改善効果（エネルギー消費量削減、CO2排出量削減）を検証した。中圧蒸気とする理

由は、令和３～４年度の２年間の調査業務において、モデル工場４件に対する廃棄物の焼

却熱による蒸気供給システムの検討と CO2削減効果の検討を行った結果、供給蒸気圧は中

圧程度で十分な効果が得られ、高圧の場合と比較しても、その効果にそん色ないことを確

認したためである。本検討の要領を表 2.2-5に示す。

①検討要領

表 2.2-5 検討事項と検討内容

検討事項 検討内容

蒸気条件 焼却施設からの供給蒸気の温度圧力は、受け入れ工場側の中圧蒸気の温

度圧力と同じ。

CO2排出係数 ・各種燃料と買電などの CO2排出係数は、前記 1）、③項 CO2排出量の箇

所で示す値を用いた。

・焼却施設からの供給蒸気は、CO2 は含まれないとして、CO2 排出係数は

ゼロとした。

電力収支の考

え方

蒸気受入に伴い蒸気タービンの抽気量が減少するため、抽気発電量が減

少する。その減少分を補う電力収支の計算要領は、以下の３ケースとし

た。

ケース１・・復水量を増やして現状の電力需要量を維持する。まずは T1

の復水量を増やして対応するが、上限を 100ｔ/h とし、それ以上復水量

を増やす場合は T2の復水量を増やして対応する。

ケース２・・系統からの買電量を増やして現状の電力需要量を維持する。

この時、復水量は現状を維持する。

ケース３・・再エネ電力の買電量を増やして現状の電力需要量を維持す

る。この時、復水量は現状を維持する。

ベースケース

を最適化する

・ケーススタ

ディの比較

検討の基礎

ケースとす

る

図 2.2-1 で示すベースケースの運転条件（熱物質収支）は、初期値設定

から収支計算を行い整合化したものであり、CO2の排出量を最小化した運

転条件ではない。以降の検討（ケーススタディ）では、いずれも最適計算

（CO2排出量の最小化）を行うため、それらと比較検討するベースケース

も最適計算の結果であることが必要である。最適計算（CO2排出量の最小

化）の検討要領は次の通り。

・石炭炊きボイラ（B1）とＣ重油焚きボイラ（B2）では、蒸気量当たりの

CO2排出量の少ない B2の使用が優先される

・B1と B2の２つのボイラは、蒸気発生量の上限を 200ｔ/hとする
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「最適化したベースケース」のエネルギーシステムフローを図 2.2-3 に示す。図 2.2-3

に示す通り、ベースケースを最適化（CO2排出量を最小化）した結果、CO2排出係数の大き

い B1の負荷が減り、B2が上限 200ｔ/h になるまで負荷が移動した。その結果、図 2.2-1

のベースケースの CO2排出量が 105.93ｔ/h であったのに対し、図 2.2-3 の「最適化した

ベースケース」では CO2 排出量が 105.51ｔ-CO2/h となり、0.42ｔ-CO2/h 低減する結果と

なった。

図 2.2-3 最適化したベースケースのエネルギーシステムフロー

（別図 2.2-4 に拡大版表示）

②検討結果

化石燃料を用いるボイラを中心に構成される従来のエネルギーシステム（最適化した

ベースケース）に対して、焼却施設からの供給蒸気量（中圧）を徐々に増加した場合に、

不足する電力量を前述の３ケースの場合について検討した。その結果（データ）を表 2.2‐

6 に示す。
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表 2.2-6 ケーススタディでのエネルギーシステムの主要な結果

焼 却 施

設 か ら

の 供 給

蒸気量

B1負荷

B2負荷

MW

T1発電量

T2発電量

MW

買電量 MW

系統から

再エネから

買電の燃

料

換算負荷

MW

ボイラと買

電

（ 燃 料 換

算）

合計 MW

T1復水量

T2復水量

ｔ/h

CO2 排

出量

ｔ/h

最 適

化 ベ

ー ス

ケ ー

ス

―― 152.36

165.35

41.15

34.91

系統 19.52 49.29 367.00 79.00

40.00

105.51

ケ ー

ス１

復 水

発 電

増加

10ｔ/h 147.56

165.35

41.90

34.17

系統 19.52 49.29 362.20 83.66

40.00

103.91

20ｔ/h 142.77

165.35

42.61

33.45

系統 19.52 49.29 357.41 88.33

40.00

102.30

50ｔ/h 128.40

165.35

43.79

32.27

系統 19.52 49.29 343.04 100.00

42.32

97.50

ケ ー

ス２

系 統

電 力

増加

10ｔ/h 142.68

165.35

45.19

29.31

系統 21.09 53.26 361.29 79.00

40.00

103.01

20ｔ/h 133.00

165.35

43.62

29.31

系統 22.66 57.22 355.57 79.00

40.00

100.51

50ｔ/h 103.97

165.35

40.21

28.01

系統 27.36 69.09 338.41 79.00

40.00

93.01

ケ ー

ス３

再 エ

ネ 電

力 増

加

10ｔ/h 142.68

165.35

40.89

33.61

系統 19.52

再 エ ネ

1.57

系 統

49.29

再エネ

357.32 79.00

40.00

102.27

20ｔ/h 133.00

165.35

40.23

32.70

系統 19.52

再 エ ネ

3.14

系 統

49.29

再エネ

347.64 79.00

40.00

99.04

50ｔ/h 103.97

165.35

38.08

30.14

系統 19.52

再 エ ネ

7.84

系 統

49.29

再エネ

318.61 79.00

40.00

89.33

注 1) 買電の発電効率は、39.6％

注 2) CO２排出係数は次を採用

・石炭・・・ 92.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005年の燃料定数】

・Ｃ重油・・・73.5kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005年の燃料定数】

・廃棄物・・・263.7kg-CO２/GJ-LHV  【汚泥 60％、廃プラ 15％、廃油 10％、一般廃棄物 15％から計算】

・系統電力・・・0.470ｔ-CO２/MWh 【環境省指定】

・LNG ・・・54.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005年の燃料定数】

・焼却施設からの供給蒸気・・0.0 kg-CO２/ｔ

・再エネ電力・・・0.0 ｔ-CO２/MWh

表 2.2-6 の結果に基づき、焼却施設からの供給蒸気による工場側の燃料削減効果と CO

２排出削減効果を表 2.2-7、図 2.2-4 に示す。
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表 2.2-7 焼却施設からの蒸気配給による燃料削減効果と CO２排出削減効果

ケース

供給蒸気量
10ｔ/h 20ｔ/h 50ｔ/h

工場の燃料削減効果 MW

【ボイラ燃料＋買電の燃

料換算量】

ケース１ 復水発電増加 4.80 9.59 23.96

ケース２ 系統電力増加 5.72 11.43 28.59

ケース３ 再エネ電力増加 9.68 19.36 48.39

工場の CO２排出削減効果

ｔ-CO２/h

ケース１ 復水発電増加 1.60 3.21 8.01

ケース２ 系統電力増加 2.50 5.00 12.50

ケース３ 再エネ電力増加 3.24 6.47 16.18

中圧蒸気 50ｔ/h を受け入れた場合の CO２排出削減効果 16.18ｔ/h である。前節１）ピ

ンチテクノロジー（Ｒカーブ解析）で効率改善の方向性把握の示唆から、この CO２排出削

減効果 16.18ｔ/h を達成するためには、いかほどのサイズの LNG 焚きガスタービンシス

テムの導入に匹敵するかを検討した結果、10MW級の導入に相当することが分かった。

図 2.2-4 焼却施設からの蒸気配給による燃料削減効果と CO２排出削減効果

注 1）ケース１ 復水発電増加、ケース２ 系統電力増加、ケース３ 再エネ電力増加
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③考察

焼却施設からの蒸気を受け入れた場合の、工場への影響を検討した。なお、中圧蒸気の

受入れは、タービンからの中圧蒸気の抽気量を減らすことになり、その分、タービンの発

電量が減少する。工場の電力需要量は変化しないと設定しているので、この発電量の減少

分を、復水発電量を増加する場合（ケース１）、系統電力の買電量を増加する場合（ケー

ス２）、再エネ電力の買電量を増加する場合（ケース３）、の３ケースによって補うことを

検討した。その結果から以下のようなことが分かった。

・ 蒸気の受け入れは燃料削減（省エネ）効果や、CO２排出削減効果がある。

・ 蒸気の受け入れ量と省エネ効果は比例関係にある。

・ 工場の燃料削減効果（ボイラ負荷低減効果）について：復水発電の増加（ケース１）

は、復水量を増加させ、ボイラ負荷が増加するので、他の２ケースの方が、ボイラ負荷

の低減量が大きい。例えば、焼却施設からの中圧蒸気を 50ｔ/h受け入れた場合、復水

発電を増加する場合（ケース１）での燃料削減効果は 6.5％、系統からの買電量を増加

する場合（ケース２）では 7.8％、再エネ電力で補う場合（ケース３）では 13.2％とな

る。

・工場の CO２排出削減効果について：復水発電の増加（ケース１）に比べて、系統からの

買電量を増加（ケース２）する方が、削減効果がある。そしてその発電量減少分を再エ

ネ電力で補う（ケース３）方がさらに効果的である。例えば、焼却施設からの中圧蒸気

を 50ｔ/h受け入れた場合、復水発電を増加する場合（ケース１）での CO２排出削減効

果は 7.6％、系統からの買電量を増加する場合（ケース２）では 11.8％、再エネ電力で

補う場合（ケース３）では 15.3％となる。これは、（ケース１）はボイラでの化石燃料

の燃焼に依存するが、（ケース２）は、CO2排出係数がボイラ燃料より低い系統電力で賄

うことによる。（ケース３）は、CO2 排出係数ゼロの再エネ電力で賄うため、さらに CO

２排出削減効果が大きくなる。

・ 図 2.2-4（左）における燃料削減効果のケース２のラインは、ケース１のラインに近

く、ケース３のラインから遠い。これは、ケース２は、工場の燃料消費量として、ボイ

ラ燃料の消費量に系統からの買電分を燃料換算した燃料消費量加算しており、買電増

加分も燃料消費量の増加になるためである。しかし、ケース３は買電量を増加させず、

再エネ電力で補うため、結果、燃料消費量の増加にならないためである。

・ 図 2.2-4 （右）における CO2排出削減効果のケース２のラインは、ケース３に近い。こ

れは、ケース２の買電量を増加させた場合、買電電力の CO2排出係数（原単位）が、ボ

イラ燃料（石炭、Ｃ重油）のそれに比べてかなり小さいためである。

・ ベースケースを最適化（CO2排出量を最小化）すると、CO2排出係数の小さい燃料を使

用するボイラが優先されるため、わずかであるが CO2排出量は低減される。

・ 中圧蒸気 50ｔ/hを受け入れた場合の CO2 排出削減効果 16.18ｔ/hは、LNG焚きガスタ

ービンシステム 10MW級の導入に相当する。
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３）2050年頃の究極条件での検討

2050 年頃を想定した究極条件を検討した。究極条件とは、モデル工場Ｘはボイラを持

たず、電力は外部からすべて購入し、工場の熱需要（高圧蒸気、中圧蒸気など）に対して、

焼却施設から蒸気供給するものである。表 2.2-8 に検討事項と検討内容を示す。

ここで、焼却施設からの供給蒸気は、工場の高圧蒸気ヘッダー条件に合わせ、供給蒸気

量は、工場のプロセス送気（高圧蒸気、中圧蒸気、低圧蒸気）を賄える量とした。

①検討要領

検討事項と検討内容を表 2.2-8 に示す。

表 2.2-8 検討事項と検討内容

検討事項 検討内容

蒸気条件 焼却施設からの供給蒸気の温度圧力は、受け入れ工場側の高圧蒸気の温度

圧力と同じ（4.50MPaG・280℃、【飽和 259℃】）とする。

CO2排出係数 ・買電の CO2 排出係数は、前記１）、③項 CO2 排出量の箇所で示す値を用い

た。（0.470ｔ-CO２/MWh 【環境省指定】）ボイラを持たないので、燃料の

使用はない。

・焼却施設からの供給蒸気の CO2排出係数はゼロとした。

検討ケース モデル工場Ｘの熱需要（プロセス送気量）は、高圧蒸気 11.0ｔ/h、中圧蒸

気 61.5ｔ/h、低圧蒸気 128.0ｔ/hである。これに対して、焼却施設から高圧

蒸気のみを工場の高圧蒸気ヘッダーへ供給する。その供給量は、工場の各（高

圧、中圧、低圧）蒸気ヘッダーからプロセスの熱需要に応じて送る「プロセ

ス送気量」の和となる。焼却施設からの蒸気は、工場の高圧蒸気ヘッダーに

供給されるので、中圧蒸気や低圧蒸気でのプロセス送気量の確保の方法とし

て、次の３ケースを設定した。なお、比較するデータは、前記（２）章で、

ケーススタディを行った際に設定した「最適化したベースケース」を用いる。

・究極ケース１・・・減圧弁設置

高圧―中圧蒸気ヘッダー間、及び中圧―低圧蒸気ヘッダー間にそれぞれ

減圧弁を設けて、各蒸気ヘッダーへの蒸気量を確保する。すなわち、焼却

施設からの高圧蒸気は、工場の高圧蒸気ヘッダーに入り、高圧蒸気のプロ

セス送気量を与え、残量が、減圧弁を通して、中圧蒸気ヘッダーに送られ

る。中圧蒸気ヘッダーでは、中圧蒸気のプロセス送気量を与え、残量が、

減圧弁を通して、低圧蒸気ヘッダーに送られる。低圧蒸気ヘッダーでは、

低圧蒸気のプロセス送気量を与える。

・究極ケース２・・・タービン設置し電力回収

究極ケース１の減圧弁の設置は、有効エネルギー（エクセルギー）の損

失であるので、減圧弁の代わりにタービンを設置し、電力回収を図る。電

力回収した分だけ、買電量を節減する。

・ 究極ケース３（参考）・焼却施設から供給蒸気を中圧蒸気ヘッダーへ送る

上記２）章 「焼却施設からの蒸気供給による燃料削減効果と CO2 削減

効果の検討」では、中圧蒸気供給での検討を行っていた。焼却施設での高

温蒸気製造による設備負担を抑える目的で、究極ケース１、２に比べ、蒸

気発生条件を緩和し、圧力は高圧蒸気なみだが温度は飽和温度まで下げた

蒸気を供給する場合を検討する。温度不足分は電気ヒーターで補う。
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②検討結果

究極ケース１（減圧弁設置）と究極ケース２（電力回収）の結果を図 2.2-5、2.2-6 及

び表 2.2-9に示す。

図 2.2-5 究極ケース１・・各蒸気ヘッダー間に減圧弁を設置（別図 2.2-5に拡大版表示）

図 2.2-6 究極ケース２・・電力回収（別図 2.2-6に拡大版表示）
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図 2.2-7 （究極ケース３）に、焼却施設からの供給蒸気の条件は、工場の高圧蒸気なみ、

温度は高圧蒸気の飽和温度とした（4.50MPaG・259℃）場合の検討結果を示す。温度不足

分に対しては、電気ヒーターで加熱し昇温した。

図 2.2-7 究極ケース３・・焼却施設から供給蒸気を圧力は高圧蒸気なみだが温度は飽和温

度とする場合

上記、図 2.2-5 （究極ケース１）では、電力回収せず、減圧弁を使用しており、供給蒸

気の渇き度が高い状態となるので、蒸気ヘッダー条件を確保するため、減温水の注入が必

要となる。

一方、究極ケース２（図 2.2-6）では、減温水の注入は不要となるが、タービンの排気

が露点を下回る、いわゆるウェット（凝縮）状態になるために、フラッシュドラムを設置

して気液分離が必要となる。排気がウェットになる理由は、蒸気ヘッダー間の熱落差を利

用してタービンで仕事を取り出すので、タービン排気側のエンタルピーが、減圧弁使用

（仕事を取り出さない）の場合よりも下がるためである。なお、高圧―中圧蒸気ヘッダー

間は減圧弁を設置した。この理由は、当箇所にタービンを設置し電力回収を行うと、気液

分離するフラッシュドラムからの蒸気の温度が低く、中圧蒸気ヘッダーに送る際に、昇温

用の電気ヒーターが必要になり、省エネルギーにはならず、この箇所でのタービン設置は

不適と考えたためである。

究極ケース３ （図 2.2-7）では、供給蒸気を高圧蒸気の需要に対して、高圧蒸気条件ま

で昇温するためには、0.24MWの電力が必要であった。他方、中圧蒸気の需要に対しては、

中圧蒸気ヘッダーの手前で、圧力条件を一致させるために、減圧を行うが、それにより温

度が中圧蒸気ヘッダーの温度以下に低下し、電気ヒーター（3.29MW）が必要となった。そ

の結果、究極ケース３は、電気ヒーターが２か所に必要になり、その必要電力量も大きく、

省エネルギーにはならないので不適とした。

究極ケース１、２で CO2排出削減効果の比較を表 2.2-9 に示す。究極ケース３は、検討
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ケースとして不適としたため、表 2.2-9 にデータは記載していない。表 2.2-9 で示す通

り、最適化ベースケースに比較して、CO2排出量が、究極ケース１では 56％削減、究極ケ

ース２では電力回収分で買電量低減があるため 58％削減となった。
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表 2.2-9 究極ケース１，２での CO2排出削減効果

最適化ベースケー

ス

究極ケース１

（減圧弁使用）

究極ケース２

（電力回収）

ボイラ燃料（B1）

燃料 石炭 石炭 石炭

燃料使用量、GJ/h 152.36MW＝548.50 0.0 0.0

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 92.9 92.9 92.9

CO２排出量、ｔ/h 51.0 0.0 0.0

ボイラ燃料（B2）

燃料 Ｃ重油 Ｃ重油 Ｃ重油

燃料使用量、GJ/h 165.35MW＝595.26 0.0 0.0

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 73.5 73.5 73.5

CO２排出量、ｔ/h 43.7 0.0 0.0

タービン発電量

 T１、MW 41.15 0.0 0.0

 T２、MW 34.91 0.0 0.0

 T３、MW（究極ケース２） -- -- 5.55

系統電力

 買電量、kW 19,520 95,580 90,030

CO２排出係数、kg-CO２/kWh 0.470 0.470 0.470

CO２排出量、ｔ/h 9.2 44.9 42.3

廃棄物焼却ボイラ

燃料 廃棄物 廃棄物 廃棄物

燃料使用量、GJ/h 6.18 6.18 6.18

CO２排出係数、kg-CO２/GJ LHV 263.7 263.7 263.7

CO２排出量、ｔ/h 1.6 1.6 1.6

合計 CO２排出量、

時間単位、ｔ-CO２/h 105.5 46.5 43.9

年間単位、ｔ-CO２/yr 844,000 372,000 351,200
注 1) CO２排出係数は次を採用

・石炭・・・ 92.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005年の燃料定数】

・Ｃ重油・・・ 73.5kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005年の燃料定数】

・廃棄物・・・ 263.7kg-CO２/GJ-LHV【汚泥 60％、廃プラ 15％、廃油 10％、一般廃棄物

15％から計算】

・系統電力・・・ 0.470ｔ-CO２/MWh 【環境省指定）

・焼却施設からの供給蒸気・・ 0.0 kg-CO２/ｔ

③考察

・究極条件では、CO2削減効果は、55.9％と大きいことが分かった。さらに、中圧蒸気か

ら低圧蒸気までの熱落差を利用して発電を行うと買電量を節減できるので、CO2削減成

果は、58.4％となることが分かった。

・焼却施設から高圧蒸気を工場の高圧蒸気ヘッダーへ供給し、工場では、ボイラやタービ

ンを停止すること（究極ケース１，２）で、CO2排出量削減に大きな効果がある。これ

は、ボイラでの化石燃料を不要にしたことだけでなく、焼却施設からの供給蒸気の CO

２排出係数がゼロであることが大きい。

・究極ケース１（図 2.2-5）で、焼却施設からの高圧蒸気供給（191.37ｔ/h）にて賄われ
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るプロセス送気は、需要先で熱が使われ凝縮水となる。その７割がプロセス回収ドレン

（140.35ｔ/h）として、エネルギーシステムに戻ってくるとした。減温水や廃棄物焼却

ボイラで消費される蒸気量分を差し引いた余剰のドレン（131.22ｔ/h）は、焼却施設へ

送り返すことができる。

・究極ケース２（図 2.2-6）で、中圧蒸気―低圧蒸気ヘッダー間にタービン T3 を設置し、

電力回収することを検討した。これは、究極ケース１では、蒸気ヘッダー間の熱落差を、

ただ単に減圧弁で処理しただけだったので、熱落差のエネルギーを有効利用するためで

ある。その結果、5.55MW 分の買電量を低減できることが分かった。しかし、タービンの

排気が露点を下回る （ウェット（凝縮）状態になる）ためにフラッシュドラムを設置し、

気液分離することが必要になった。ただし、フラッシュドラムから回収する蒸気は、飽

和蒸気状態であり、接続先の低圧蒸気ヘッダーも飽和蒸気条件であるので、そのまま供

給できる利点がある。

・モデル工場Ｘのエネルギーシステムでは、図 2.2-1 や図 2.2-2で示す通り、電力回収を

行うために、タービンの吸気は高高圧蒸気ヘッダー（12.5MPaG・540℃【飽和 328℃】）

である。飽和温度より 212℃も高い過熱状態で、非常に乾き度が高いため、中圧蒸気ヘ

ッダーや低圧蒸気ヘッダーまでの熱落差を利用してタービンで仕事を取り出して（電力

回収して）も、タービンの排気側でウェットにならない状態を維持できる。究極ケース

２の検討で明らかになった通り、高圧―中圧蒸気ヘッダー間にタービンを設置し電力回

収を行うと、タービン排気がウェットになることや、また究極ケース３で、圧力は高圧

蒸気並みだが温度は飽和温度まで下げた蒸気供給では、減圧弁出口でウェットになって

しまう。こうしたウェット状態を避けるためには、供給蒸気の過熱度は相当高く設定す

ることが必要であることが分かる。したがって、究極ケースのように、焼却施設からの

供給蒸気に全量依存する場合は、その供給蒸気はできるだけ高い乾き度（過熱状態）を

持つことが好ましい。なお、ボイラやタービンの運転を維持しながら、必要な高圧蒸気

量や中圧蒸気量の一部を外部から受け入れ、それぞれ高圧蒸気ヘッダーや中圧蒸気ヘッ

ダーに供給する場合は、タービンや減圧弁を通すことがないので、ウェット状態になる

ことは避けられる。

29



４）工場の廃棄物焼却を廃棄物焼却施設に移管する場合の検討

モデル工場Ｘ側が、これまで廃棄物を焼却処理するために使用してきたボイラ （B3）を

停止し、その廃棄物焼却を外部の廃棄物焼却施設へ移管し、同焼却施設からモデル工場Ｘ

が蒸気供給を受ける場合、この地域（焼却施設とモデル工場Ｘ）に与える効果（エネルギ

ー消費量削減、CO2排出量削減）を検討した。

①検討要領

 検討事項と検討内容を表 2.2-10 に示す。

表 2.2-10 検討事項と検討内容

検討事項 検討内容

廃棄物焼却ボイラ B3 従来、廃棄物焼却ボイラ B3では、廃棄物の熱量 1.72MW相当を

燃焼させ、中圧蒸気相当（1.80MPaG・284℃）2.30ｔ/hを中圧蒸

気ヘッダーに供給していた（図 2.2-8 参照）。この時の CO2 排出

量は 1.6ｔ/hであった。

廃棄物焼却ボイラ B3 を停止し、廃棄物焼却を外部の廃棄物焼

却施設へ移管することで、B3からの蒸気発生と CO2排出が消失す

るとした。

蒸気条件 同焼却施設からの供給蒸気の温度圧力は、受け入れ工場（モデ

ル工場Ｘ）側の中圧蒸気の温度圧力と同じとし、供給蒸気量は、

10ｔ/h、20ｔ/h、50ｔ/hの３パターンを想定した。

CO2排出係数 ・各種燃料と系統電力からの買電などの CO2 排出係数は、前記

(2)、③)項 CO2排出量の箇所で示す値を用いた。

・同焼却施設からの供給蒸気は、CO2は含まれないとして、CO2排

出係数はゼロとした。

ボイラからの蒸気発

生量と電力収支の考

え方

モデル工場Ｘの廃棄物焼却ボイラの運転停止により、同ボイラ

からの中圧蒸気発生量が 2.3ｔ/h減少する。その減少分だけ、モ

デル工場Ｘの蒸気ボイラは、蒸気発生量を増加させる必要があ

る。一方、同焼却施設からの蒸気受入に伴い蒸気タービンの抽気

量が減少するため、ボイラは蒸気発生量を減少させる必要があ

る。このように、廃棄物焼却ボイラの運転停止により、モデル工

場Ｘの蒸気ボイラによる蒸気発生量は、増加と減少の両方が考え

られる。

蒸気タービンの抽気量が減少する時は、抽気発電量が減少する

ので、その電力減少分を補うため、復水発電量を増加させる必要

がある。すなわち、復水量を増やして現状の電力需要量を維持す

る必要がある。まずは T1 の復水量を増やして対応するが、その

上限を 100ｔ/hとし、それ以上復水量を増やす場合は２の復水量

を増やして対応する。なお T1および T2については図 2.2-1等を

参照のこと。

比較対象ケースは、最

適化ベースケース

前記２）「焼却施設からの蒸気配給による燃料削減効果と CO２

削減効果の検討」で示した図 2.2-3「最適化したベースケース」

を、検討の比較対象とした。図 2.2-8に、最適化ベースケース内

での廃棄物焼却ボイラの位置を示す。
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図 2.2-8 廃棄物焼却ボイラの位置（図 2.2-3の最適化したベースケース内で）

②検討結果

工場が、焼却施設から中圧蒸気の供給を受ける中で、廃棄物焼却ボイラ B3 を停止し、

廃棄物焼却を外部の焼却施設に移管する場合の工場に与える効果（工場側の燃料削減効

果と CO２排出削減効果）の検討結果を表 2.2-11 に示す。図 2.2-9 に、表 2.2-11 の結果を

グラフで示す。

表 2.2-11 焼却施設からの蒸気配給及び廃棄物焼却移管による燃料削減効果と CO２排出削

減効果

              ケース

供給蒸気量
0ｔ/h

10 ｔ

/h

20 ｔ

/h
50ｔ/h

工場の燃料削減効果 MW

【ボイラ燃料＋買電の燃料換

算量】

①最適化ベースケース -- 4.80 9.59 23.96

②B3停止 ▲0.99 3.80 8.59 22.96

工場の CO２排出削減効果

ｔ-CO２/h

①最適化ベースケース -- 1.60 3.21 8.01

②B3停止 1.30 2.90 4.50 9.31

注 1) CO２排出係数は次を採用

・石炭・・・ 92.9kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005 年の燃料定数】

・Ｃ重油・・・ 73.5kg-CO２/GJ-LHV 【自動車工業会 2005 年の燃料定数】

・廃棄物・・・ 263.7kg-CO２/GJ-LHV 【汚泥60％、廃プラ15％、廃油 10％、一般廃棄物 15％から計

算】

・系統電力・・・ 0.470ｔ-CO２/MWh 【環境省指定】

・焼却施設からの供給蒸気・・ 0.0 kg-CO２/ｔ
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図 2.2-9 焼却施設からの蒸気配給及び廃棄物焼却移管による燃料削減効果と CO２排出

削減効果

③考察

モデル工場Ｘが、外部の焼却施設から中圧蒸気の供給を受けることを想定し、廃棄物焼

却ボイラ B3を停止し、廃棄物焼却を同焼却施設に移管することによる工場への影響（工

場側の燃料削減効果と CO２排出削減効果）は、次の通りである。

(1)B3 からの中圧蒸気の発生(2.3ｔ/h)が無くなるため、それを賄うため工場のボイラの

負荷が 0.99MW 分増加する。しかし、B3 での CO２排出係数が大きい廃棄物焼却が無く

なることで、CO2 削減効果が 1.30ｔ-CO2/h が得られることが分かった。これらを最適

化ベースケース（表 2.2-9 参照）と比較すると、ボイラの負荷は 0.3％増加、CO2削減

効果は 1.2％に相当する。

(2)蒸気の受け入れは燃料削減（省エネ）効果や、CO２排出削減効果があり、蒸気の受け入

れ量と省エネ効果は比例関係にある。これに廃棄物焼却ボイラ B3 を停止し、廃棄物焼

却を焼却施設に移管することが加わっても、この関係は維持される。

(3)表 2.2-11 で供給蒸気量が 0ｔ/h で、B3 停止時に、工場の燃料削減効果が▲0.99MW と

なっている。これは、B3 からの中圧蒸気の発生(2.3ｔ/h)が無くなるのに伴い、それ

を補うために、モデル工場Ｘ内の蒸気ボイラからの蒸気発生量を増加させたため、燃

料消費量が増加したからである。一方、その場合でも、工場の CO２排出削減効果は 1.30 

ｔ-CO２/h である。これは、CO2排出係数の高い廃棄物焼却 （ボイラ B3）を停止し、代

わりにそれより CO2 排出係数が低い化石燃料（石炭）を使用する蒸気ボイラで蒸気を

増産させたことによる。なお、最適化ベースケースでは、CO2排出係数の低いＣ重油焚

きボイラ B2 を上限値で運転しているため、負荷変動できるのは、石炭焚きボイラ B1

であった。

(4)廃棄物焼却による発生蒸気量は、工場で化石燃料を用いたボイラによる発生蒸気量に

比べて少量だが、廃棄物の CO2 排出係数がもともと高いことから、廃棄物の移管の効

果はあった。
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2.2.2 熱需給管理システムの機能検証の支援及び実現可能な熱需給管理システムの概念

設計提供

（１）熱需給管理システムの機能検証支援

東海クリーンが行う「地域の熱供給受給管理システム実証」において、IAEが同システム

の機能検証を支援した。この作業を通して、次項（２）「実現可能な熱需給管理システムの

概念設計」における、廃棄物の焼却施設からの蒸気を化学コンビナートの複数工場へ送る場

合の概念構築のための知見を得た。

１）プロセスフローの説明

「地域の熱供給受給管理システム実証」において、東海クリーンが近隣工場へ熱を供給

するシステムのプロセスフローシートを図 2.2-10 に示す。同シートは、東海クリーン、

エックス都市研究所、IAE の三者で協議を行い、東海クリーンが熱供給ボイラで蒸気を製

造し、それを３工場（Ａ、Ｂ、Ｃ）へ分配輸送するシステムを想定して作図したものであ

る。

東海クリーンの熱供給ボイラから、蒸気を工場Ａ、Ｂ、Ｃの熱需要量に応じて、それぞ

れに送る。必要な蒸気量（熱需要量）の供給方法は、各工場での熱交換器を用いて各工場

へ熱を供給するものである。ここで、各工場の特徴として、工場ＡとＣは、必要な熱需要

量は安定しており、経時変化量は少ない。工場Ｂの熱需要量は不定期に変動し、1回の変

動は 30分ほどで熱需要量が上下する。一方、熱供給側の東海クリーンの熱供給ボイラは、

一定運転 （一定の発生蒸気量による運転）を目指している。これは東海クリーンでの廃棄

物の発生量が一定しているためである。しかし、工場からの熱需要量の変化に応じて、燃

料源となる廃棄物の投入量（張り込み量）を増減させると、廃棄物の過不足が発生する。

そのような事態に備えるには、廃棄物の貯蔵量に余裕を持たせる必要が生じるが、大きな

貯蔵施設が必要になってしまう。熱供給側の東海クリーンと熱需要家の工場Ａ、Ｂ、Ｃを

まとめて、地域として CO２削減の実現するためには、熱需要側全体での熱需要量の平滑化

を行い、且つ、東海クリーンから供給される蒸気（熱）の利用率を高めることが重要と考

える。そのためには、スチームアキュムレータを設置して、工場Ｂの熱需要量が少ないタ

イミングにスチームアキュムレータで蓄熱し、熱需要量が多いタイミングでスチームア

キュムレータから熱を放出するようなディマンドシフトを行い、熱需要側の熱需要量の

平滑化を行うことが必要である。
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図 2.2-10 東海クリーンから需要家工場への熱供給システムのプロセスフロー

２）熱需給管理システム（EMS: Energy Management System）の機能検証支援

熱需給管理システム（EMS）の機能検証支援として、同システムの概念と、その適用要

領を検討した。

一定運転する東海クリーンの熱供給ボイラから蒸気を複数工場が受けて、地域全体と

してその蒸気（熱）の利用率を高めるために、熱需要側全体での熱需要量の平滑化が望ま

れる。そこでスチームアキュムレータの設置を提言した。熱需要量が変化する工場Ｂでの

変化時間は１変動当たり 30 分程度であることと、スチームアキュムレータは熱の保持時

間が同程度であることから適用可能と判断した。

次に、熱需要側全体での熱需要量の平滑化を行うために、スチームアキュムレータをど

のように運転するかが重要であるので、工場Ｂの熱需要量だけが不定期に振れることか

ら、スチームアキュムレータを熱交換器Ｂへの熱供給側に設置する（図 2.2-10 参照）こ

とにした。しかし、工場Ｂの熱需要量が不定期に変動することと、その変動時間は１変動

当たり 30 分ほどであるが、変動のピークへの到達時間が短いことから、瞬時にスチーム

アキュムレータの運転操作をしなければならない。すなわちオペレーターによる手動で

この操作を行うことは難しく、熱需要の平滑化は容易ではないと判断した。したがって、

工場Ｂの熱需要量の変化を予測する機能を持つ EMSを装備して、対応することを考えた。

図 2.2-10 に示す通り、予測機能（AI）付き EMS は、工場Ｂの熱需要量（熱負荷）の変動

の動きを常時ウォッチし、熱需要量が変化する兆候からスチームアキュムレータの弁を

適切なタイミングで開閉操作することで、熱需要量を平滑化するものである。また、予測

機能（AI）が、これらの運転データを学習することで運転操作の精度が増し、平滑化の精

度がより高まると考える。
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（２）実現可能な熱需給管理システムの概念設計

１）背景

石油化学コンビナートの化学工場が 2050 年までにカーボンニュートラルを実現すると

いう将来の目標に向けて、まず実施しなくてはならないのは、自社でできることを率先し

て実施することである。すなわち、省エネルギーの取り組みによる CO2の排出削減である。

次に、CO2排出係数が大きい石炭やＣ重油焚きのボイラを、CO2排出係数が小さい天然ガス

焚きに切り替えることである。天然ガスの導入に併せてボイラ ・タービンシステムからガ

スタービンシステムへの切り替えも考えられる。また、CO2排出係数が小さい電力への切

り替えでは、太陽光発電など再生可能エネルギーの導入も有効である。これらは、個社で

実施可能な取り組みであるが、特にガスタービンシステムの導入は効果が大きいものの、

その導入費用が高額になるので実現は容易ではない。またエネルギー源が全て再生可能

エネルギーに切り替わるには、再生可能エネルギーが潤沢で安価になる必要があり、2050

年頃には実現の期待が高まるものの、それより近い将来（2030 年頃）に実現することは

非常に難しい。

したがって、コンビナート内の化学工場は、まず近い将来（2030 年頃）に向けてどの

ような対策を講じるべきかを考えることになる。そこで本事業で検討してきた廃棄物焼

却施設からの蒸気の受け入れについては、その蒸気の CO2排出係数がゼロであることから

大変魅力的である。しかも従来、自社内の施設で焼却していた廃棄物を、外部の廃棄物焼

却施設へ移管することも想定しており、廃棄物焼却施設からの蒸気の受け入れは、工場か

ら十分に歓迎される。さらに複数の工場がそれを希望することも考えられる。なお、現状、

大規模な化学工場のボイラから発生する蒸気量は、モデル工場Ｘの検討で示した通り約

400ｔ/h もの量があり、それを全て廃棄物焼却施設からの蒸気で賄うことは困難である。

したがって、廃棄物焼却施設からの蒸気は工場の必要量の一部を賄うことになる。

２）蒸気配管ループと熱需給管理システム（EMS）

石油化学コンビナートの化学工場が廃棄物焼却施設からの蒸気を受け入れる絵姿を検

討した。図 2.2-11に示すように、複数の工場がその蒸気受け入れを希望するは十分考え

られる。ただし、遠距離の蒸気供給は圧力損失の発生と自然放冷による温度降下があるの

で、これを避けるために、蒸気受け入れを希望する複数の工場の近くに廃棄物焼却施設を

立地することが必要だと考えられる。

次に、廃棄物はその質と量が変動するので、廃棄物焼却施設での発生蒸気量も変動しや

すい。一方、蒸気を受け入れる工場側は、当然安定した蒸気の供給を望む。この対策は、

複数の焼却施設からの蒸気配管をループでつなぎ、システムボリュームを大きくして、変

動の平滑化を図ればよい。そして、さらにスチームアキュムレータ設備を設け、同設備の

蒸気の入出口の制御弁を適切に運転することで変動の抑制を図ることができる。

一方、蒸気の受け入れ側である工場自身も、その熱需要量（必要な蒸気量）は日々変動

する。図 2.2-11 に示すように、複数の焼却施設から蒸気を複数の工場群へ安定して送る
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には、それらを一体運用することで変動の平滑化を図れる。この複雑なシステムの中で焼

却施設を高効率に運転するために、通常では、工場群からの熱需要量の変動情報を受け取

った後に一体運用する焼却施設の運転条件を変更・操作する（スチームアキュムレータの

制御弁の開閉をその都度操作する）ことになるが、人間の操作では、複雑な条件をウォッ

チしながら複数の制御点を同時に操作し、運転の平滑化を実現するのは困難である。した

がって、工場群の熱需要量の変化を積極的に予測し、時間（応答）遅れがなく、無駄のな

い運転を実現する AIによる予測機能付きエネルギーマネジメントシステム（EMS)の適用

が効果的であると考えられる。

化学工場は、自社内の設備の運転状況を外部に開示することは避ける傾向にあること

から、EMS は、化学工場内部の運転データを採取するのではなく、工場群に最も近いスチ

ームアキュムレータの圧力データを収集することになる。廃棄物焼却施設の運転データ

は開示可能であるので、これらを直接収集する。EMS は、各廃棄物焼却施設で投入する廃

棄物の質と量のデータに基づいて、発生蒸気量が安定するように、各廃棄物焼却施設に適

切な運転を指示する。

次に、工場の運転変動（熱需要量の変化）に対しては、スチームアキュムレータの過去

の運転圧力データに基づいて、AI による予測機能が運転圧力の変動を予測し、スチーム

アキュムレータの制御弁を適切に操作する指示を出す。AI による予測機能は学習機能を

装備するので、運転情報が蓄積するに従い、より運転操作の精度が高まり、蒸気配管ルー

プの平滑運転が可能となる。

図 2.2-11 多数の工場群へ複数の廃棄物焼却施設から蒸気供給‐蒸気配管ループと EMS で

運転変動を平滑化
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第２章別添 Ｒカーブ解析とは

Ｒカーブ解析は、本文図 2.2-1 のようなエネルギーシステムフローを対象に、別図 2.2-1

のような線図を作成する。縦軸が統合エネルギー効率、横軸がＲ値（熱電比率）である。こ

の図中に２本の線がある。上の線（赤線）はガスタービンコンバインドシステムの理想的な

限界線（統合エネルギー効率の理論上限）を示している。下の線（黄線）はボイラ ・タービ

ンで構成されるシステムの理想的な限界線を示している。

縦・横軸の統合エネルギー効率とＲ値の定義を別図 2.2-2にて説明する。ある工場は熱需

要 Qheatと電力需要 Wにて操業しており、コジェネレーションシステムから必要な熱 Qheat

が供給されている。またコジェネレーションから電力 Wの供給を受けているが、不足分があ

り、それは発電所からの買電で補っている。コジェネレーションシステムの運転に必要な燃

料量は Qfuel,1 である。当該買電分を発電所が供給するに必要な燃料量は Qfuel,2 である。

別図 2.2-1の縦軸の統合エネルギー効率は、工場操業に必要なエネルギー消費量 W+Qheat

をコジェネレーションシステムと発電所が必要とする燃料量の総計 Qfuel （＝Qfuel,1＋

Qfuel,2）で除したものである。次に、横軸のＲ値とは、工場のエネルギー需要の熱電比率

であり、W／Qheat で示す。例えば、ある工場が熱需要のみで、電力需要がない場合は、Ｒ値

はゼロになる。概して、製油所や石油化学工場は熱需要が多く、Ｒ値は 0.5～1.0 程度にな

る。しかし、近年、工場の電力需要は増加しており、Ｒ値も 1.0を超えるケースが増えてい

る。統合エネルギー効率は、必ず 1.0より小さくなる。これは、別図 2.2-2 内に示す通り、

コジェネレーションシステムや発電所において熱ロス（排ガス熱 Qloss,1 や復水発電ロス

Qloss,2）が存在するからである。

別図 2.2-1で、ガスタービンコンバインドシステムの理想的な限界線と、ボイラ ・タービ

ンで構成されるシステムの理想的な限界線はいずれも右方向へ下がっている。これを説明

する。ボイラ・タービンで構成されるシステムの理想的な限界線において、Ｒ値が 0～0.3

程度までは、熱需要が多いので、ボイラ効率 92％程度がそのまま適用できる。電力需要比

率が高まる（Ｒ値が増加する）と、ボイラで発生した熱（スチーム）を復水タービンで電力

へ変換することが必要になる。復水タービンを使い始めることはいわゆる復水ロス発生と

称する効率減少を引き起こすので、図中のカーブが右肩下がりとなる。ガスタービンコンバ

インドシステムは、化石燃料のもつエネルギーをまず燃焼でパワーに変換できることと、排

ガス熱をボイラへ投入する際に残存酸素濃度をギリギリまで利用するフル追い焚きによる

排気再燃ボイラ運転を行うので、Ｒ値が 0.5 付近まで統合エネルギー効率を高く維持でき

る。電力需要が高まる（Ｒ値が大きくなる）とガスタービンコンバインドシステムの排気再

燃ボイラは運転負荷を落とす部分負荷運転となるので、統合エネルギー効率は、低下する。

さらに電力需要が多くなると排気再燃ボイラの部分負荷運転も停止し、排熱回収ボイラ運

転となりさらに効率が下がる。そしてさらに熱需要が下がり、電力需要が高まる（Ｒ値が大

きくなる）と、排熱ボイラからの回収スチームを復水タービンで電力へ変換する運転となり、

復水ロスを引き起こす。こうしてＲ値が大きくなるに従い、統合エネルギー効率は低減する

別添 2-1
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（カーブは右肩下がりとなる）。なお、Ｒカーブ解析の２本の線の形状は工場のエネルギー

システムの構成（内容）毎に変化する。

次に、別図 2.2-1 の使い方を工場での検討結果を用いて説明する。ある工場 Site A のＲ

値を計算すると、0.57 である。これは電力需要より熱需要が大きい工場であることを示す。

次に、統合エネルギー効率を求めると、73.4％である。この工場はエネルギーシステム内

にガスタービンを有しているが、ガスタービンコンバインドシステムの理想的な限界線に

比べて、かなり下方に位置しているので、効率改善の余地があることが分かる。その余地の

把握をするために、Ｒ値 0.57 で、統合エネルギー効率 73.4％を通る一点鎖線を引き、上方

へ進むとガスタービンコンバインドシステムの理想的な限界線と交差する点が求まる。そ

の点は工場Ａのエネルギーシステムの統合エネルギー効率の理論限界値 86.3％である。し

たがって、この工場は、86.3－73.4＝12.9 ポイントだけ効率改善の理論的余地があること

が分かる。但し、理論限界値までエネルギーシステムを改善するにはかなり大型サイズのガ

スタービンの導入が算定され、それは莫大な投資を招くので、実際には、経済性を考慮して、

理論値より低い現実的な数値（統合エネルギー効率）を目標に設定し、導入するガスタービ

ンのサイズを検討することになる。別図 2.2-2 に統合エネルギー効率とＲ値の定義を示す。

別図 2.2-1 Ｒカーブ解析

B︓ボイラ、BPT︓背圧タービン、FBT︓排気再燃ボイラ（フル）、SFB︓部分排気再燃ボ
イラ、UFB︓排熱回収ボイラ、CT︓復⽔タービン、GT︓ガスタービン

統
合
ग़
ॿ
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ॠ
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率

R 値（熱電⽐率）
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別図 2.2-2 統合エネルギー効率とＲ値の定義

39



別
図

2
.
2
-
3
 
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
フ
ロ
ー
（
図

2
.
2-
1
の
拡
大
図
）

40



別
図

2
.
2
-
4
 
最
適
化
し
た
ベ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
フ
ロ
ー
（
図

2
.
2
-
3
の
拡
大
図
）

41



別
図

2
.
2
-
5

究
極
ケ
ー
ス
１
・
・
各
蒸
気
ヘ
ッ
ダ
ー
間
に
減
圧
弁
を
設
置
（
図

2
.
2
-
5
の
拡
大
図
）

42



別
図

2
.
2
-
6
 
究
極
ケ
ー
ス
２
・
・
電
力
回
収
（
図

2
.2
-
6
の
拡
大
図
）

43



44



第３章 地域の熱需給管理システム実証

本業務では、焼却炉からの蒸気の産業利用を平原南部工業団地で実証し、工業団地等での

関係者調整、CO2削減効果定量把握と費用対効果の検証を行い、他地域への展開に向けた技

術的・制度的課題を明らかにするとした。その中で 「廃棄物処理施設を核とした地域循環共

生圏」の「地域製造業連携型」のモデルとなりうる構想として構築することを踏まえ、令和

５年度は、三次元施工と課題の抽出（3.1項）及び 3.2項 熱 EMS による検証（3.2 項）を

実施した。

表３-1 令和５年度の業務目標及び達成事項

項目 内容

採択時の技

術の状況

蒸気産業利用モデルの実証と CO2 削減効果定量把握と費用対効果の検証、他

地域への展開に向けた技術的・制度的課題が整理されていない。

本実証の最

終目標

一廃・産廃混焼炉である東海クリーンを核とした廃棄物エネルギーの蒸気産

業利用モデルの実証と CO2削減効果定量把握と費用対効果の検証、他地域への

展開に向けた技術的・制度的課題を明らかにする。「廃棄物処理施設を核とし

た地域循環共生圏」のモデルとなりうる構想を提示する。

これまでの

達成事項

令和３年度

工業団地に立地する焼却施設として、株式会社東海クリーンを実証フィー

ルドとして選定した。周辺のアスファルトプラント、リサイクル施設、鋳造工

場など３社の熱需要家の協力を得て、詳細調査を実施した。実証全体では、需

要家調査を行って需要規模を調査するとともに、システム導入した場合の熱

の需給予測を行って安定的に蒸気を供給できるようにするための、エネルギ

ーマネジメントシステムを作成することを計画した。

令和４年度

IoT・AIによる熱需給管理システムの構築に向けた要件定義を完了させた。

また、近隣の３つの工場の熱需要・電力需要を詳細調査し、実データに基づく

熱需要解析を行い、傾向から課題を把握し、必要となる各種計画データを抽出

した。また、どの種類の燃料計器からもデータを取得できるように方法の検討

を行った。それらを基に、令和５年度の EMS の開発に向けて、システム機能

の定義と仕様・設計を行った。

詳細調査で得られた電力・熱需要の結果から、EMSを導入して熱需要を平準

化させる場合と、EMSを導入せず計画調整がなされない場合の利用率を比較し

た。

令和５年度

の業務目標

立地する平原南部工業団地における焼却炉からの需給事業のイメージを三次

元で施工する。熱需給管理システムの CO2削減効果定量把握と費用対効果の検

証を行う。

令和５年度

の達成事項

立地する平原南部工業団地における焼却炉からの需給事業のイメージを三

次元で施工し、課題を抽出するとともに、プロモーション動画を作成した。

EMS のコンセプトを明確化し、計画調整、CO2 削減量を見える化し、精算機能

のあるアプリケーションを完成させた。また、熱需給管理システムの CO2削減

効果定量把握と費用対効果の検証を行った。この検証では、単純焼却と、熱回

収について熱風利用と蒸気利用の２パターンの合計３パターンを設定した。

その結果、蒸気利用は単純焼却に比べて、年間 4000トンの CO2を削減でき、

CO2１トン削減に対し約 3.5万円の収益があると試算した。９年弱で投資回収

でき、補助金を活用することで事業成立可能であることが分かった。これを基

に地域循環共生圏モデルとして、東海クリーンの Waste to Steam計画を作成

した。
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最終達成事

項

一廃・産廃混焼炉である東海クリーンを核とした廃棄物エネルギーの蒸気産

業利用モデルの実証と CO2削減効果定量把握と費用対効果の検証、他地域への

展開に向けた技術的・制度的課題を明らかにした。「廃棄物処理施設を核とし

た地域循環共生圏」のモデルとなりうる構想を提示した。

3.1 三次元施工と課題の抽出

（１）三次元施工

実証の範囲である平原南部工業団地を、東海クリーンを中心とし蒸気供給先の各社も含

めた範囲を 3D 化し、プラントや需給配管含めてモデリングした 3D マップを作成した。ま

たコンテンツ上で任意に動かして閲覧したり、クリックアクションで詳細内容（アニメーシ

ョン表示）を閲覧したりできる PC コンテンツを作成して実証事業の精査検証を行うととも

に、コンテンツ素材を活用した事業広報映像を作成した。

１）コンテンツの概要

3D 化する制作物は、実証エリアである工業団地内の平面展開と、主要機器であるボイ

ラ、熱需給配管等とし、さらに詳細に紹介する項目についても演出や操作の手法について

検討し、制作した。また、制作物に応じて、図面などの基礎資料を作成した。

モデリングした 3D マップ等はマウス操作によって任意の方向への移動、ズームイン・

ズームアウトが可能なコンテンツとした。3D マップ上にはホットポイント（コンテンツ

内で特に紹介する構造物が配置されている箇所）を設け、各所をクリックすると自動でズ

ームされ、詳細な情報が閲覧できる仕様にした。図 3.1-1 にコンテンツの操作イメージを

示す。

図 3.1-1 コンテンツの操作イメージ

ホットポイント（クリックでズーム）

マウス操作で任意方向へ移動

※掲載画面はダミー
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２）コンテンツ制作の経緯

①企画立案開発ソフトウェア決定

令和４年５月に関係者打合せを行い、制作するコンテンツの検討を進めた。まず、実証

を想定した東海クリーン施設及び蒸気供給先は現存するため、3D 化制作にあたってはリ

アリティが求められると判断し、実際撮影されている当該工業団地衛生写真画像と国土

地理院が保有する地形標高データを活用し精緻な 3D マップを構築する必要性があること、

また、3Dデータを任意に動かすためのプラットホームとして Unity （ゲームコンテンツ制

作現場における代表的な開発ソフトウェア）を活用することを決定した。図 3.1-2 に 3D

モデル化開発画面を示す。

②現地取材・打ち合わせ

令和４年５月に東海村 （現地）に赴き、東海クリーン施設及び各蒸気供給先工場などの

外観撮影を行った。この写真素材を制作する 3Dオブジェクトに貼り合わせてリアリティ

ある造形を作成した。また、制作するボイラ機器や埋設蒸気配管などの配置図面等を現地

で参照しながら打合せを行い、制作物とその仕様を決定した。

図 3.1-2 3D モデル化開発画面
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③アルファ版コンテンツデータアップ

令和４年６月に第一弾となるアルファ版コンテンツを制作した。図 3.1-3 にアルファ

版 3Dモデル化開発画面を示す。平原南部工業団地及び東海クリーン施設とボイラ、埋設

配管等を 3Dマップ上に落とし込み、実際の団地や施設等の整合性の確認、配管敷設ルー

トの確認等を行った。細かい部分の修正を施した上で、６月 28 日環境省打合せ時に説明

した。

図 3.1-3 アルファ版 3Dモデル化開発画面
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３）課題の抽出

 施工物を通して、施工、システム上の問題点を整理し、課題を抽出した。まず、アルフ

ァ版コンテンツを上映した上での各種改良点をフィードバックして再調整を図った。操

作性においては、キーボードでの視点移動、またはゲームコントローラーによる操作を当

初は計画していたが、P C上で簡易に操作が完結できるよう、マウス操作を主体とした操

作方法に変更した。次に、蒸気供給先である各工場の取り上げ方として、供給元のボイラ

の情報を合わせて蒸気供給量のデータを同時に見せるよう修正を施した。図 3.1-4 にボ

イラと鋳造工場のスペック表示を示す。

図 3.1-4 ボイラと鋳造工場のスペック表示
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（２）映像作品の制作

３次元施工でのコンテンツ制作を経て出来上がった各種 CG を、素材として活用すること

を前提に、広報的映像作品の制作を行った。CG アニメーションやドローン空撮映像を駆使

し、蒸気配管のイメージや蒸気供給システムの展開等を説明する啓発ツールとして活用が

可能な５～６分程度の作品を制作した。これにより、ほしいも残渣を含め事業者誘致の際に

活用できるようになった。また産業団地への誘致を普遍的に示す際の材料としても活用で

きるようになった。図 3.1-5 に映像作品イメージを示す。本作品は、手引きを作成する際の

付録としても活用する。

図 3.1-5 映像作品イメージ

１）企画立案と制作

令和４年 11月に関係者と打合せを行い、映像作品のシナリオ作成に着手した。映像で

の趣旨の説明範囲などの検討を踏まえて、３次元施工で着手した東海クリーン実証事業

を中心とした内容に決定した。

２）編集作業

上記シナリオに即して編集作業に着手した。

当初蒸気供給事業について「グリーンスチームソリューション」と仮定していたが、

シナリオ精査の段階で「ウェイスト・トゥ・スチーム」とする方が適切という検討の結

果、作品タイトル及び事業の名称を決定した。

シナリオ精査に伴い、映像上映時間はテンポ良く４分程度に収めるようい編集を進め

た。図 3.1-6 にプロモーション動画のカット画像を示す。
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（映像シナリオ）

私達の暮らす社会。

世界の平均気温は、工業化以前と比べて既に1度以上上昇していると言われています。

この状況が続けば更なる気温上昇が予測され、それに伴う気象災害が頻発すると予測

されているのです。これは、単なる気候変動ではなく、私たちの生存基盤を揺るがす危

機的な状況に繋がることを意味します。

温室効果ガスの排出を全体的にゼロにする、カーボンニュートラル。

この取り組みに向けては、革新的な技術の開発と実装とともに、現時点の技術を最大限

に活用する取り組みも必要不可欠です。そこで私たちは、廃棄物処理に着目しました。

廃棄物の焼却時に発生する熱、その熱を利用して生成される蒸気に着目したのです。

この蒸気の有効活用が、カーボンニュートラル社会の実現に向けた取り組みの一助と

なるかもしれません。

私たちの日々の社会生活から必ず排出される廃棄物。この廃棄物は主に焼却処理さ

れ、その際発生する熱エネルギーを蒸気に変えて熱供給、あるいは発電に利用されてい

ますが、その発電効率がたった20％ほどだということを、みなさん知っていますか？

しかし、この高温の蒸気を蒸気のまま熱源を求める供給先で条件を合わせて活用すれ

ば、供給先での化石燃料の大量消費を効果的に抑制することができる。つまり産業の脱

炭素と静脈での蒸気ビジネスが創出できるのです。この実証に取り組んでいるのが、茨

城県にある東海クリーンです。

ここでは、焼却時に発生する熱、蒸気をそのまま供給先に供給する実証が今進められ

ようとしています。近隣の供給先、つまり需要家はそれぞれアスファルト工場や鋳物工

場など、製品製造時に熱エネルギーを必要としています。東海クリーンは、エネルギー

の供給元として、まず廃棄物を焼却処理し、ボイラで排ガスの熱から蒸気を生成します。

その蒸気をそのまま地中に埋設された配管から近隣の需要家へ供給するのです。

蒸気を受け取った各需要家は熱交換器を介して、蒸気を製造に活用。熱源を取り出され

た蒸気は還元水となって再び東海クリーンに戻され、再び蒸気となって活用される仕

組みです。

東海クリーンで各需要家が求めるエネルギーの製造、分配を効率的に管理すること

で需要家が個別にエネルギーとして化石燃料消費を結果的に抑えることになります。

これがスチームを使った事業誘致、ウェイスト・トゥ・スチーム事業なのです。

こうした取り組みを進めることで資材の熱処理で資材の供給ビジネスが展開でき、新

たな事業誘致が可能となり、結果的に高効率なエネルギーの回収とカーボンリサイク

ルの実現に繋がっていきます。

ウェイスト・トゥ・スチーム。

持続可能な社会や環境を目指すため、実現と普及を加速させていきます。

END
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図 3.1-6 プロモーション動画のカット画像
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3.2 熱 EMSによる検証

需要予測と供給計画を用いた需給制御を目的とした「熱需給管理システム（熱 EMS）」に

ついて、蒸気量として想定した需要データを基に、CO2削減効果定量把握と費用対効果等を

検証した。検証にあたっては、熱需給管理システム（別添 3.5）を用いることとした。

そのシステム概念図を図 3.2-1 に示す。また、前述の第２章「 （２）需給管理システムの

機能検証支援とより実現可能な需給管理システムの概念設計提供」での検証結果を踏まえ、

供給側で設定した供給目標値に対する効果検証を行った。熱需給管理システム全体処理概

略を図 3.2-1 に示す。

図 3.2-1 熱需給管理システム全体処理概略
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（１）熱需給データの作成

検証に必要な需給データを、以下の要領で作成した。熱供給量は、東海クリーン熱供給シ

ステムの供給能力を 6.8ｔ/hとして、24 時間稼働可能とした。

１）供給データ

  東海クリーン熱供給能力: 6.8ｔ/h × 24時間供給 (以下、ｔ単位は蒸気量を指す)。

検証に利用する需要については、現時点ですべて実測データが存在しないものである

ため、運用実態から推測される必要量と時間帯に基づき、手作業で需要量データを作成し

た。

２）需要データ（作成データ）

 ・ほしいも残渣飼料化施設: 2.5ｔ/h × 24 時間需要

  ・砂乾燥工場（アスファルト工場からの切り出し事業）: 3.0ｔ/h × 24 時間需要

  ・鋳造工場

  ・スクラップ余熱: 0.5ｔ/h × 営業時間帯需要(約 16時間)

  ・型枠の焼締め: 1.0ｔ/h × 営業時間帯需要(約 16時間)

  ・塗装乾燥: 0.1ｔ/h × 1 時間需要 2回 ※不定期タイミング

  ・割れ補修加熱: 0.5ｔ/h × 1 時間需要 2回 ※不定期タイミング

これらのデータは後述の熱 EMS で扱うため、時間粒度 5分データとして 13ヶ月分作成

することとし、需要家ごとに営業日、休業日の２つのパターンで作成した。休業日は週末

（土日）、祝日、特別休暇（年末年始、夏季休暇）が対象となるが、需要家によって、ど

の日が休業日に該当するかは異なるため、ヒアリング結果に基づき設定した。また、本シ

ミュレーションではアキュムレーター導入による蓄熱利用を考慮した。

３）アキュムレーター能力

・蓄熱容量: 0.6ｔ

（２）最適運用のシミュレーション

前項で作成した需要データと需要条件、蓄熱容量をもとに、以下の３つのパターンで熱効

率が最大となる運用のシミュレーションを行った。

１）アキュムレーターなしの場合(EMSなし): 熱利用率 85.8％

  需要を満たす供給を行うと、需要ピーク以外の時間帯には常に未利用熱が発生するこ

ととなり、夜間に約 1.9ｔ/h、日中の営業行時間帯でも約 0.5ｔ/hの未利用熱が生じるこ

ととなる。（図 3.2-2）
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図 3.2-2 熱需給・過不足グラフ (アキュムレーターなし(EMSなし)の場合)

 

２）アキュムレーターあり/EMS による計画調整なしの場合: 熱利用率 93.8％

蓄熱による負荷平準化を行うことで、日中の未利用熱を減少させることが可能となる

が、夜間の熱余剰は依然として残る。また、日中の突発的な需要の発生タイミングの不確

実性が残るため、熱量不足のリスクに備えベース需要量を低く設定する必要がある。(図

3.2-3）

図 3.2-3 熱需給・過不足グラフ (アキュムレーターあり/EMSによる計画調整なしの場

合)
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３）アキュムレーターあり/EMS による需要計画調整ありの場合: 熱利用効率: 100％

熱需要を予測することで、日中の余剰・不足熱量を発生させないアキュムレーターの運

用が可能となる。また、スクラップ余熱と割れ補修加熱の熱利用時間を的確に考慮して、

ほしいも残渣飼料化の熱需要を上昇させることで、夜間の廃棄もなくことができ、理論上

では効率を 100％に近づけることが可能となる。(図 3.2-4)

図 3.2-4 熱需給・過不足グラフ (アキュムレーターあり/EMSによる計画調整ありの場

合)

（３）熱 EMS の実装

前年度に実施した設計に基づき、EMS（エネルギーマネジメントシステム）の実装を行っ

た。このシステムは、Webアプリケーションとして開発され、一般的な Web ブラウザから利

用可能である。東海村に設置した計測器からデータを自動受信する機能を備えているが、今

回のシミュレーションではこれらのデータは使用しなかった（アスファルト工場の重油量

と消費電力量は実際に計測しているものの、蒸気利用の代替としては対象外であるため）。

したがって、需要データに関しては、前述の作成されたデータを用いて効果検証を行った。

本システムの主要な機能は、未来の需要予測量と供給計画量を時系列データで比較し、供

給が需要を超過する可能性のある時間帯や、供給と需要の大きな乖離により熱の余剰が発

生する時間を検知することである。需給曲線はグラフによって可視化され、目視で把握が可

56



能である。特に緊急性を要する場合は、メールによる利用者への通知も行うことができる。

この通知の送信先メールアドレスは、供給者と需要家それぞれが個別に設定可能である。需

給超過のタイミングは、アキュムレーター制御のタイミングとなるため、将来的にはこれら

が連動することを想定している。

 この機能を支える需要予測は、投入された需要データと気象予報データを基に機械学習

を用いて行われる。供給計画に関しては、事前に準備したデータをシステムに投入するが、

現実の運用を考慮すると計画の変更は適時に実施されることが多い。このため、様々な計画

断面（当日、翌日、週間、月間、年間）における計画値の変更がシステム上で可能である。

 さらに、本システムは実際の運用時に必要になると想定される機能も備えている。これに

は、毎月の蒸気利用量を集計する機能、料金計算や CO2排出量の削減量を自動的に算出する

機能、そして需給契約に必要な単価や最大需要量、検針日などの各種設定機能が含まれる。

（４）熱 EMS による運用シミュレーションの実現性の検証

 作成した熱需給データをシステムに投入し、セクション（２）で述べた最適運用シミュレ

ーションが実際に可能であるかを検証した。需給データの時系列グラフ画面の確認やメー

ル通知機能が想定通りに動作することが確認できたため、シミュレーションの実現可能性

は高いと判断できた。

なお、今回のシミュレーションでは、実際のアキュムレーター制御や、ほしいも残渣飼料

施設の生産量（熱需要量）の調整の試験には至っていないため、実際の設備と連動する際に

は、各種データや制御信号の伝達に生じるディレイ（時間遅れ）を考慮する必要があると考

えられる。
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3.3 プロセスのリデザイン

 熱需要先の工場には、蒸気利用の熱交換機は設置されていない。視察と文献調査を通じて、

現工程から蒸気利用する工程への変更について検討した。

3.3.1 アスファルトプラント（AP）のリデザイン

（１）アスファルトプラントの蒸気利用可能性の確認

既往の知見では、アスファルトプラントで蒸気利用している実装事例は見つからなかっ

た。しかし、産業廃棄物、または一般廃棄物焼却処理施設へのアスファルトプラントへの熱

利用の有効性を提案する技術レポートが見つかった（AP 砂乾燥事業検討協力：日工株式会

社技術本部 蓬莱秀人様 参考資料：NIKKO TECHNICAL REPORT2022, No.3）.

そのため、筆者である日工株式会社蓬莱理事への専門家ヒアリングを行った。ヒアリング

と結果の概要を以下に示す。

日時：令和５年８月 10日（金）10時～12時

場所：日工株式会社 テクノセンター２階

（〒 674-8585 兵庫県明石市大久保町江井島 1013-1）

参加：日工株式会社 理事／技術本部  蓬莱 秀人（ほうらい ひでと）様

   株式会社エックス都市研究所 主任研究員 土井麻記子

結果：1)焼却炉から得た蒸気をアスファルトプラントの脱炭素に活用できる。

2)バージン骨材の含水率が 10％程度あり、その乾燥のための燃料を削減することが

有用。（図 3.3-1）

3)骨材の砂を乾燥させる工程を焼却炉に併設し、アスファルトプラントへ供給する

ことで、脱炭素型の新たなビジネスモデルを創出できる。

4)骨材用の砂乾燥事業は、採石場、ボイラ付き焼却施設、アスファルトプラントの立

地をマッチングすれば、この脱炭素策は全国展開可能な仕組みとなる。砂乾燥事業

の連携システムを図 3.3-2に示す。

5)アスファルトプラントの脱炭素に資する、焼却炉の蒸気ビジネスのための仕組み

変更であるため、採石場、輸送会社、アスファルトプラントそれぞれにメリットの

ある価格設定をする必要がある。

6)ファクトとして、以下の情報を得た。

・1トンのアスファルト製造に 10Lの重油を使用し、そのうち乾燥工程に５L重油

を使用している。

・砕砂は 15％程度含水し、乾燥砂では５％まで落とす。１％の水分を蒸発させる

のに１Lの重油を要する。
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図 3.3-1 アスファルトプラントの工程と燃料削減可能ポイント

図 3.3-2 砂乾燥事業の関係者連携システム

A ⽣地
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乾燥（Ａ重油）
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保温（電気）
140〜200℃

混錬

アスファルト
合材

貯留

保温（電気）
140〜170℃

このうち砂の水

分 10％の乾燥を

外部へ切り出し

バージン⾻材

配送

×

×

×
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（２）東海クリーンでの実現可能性の確認

東海クリーンからアスファルトプラントへの乾燥砂供給マッチングの確認結果を図 3.3-

3 に示す。東海クリーンの隣接地で砂乾燥事業を行った場合、輸送距離が１時間以内の範囲

で砂を調達する採石場が３群存在した。輸送距離 30 分以内にアクセスできるアスファルト

プラントが７件存在した。仮に事業者間で連携できれば、事業化は可能と考えられた。

図 3.3-3 東海クリーンからアスファルトプラントへの乾燥砂供給マッチング
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東海クリーンでは、蒸気価格を７千円/ｔとしているが、仮に自社事業として運営すれば

原価で乾燥でき、その収益を投資回収に充てることも可能と考えられる。10 トントラック

１台当たりの砂運搬に 6,840 円の付加価値をつけることができる。年間の砂販売量が少な

くとも 10 万トン/年以上あれば、全体で 6.8 億円以上の利益が生じる計算になる。

モデル化して普及展開する場合、焼却炉にもともとボイラがあれば追加の投資額が少な

く運営できるため、蒸気原価は抑えることができ、東海クリーンでの簡易試算よりも利益が

多くなると見込まれる（図 3.3-4）。

図 3.3-4 東海クリーンにおける砂乾燥事業の簡易 F/S

注 1) 東海クリーンの蒸気供給条件とアスファルトプラント製造に関する一般的な単価を想定して試

算。

荷下・積載なし 費⽤０割減 燃料０割減

現状（採⽯場から AP 直⾏）
・10 トントラック 1 台当たり 2〜3 万円の資材・運搬で取引されている。

１％脱⽔に
重油１L 必要

10％脱⽔
積載量 1 割増

乾燥砂に積替え
蒸気原価 216 円/ｔ

燃料費 10L/ｔ減
＝約 900 円/ｔ減

新事業モデル（採⽯場から焼却炉経由で AP）
・10ｔトラック 1 台当たりの砂運搬に、2.5 万円に対し、東海クリーンの場合では乾燥

に蒸気代が 2,160 円かかるものの（20ｔ/h 製造で 3.4ｔ/h 蒸気供給）、9 千円の付加価
値を⽣み出せる。

・事業者連携により、砂販売・輸送に付加価値を配分すれば関係者すべてが得する。

砂乾燥付帯焼却炉

約 2,500 円/ｔ
（資材・運搬費）

約 2,500 円/ｔ
（資材・運搬費）
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（３）一般廃棄物処理施設とアスファルトプラントのマッチング

ヒアリング調査により、アスファルトプラント製造に必要な燃料の半分を焼却炉からの

スチームで代用できるとの情報を得た。燃料削減は、アスファルト１ｔ製造につき、10L の

重油を使用するため、乾燥砂を利用することにより、５Lの節約できることになる。

製造量は、2023 年 10 月時点、全国で 3,380 万ｔ製造している。つまり、169,000kl の重

油削減であり、CO2排出量に換算するり 45.8 万ｔである。

アスファルトプラントは全国に約 1,000 箇所在するため、１つの焼却炉から５箇所のア

スファルトプラントに供給できるとすれば、1,000 箇所の５分の１である 200 箇所の乾燥資

材供給ビジネスがあればよい。事業マッチングを考えると、一般廃棄物処理施設は 1,000 箇

所であるため、200 箇所の確保には十分な数である。ボイラ付きだが熱需要に遠い場所に位

置する焼却施設は、発電と並行して資材乾燥ビジネスを行うことで、熱利用を最大化するこ

とができる。

全国のアスファルトプラントマップと茨城県における乾燥砂供給事業のマッチングポテ

ンシャルを図 3.3-5 に示す。採石所から焼却炉を経由してアスファルトプラントへ輸送す

る。茨城県を例に組み合わせを線で結んだ。焼却炉とアスファルトプラントは立地が近いこ

とが多く、マッチングポテンシャルは高いと考えられる。

図 3.3-5 全国のアスファルトプラントマップと茨城県における乾燥砂供給事業のマッチ

ングポテンシャル

従来ルート 採⽯場からAP
新規ルート 採⽯場から砂乾燥⼯場

→砂乾燥⼯場からAP

東海 Cの隣接地に砂乾燥工

場を作る場合の連携の想定

一廃処理施設での砂乾燥事

業を想定した連携の想定

（茨城県と千葉県北部）

全国の APマップ

約 1,000箇所ある。
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3.3.2 鋳造工場への適用

（１）鋳造工場での蒸気利用可能性の確認

既往の知見では、鋳造工場で蒸気利用の実装事例は見つからなかった。工場見学をさせて

いただいたところ、鋳造工場での燃料削減は、顧客のニーズも強く検討課題となっていた。

もともと蒸気を利用していないが、熱が必要な業種であり、機器を工夫することで蒸気熱を

利用することは可能と考えられる。過年度にも現地視察を行ってきたが、改めて全体の工程

を踏まえつつ、蒸気の適用箇所を絞り込むスタイルでの検討を行うため、改めて、工場との

意見交換及び現地視察を行った。その結果概要を以下に示す。

日時：令和５年 10 月２日（月）13 時～15 時

場所：株式会社東海クリーン（茨城県那珂郡東海村村松 3135-391）

参加：株式会社伊藤鋳造鉄工所 執行役員生産技術部長 三浦 様

株式会社東海クリーン 営業部長 川野 様

株式会社エックス都市研究所 土井、橋本、菅原

結果：1) 高温のプロセスには電気炉、乾燥には主に LPG 乾燥機を使用する。電気炉の予熱

工程、乾燥機に蒸気配管と熱交換器を設置することが可能。

2) 現在の設備をそのまま利用するのではなく、工場への設備投資が必要。投資額に

見合った省エネ効果があると見込まれた。

3) 成型、乾燥は蒸気の温度範囲での稼働、溶解の温度には、資材の予熱を行えば溶

解での使用電力量を削減できるとのアイデアを得た。（図 3.3-6, 図 3.3-7）

図 3.3-6 鋳造工程の蒸気利用可能箇所

修復

R 鉄

鋳造品

成型

溶解（電気）
1,500℃

⾼ 周 波 溶

塗装
鋳造品

塗装の乾燥

乾燥（LPG）
160〜180℃/24 分

乾燥（LPG）
220℃/16 時間

⻩⾊い部分がスチー
ムへの代替可能箇所

溶解（電気）
600℃/8 時間

熱処理炉

このうち 220℃までの予熱
で 14％省エネになる

スチーム
置き換え可能

このうち 220℃までの
予熱で昇温の熱を補う
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図 3.3-7 鋳造工場のスチーム転換可能なプロセス

⾼周波炉(電気炉)からの注湯の様⼦ ⾼周波炉の横の原料ストックヤード

鋳造の型枠塗装乾燥炉の外観

熱処理炉の背⾯ 熱処理プログラム熱処理炉の正⾯
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3.4 CO2削減・費用対効果の算出

3.4.1 評価ケースの設定

  評価対象ケースを表 3.4-1 に示す。令和５年度は、需要家側での蒸気利用条件を詳細化

し、需要家側での燃料消費量を計算し直した。また、これまで蒸気ｔ当たりの価格で表記

していたが、熱利用効率を評価の観点とした場合、蒸気トン当たりとすると、電力や熱風

の場合と比較評価する際に分かりづらいため、熱量（ジュール：J）ベースで情報整理し

た。

表 3.4-1 評価対象ケース

ケース Case１ Case２ Case３

概要
単純焼却

（従来型）

熱風供給

（提案１）

蒸気供給

（提案２）

熱供給先 － 飼料化施設

飼料化施設

砂乾燥工場

鋳造工場

3.4.2 施設・運用・蒸気価格の設定

（１）供給施設の諸元

供給施設に関する諸元を表 3.4-2～表 3.4-5 に示す。なお、プラスチックの年間消費量

は、環境省指定により処理量の 10％とした。エネルギー回収施設は、蒸気需要家に配給

する熱量や、需要家側で削減できる燃料の量を削減量として評価することから、廃棄物か

ら回収できる熱量を決める処理量が 50ｔ/日では、他の計算条件において矛盾が生じる。

そのため、環境省指定の廃棄物量は 50ｔ/日であったが、実証施設と同規模の 90ｔ/日と

して計算した。環境省指定の条件を以下に示す。

＜CO2削減効果環境省指定の条件＞

①単純焼却、②従来式、③提案式の３パターン提示

 ３パターンでの提示が難しい場合は、独自の計算方法により提示

算出条件

・電力係数 0.429tCO2/MWh、プラ焼却に伴う CO2排出係数 2.76ｔCO2/ｔ

・ごみの組成：生ごみ比率 40％、紙ごみ 31％、プラスチック 10％

・施設能力 50ｔ/日、稼働日数 280日/年、稼働時間 24ｈ/日、焼却ごみ中のプラの割合：10％

①の算出にあたっては、プラスチック類の焼却と施設稼働に伴う電力に伴う CO2発生量※2を

足し上げ

※2 プラ焼却に伴う CO2発生量は 50ｔ/日×280日/年×10％×2.67ｔCO2 /ｔ＝3,864ｔCO2/年

とする。

②の算出にあたっては、施設稼働に伴う電力使用量とプラスチック類の焼却に伴う CO2発生

量※2 を足し上げたものから、現状のシステムに伴う CO2削減量をマイナス。

③の算出にあたっては、施設稼働に伴う電力使用量とプラスチック類の焼却に伴う CO2発生

量※2 を足し上げたものから、提案するシステムに伴う CO2削減量をマイナス。

①、②、③について算出した数値をイメージでグラフ化するとともに、必要な情報を追記。
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表 3.4-2 焼却施設の運転条件・送気条件・廃棄物組成

項目
熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

熱伝達媒体 ブロワ ボイラ

年間稼働日数 280日/年

廃棄物処理量 90 ｔ/日

送気条件

温度 250℃ 225℃-

安定供給可能な送気量 12,735N㎥/h 6.8 ｔ/h

 アスファルトプラント 0 3.0 ｔ/h（44％）

 鋳造所 0 1.4 ｔ/h（21％）

 飼料化施設
12,735N㎥

/h(100％)
2.4 ｔ/h（35％）

圧力 大気圧 2.5 MPa

熱量（電力表記） 1,074 kW

潜熱 3,469 kW

顕熱 1,826 kW

全熱 5,295 kW

送気１時間当たりの熱量（ジュール） 3.86 GJ

潜熱  12.5 GJ

顕熱   6.6 GJ

全熱  19.1 GJ

蒸気１ｔ当たりの熱量（ジュール） -

潜熱  1.8 GJ

顕熱   1.0 GJ

全熱  2.8 GJ

配管損失 10％

機器損失(設備効率) 15％（85％）

廃棄物組成

生ごみ 1,500 kg/h（ 40％）

紙ごみ 1,162 kg/h（ 31％）

プラスチック注１） 375 kg/h（ 10％）

その他 1,088 kg/h（ 29％）

総量 3,750 kg/h（100％）

 表 3.4-3 施設整備費注１）

項目
熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

熱回収設備 312,548,387円 1,845,000,000円

アキュムレーター 0円 19,000,000円

配管 56,773,145円 303,550,000円

合計 369,321,532円 2,167,550,000円

配管単価（１ｍ当たり） 667,919円 489,597円

GJ当たりの施設整備費 790円/GJ 940円/GJ

注 1) メーカーから提示された情報を基に作成
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表 3.4-4 熱風供給の運用費注 1)

項目 値 係数 h/D
稼働

日数

年間

使用量

単価

円/kW

費用

円/年

電力

予冷ポンプ 2.2 kW 0.6 24 280 8,870 13 115,315

熱交ファン 30 kW 0.6 24 280 120,960 13 1,572,480

灰出スクレパ 3.7 kW 0.6 24 280 14,918 13 193,939

制御電源 5 kW 0.6 24 280 20,160 13 262,080

予備電源 10 kW 0 24 280 0 13 0

需要家側ファン 30 kW 0.6 24 280 120,960 13 1,572,480

TOTAL - - - - 285,869 13 3,716,294

用水 予冷器 2889 kg/h 1 24 280 19,414,080 0.05 970,704

運用費 12,000,000

合計 16,686,998

注 1) メーカーから提示された情報を基に作成、作成当時の単価を使用。

表 3.4-5 蒸気供給の運用費注 1)

項目 値 係数 h/D
稼働

日数

年間

使用量

単価

円

年間費用

円

電力

ボイラ給水ポンプ 45 kW 0.6 24 280 181,440 13 2,358,720

脱気器給水ポンプ 11 kW 0.6 24 280 44,352 13 576,576

薬注ポンプ 0.4 kW 0.6 24 280 1,613 13 20,966

復水ファン 45 kW 0.6 24 280 181,440 13 2,358,720

スートブロワ用

ファン
3.2 kW 0.6 24 280 12,902 13 167,731

スチームエア

ヒーターファン
75 kW 0.6 24 280 302,400 13 3,931,200

シールファン 0.4 kW 0.6 24 280 1,613 13 20,966

クーリングタワー 3.7 kW 0.6 24 280 14,918 13 193,939

灰出コンベヤ 7.4 kW 0.6 24 280 29,837 13 387,878

需要家側ファン 30 kW 0.6 24 280 120,960 13 1,572,480

用水
クーリングタワー 400 kg/h 1 24 280 2,688,000 0.05 134,400

ブロー給水 200 kg/h 1 24 280 1,344,000 0.05 67,200

薬剤
ボイラ処理剤 0.01583 kg/h 1 24 280 106 11,000 1,170,154

清缶剤 0.002375 kg/h 1 24 280 16 1,100 17,556

運営コスト 25,000,000

合計 37,978,487

注 1) メーカーから提示された情報を基に作成、作成当時の単価を使用。

注 2) 電力単位は、kWh/hであるため、h/hが相殺され kWと表記した。

20 年間の減価償却期間を想定し、GJ当たりの施設整備費用と運営費用を計算した。その

結果、GJ当たりの施設整備費は、熱風供給の場合 790 円、蒸気供給の場合 940円となった。

GJ 当たりの運営費は、熱風供給の場合 714円、蒸気供給の場合 329 円となった。GJ当たり

の固定費（施設整備費・運営費）の算出根拠を表 3.4-6 に示す。
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表 3.4-6 GJ 当たりの固定費（施設整備費・運営費）の算出根拠

項目
熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

20年当たりの販売熱量注 1) 467,501 GJ 2,305,740 GJ

施設整備費 369,321,532 円 2,167,550,000 円

GJ当たりの施設整備費 790 円/GJ 940 円/GJ

運用費 16,686,998 円 37,978,487 円

GJ当たりの運用費 714 円 329 円

  注 1) 販売熱量は、配管損失、機器損失を除いた送気を基に積算。

（２）需要側の諸元

 １）燃料の原単位

蒸気供給施設は、飼料化事業、砂乾燥事業、需要側のエネルギー原単位を表 3.4-6 に示

す。

燃料価格原単位を表 3.4-7、熱量原単位を表 3.4-8、CO2 排出係数の原単位を表 3.4-9

に示す。

表 3.4-7 燃料価格原単位

表 3.4-8 熱量原単位

表 3.4-9 CO2排出係数の原単位

CO2排出係数 CO2排出係数の出典

Ａ重油 2.71 kgCO2/L 環境省ハード対策事業計算ファイル（省エネ設備用）

より引用LPG 3.00 kgCO2/kg

電気 0.429 kgCO2/kWh 環境省令和５年度指定

２）需要家の運転条件

 蒸気を配給する事業の運転条件を以下の表 3.4-10～表 3.4-16に示す。

燃料種類 燃料価格 燃料価格の出典

電気 14.2 円/kWh
FIT価格(17円/kWh）60％とその他価格（10円/kWh）40％

から算定

Ａ重油 87.6 円/L
Ａ重油（大型ローリー）,2022年３月時点、一般社団法

人エネルギー情報センター(EIC)

LPG 304 円/kg 日本 LPガス協会ウェブサイト

燃料種類 熱量単位 熱量原単位の出典

電気 8.64 MJ/kWh
熱量単位は、環境省ハード対策事業計算ファイル（省エ

ネ設備用）より引用
Ａ重油 38.9 MJ/L

LPG 50.1 MJ/kg

原油換算係数 0.0258 kL/GJ
資源エネルギー庁 2023年/エネルギー消費量（原油換算

値）簡易計算表
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表 3.4-10 ほしいも残渣飼料化事業の運転条件

項目 値 備考

年間稼働日数 300 日 平日と土曜日出勤、祝祭日休み

日稼働時間 24 時間/日

ほしいも残渣の処理量

2.1 ｔ/h

50.4 ｔ/日

15,000 ｔ/年

蒸気利用量 2.4 ｔ/h 熱量換算で、6.72 GJ/h

ほしいも残渣処理の電力量 353 kwh/ｔ

処理に係る年間の電力量 5,294,118 kwh/年 熱量換算で、45,741 GJ/年

表 3.4-11 砂乾燥事業の運転条件

項目 値 備考

稼働日数 280 日 月曜日から金曜日まで、土日祝日休み

稼働時間 24 時間

時間処理量 20 ｔ/h

年間処理量 134,400 ｔ/年

重油量 1,344,000 L/年

重油量削減分（50％） 672,000 L/年

アスファルト製造１ｔにつき 10Lの重

油を使用する。そのうち５Lが砂を乾燥

させるための燃料として使われる。ア

スファルト製造量ｔ×10 L×0.5

表 3.4-12 鋳造工場の運転条件

設備 値 備考

稼働日数 300 日 平日と土曜日出勤、祝祭日休み

稼働時間 16 時間

電炉量

・割れ補修

製造能力 2 ｔ/h

消費電力量 560 kWh 1,500℃

熱量換算 4,838 MJ/h 1,500℃、8.64MJ/kWh

予熱分
82 kWh /時 スクラップ 220℃を単純カウントすると

14.7％削減効果が見込める394,240 kWh /年

ＬＰＧ

・型枠

・塗装乾燥

消費量 kg 91,601 kg/年 実測値、119,081 L/年
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表 3.4-13 需要家での年間燃料利用量

事業者名 燃料種類 用途 燃料利用量（年間）

砂乾燥事業 Ａ重油 乾燥 672,000 L/年

飼料化事業 電気 乾燥 5,294,118 kWh/年

鋳造工場
LPG 乾燥 91,601 kg/年

電気 予熱 394,240 kWh/年

地域暖房

（3事務所）
電気

暖房

（復水）
38,826 kWh/年

合計

注 1）配管経由による損失を 1割、熱交換における機器損失を 1.5割とした。

ただし暖房についてはロスではなく 4.5割増とした（機器効率＝暖房力/消費電力）。

表 3.4-14 需要家での年間代替エネルギー量まとめ

事業者名
熱量

GJ/年

燃料費

万円/年

原油換算量

kL/年

CO2排出量

ｔ－CO2/年

砂乾燥事業 26,141 5,887 674 2,271

飼料化事業 45,741 7,518 1,180 3,065

鋳造工場
4,589 2,780 118 275

3,406 560 88 169

地域暖房（3事務所） 3.45 55 9 17

合計 80,213 16,799 2,069 4,553

表 3.4-15 需要家側の買熱費（熱風）

事業・工場の種類
熱量

GJ/年

単価

円/GJ

支出

円/年

砂乾燥事業 23.475 2,500 58,440,000

表 3.4-16 需要家側の買熱費（蒸気）

事業・工場の種類 熱量 GJ/年 単価 円/GJ
支出

円/年

飼料化事業 50,862

2,500

127,150,000

砂乾燥事業 40,690 101,720,000

鋳造工場
割れ補修 6,782 16,950,000

鉱炉予熱 16,954 42,380,000

合計 115,287 288,220,000
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（３）熱価格の設定

 ①損益分岐点と利益率

 損益分岐点は、熱風供給（ブロワ）では 1.504 円/GJ、蒸気供給（ボイラ）では 1,269

円/GJとなった。利益がなくては事業が成立しないため、投資回収が経営判断上許容範囲

に収まるように蒸気価格を設定する必要がある。そのため、次に燃料価格から蒸気価値を

検討した。（図 3.4-1、図 3.4-2）

販売価格（円/GJ） 500 1,000 1,504 2,000 2,500

運営 714 714 714 714 714

施設整備 790 790 790 790 790

利益または損益 -1,004 -504 0 496 996

収益率 -201％ -50％ 0％ 25％ 40％

図 3.4-1 熱風供給（ブロワ）の場合の蒸気価格の損益分岐点（熱量ベース）

販売価格（円/GJ） 500 1,000 1,269 2,000 2,500

運営 329 329 329 329 329

施設整備 940 940 940 940 940

利益または損益 -769 -269 0 731 1,231

収益率 -154％ -27％ 0％ 37％ 49％

図 3.4-2 蒸気供給（ボイラ）の場合の蒸気価格の損益分岐点（熱量ベース）
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②燃料価格の確認

 熱量（GJ）当たりの燃料価格推移を図 3.4-3 に示す。LPGは比較的価格が安定している

が、円相場の変動に伴い燃料価格が大きく上下する。燃料で蒸気を製造する場合、燃料価

格を踏まえて蒸気価格が決まる。蒸気供給は環境価値と燃料代替性を踏まえて、需要家が

購入したいと思える価格に設定することが必要となる。

図 3.4-3 熱量（GJ）当たりの燃料価格推移

③熱価格の決定

上記、損益分岐点、利益の確保、燃料価格から見た蒸気の価値を考慮し、本評価では、石

炭、重油、電気での現行の燃料代より高いが、LPGよりは安い価格として 2,500円/GJで設

定することとした。なお、将来的には、二酸化炭素排出削減効果の環境価値を踏まえて価格

が決まると考えられる。
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3.4.3 環境性・経済性評価

（１）CO2削減量の算定

  以上の条件より計算した、各ケースにおける CO2 排出量及び削減効果を表 3.4-17、図

3.4-4 に示す。

表 3.4-17 年間の CO2削減量

熱利用形態
単純焼却

（従来型）

熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

投資設備 なし ブロワ ボイラ

年間

廃棄物焼却由来 7,777 7,777 7,858

焼却炉での追加の買電由来 0 123 382

需要家での燃料代替由来 0 -2,271 -4,553

合計（需給連携での CO2排出量） 7,777 5,629 3,688

CO2削減量 (ｔ-CO2) 0 2,149 4,090

熱量（GJ） 0 23.475 115,287

供給熱量（GJ）当たりの CO2削減量 ｔ

-CO2/GJ
- 10.9 28.2

図 3.4-4 CO2削減効果（環境省指定条件の廃棄物組成に基づき計算）

7,777 7,777 7,858

123
382

(2,271) (4,553)

7,777

5,629
3,688

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

なし 熱風 蒸気C
O
2
削
減
量

t
-C
O
2
/年

廃棄物焼却由来 焼却炉での追加の買電分

熱供給による需要家での削減分 需給連携でのCO2排出量

↓

4,089

↓

2,148

73



（２）CO2削減コストの算定

  続いて、CO2削減コストを算定した。CO2削減コストは、下式により算定した。

  CO2削減コスト（円/ｔ-CO2）＝ 費用（円/20年）/（CO2排出削減量（ｔ-CO2/20年）

                ※耐用年数を 20 年としている。

各ケースの CO2 削減コストの算定結果を表 3.4-18、図 3.4-5 に示す。収支を計算する

と、ｔ-CO2当たりの削減コストは熱風、蒸気いずれも黒字化する。熱風供給は蒸気供給に

比べて投資額は小さいが収益も小さく、熱風供給では＋10,837円/ｔ-CO2であった。蒸気

供給は熱風供給に比べて投資額は大きいが収益が大きく、削減によって得られる収益は

＋34,689円/ｔ-CO2となる。

表 3.4-18 CO2削減コストの算定

熱利用形態
単純焼却

（従来型）

熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

投資設備 なし ブロワ ボイラ

全期間

20年

CO2削減量ｔ-CO2   42,971 81,790

費用

百万円

施設整備（ボイラ関係） - -313 -1,845

施設整備（配管、ACC関係） -57 -323

運営費 - -3.44 -760

支出合計 - -703 -3,026

収益 1,169 5,764

収支 466 2,837

CO2削減コスト

円/ｔ-CO2

施設整備（ボイラ関係） - -7,274 -22,558

施設整備（配管、ACC関係） - -1,321 -3,944

運営費 - -7,767 -9,287

支出合計 - -16,362 -35,789

収益   27,199 70,477

収支 - 10,837 34,689

図 3.4-5 CO2削減コスト
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（３）投資回収年数

各ケース総事業費負担の場合について、投資回収年数を算定した。蒸気の販売価格は、

CO2 価値を踏まえ 2,500 円/GJ と設定した。投資回収年数は、下式により算定した。投資

回収年数を表 3.4-19、実証地俯瞰図を図 3.4-6に示す。その結果、単純投資回収年数は、

熱風供給で 8.8 年、蒸気供給で 8.7 年となった。PIRR：プロジェクト IRR(20 年）は、熱

風回収で 9.7％、蒸気回収で 10 ％であり、同程度となった。

投資回収年数（年） ＝ 投資費用（円）／投資によって得られる年間収益（円/年）

表 3.4-19 投資回収年数

投資項目
熱風

（提案１）

蒸気

（提案２）

蒸気価格
円 /ｔ（2.8GJ） - 7,000

円/GJ 2,500 2,500

設備・工事費

百万円/年

熱回収設備 313 1,845

配管・敷設 57 304

アキュムレーター 0 19

小計 369 2,168

年間運転管理費

百万円/年

支出 16.7 38

収入 58 288

小計 41.8 250

単純投資回収年数 8.8 8.7

PIRR(20年） 9.7％ 10 ％

図 3.4-6 実証地俯瞰図
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3.5 事業計画の更新

 （１）事業スキーム

本実証で検討した熱風による熱供給を行うと、砂乾燥事業が必要とする熱をすべて供給

熱で賄うことが可能であった。投資回収年数は蒸気供給の場合と同じだが、熱風供給の CO2

削減量は蒸気供給の約半分であった。

前述の検討結果から、現時点での事業モデルとしては、熱風利用であればほしいも飼料化

工場のみ、蒸気供給であれば、地域循環共生圏の形成に向けて関係者連携を構築していく価

値は十分あると考えられた。既存工場にとどまらず、茨城県、東海村、工業団地自治協議会

と連携することによって、今度の周辺事業の誘致を検討することが有用である。「地域循環

共生圏」東海クリーンのウェスト to スチーム事業計画を図 3.5-1 に示す。

図 3.5-1 「地域循環共生圏」東海クリーンのウェスト to スチーム事業計画

株式会社東海クリーン
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 （２）補助事業の活用の検討

活用可能性のある補助事業として、以下の２事業が考えられた。

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業

目的：自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備を支援する。

①廃棄物処理施設で得られるエネルギーを有効活用し、エネルギー起源 CO2の

排出抑制を図りつつ、当該施設を中心とした自立・分散型の「地域エネルギ

ーセンター」の整備を進める。

②廃棄物処理施設で生じた熱や電力を地域で利活用することによる脱炭素化

や災害時のレジリエンス強化等にも資する取組を支援する。

対象：付金・間接補助事業（交付・補助率 1/2、1/3、差額の 3/4、定額）

廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業

目的：廃棄物エネルギーの有効活用等により、地域循環共生圏構築に資する廃棄物処

理事業を支援する。

①廃熱を高効率で熱回収する設備（高熱量の廃棄物の受入量増加に係る設備を

含む）の設置・改良（熱や電気を施設外でも確実に利用すること）

②廃棄物から燃料を製造する設備（製造した燃料が確実に使用されること）及

び廃棄物燃料を受け入れる際に必要な設備の設置・改良

対象：民間事業者・団体、間接補助事業（補助率 1/3、1/10）

 （３）課題解決と産業への波及

本事業によって以下の課題解決と産業への波及が見込めると考えられる。東海クリーン

の事業とその波及先との関係を図 3.5-2 に示す。

・廃棄物処理を通じて、鋳造とアスファルト製造における燃料消費を削減できる。

・干芋残渣の飼料化で、農家の産廃処理費が販売収入に換わる。

・産業利用の予熱により、地域の冷暖房を賄える。

・東海村の税収増、新事業の創出により以下の産業に波及する。

・自治体との連携に繋がり地域づくりに貢献。

図 3.5-2 東海クリーン（案）の事業とその波及先との関係
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（４）事業実施要件

対象事業の事業化に向けた主要プロセス及びスケジュールを検討した。結果を表 3.5-1 に

示す。

表 3.5-1 事業化に向けた主要プロセス及びスケジュール（案）

株式会社東海クリーン 地元関係者
年度 蒸気の場合 茨城県 東海村 ほしいも 砂乾燥

令和４年度
（今年度）

令和５年度
(2023 年度)

令和６年度
(2024 年度)

令和７年度
(2025 年度)

令和８年度
(2026 年度)

令和９年度
(2027 年度)

令和 10 年度
(2028 年度)

令和 11 年度
(2029 年度)

令和 12 年度
(2030 年度)

脱炭素化・先導的廃棄物処理シス

テム実証事業

地域の熱利用マッチングによる焼

却施設からのエネルギー回収高度

化実証実施中

試験開業

マ
䣹
チ
ン
グ
活
動

リ
サ
イ
ク
ル
産
業
等
䣍

事
業
の
新
規
誘
致

・熱回収側の事業全体の実施

判断（株式会社東海クリーン

の経営判断含む）

・地域説明会等

・新規事業の誘致

県条例アセス

産業廃棄物処

理法 15 条施

設としての

変更許可取得

施工

本格開業

ボ
イ
ラ
管
理
士
の
社
内
養
成
・
設
置
準
備

熱
利
用
者
募
集
䥹
調
整
を
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す
る
た
め
䣍

営
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期
間
を
長
め
に
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保
䥺

補助金申請等

マルチベネフィット

地域循環共生圏
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3.6 まとめ

 事業性・環境性評価をまとめると以下の通りであった。

事業収支：

蒸気価格 7千円/ｔ（2,500 円/GJ）では、補助金充当で事業性ありと判断できる。

   初期設備投資：21億円

    運転管理費：3,800万円

 蒸気販売収入：2.9 億円/年

 投資回収年数：8.7 年

        PIRR：10.0％（20年）

脱炭素効果（需要家の燃料削減効果）：

     廃棄物量：90ｔ/ｄ

蒸気性状：225℃ 2.5ＭPa、6.8ｔ/ h

蒸気販売量： 6.12ｔ/h（配管ロス 10％考慮で）

CO2削減効果：（本需給連携システムによる）-4,090 ｔ-CO2/年

（需要家側での燃料削減による）-4,553 ｔ-CO2/年

  アスファルトプラント砂乾燥事業：  -2,003 ｔ-CO2/年

 飼料化事業   ： -1,594 ｔ-CO2/年

 鋳造工場省エネ：   -910 ｔ-CO2/年

  東海Ｃ設備増分：    382 ｔ-CO2/年

事業成立条件として以下を満たす必要がある。

・熱供給事業の初期投資を 22億円以内とし、50％以上の補助金を活用すること。

・7千円/蒸気ｔの収入を確保すること。

・採算面から蒸気を全量シェアできること。

・焼却炉改修工事に 1年間要することについて、経営判断上、許容できる期間での工

期・工法があること。

・鋳造工場でスチーム利用の設備投資を行うこと。

・廃棄物を燃料として使用する為に、柔軟な貯留保管が可能となること。

事業実施主体の経営判断及び関係者間の協議により成立要件を満たした場合、下記のス

ケジュールで進める。令和６年に経営判断し、可能であれば、令和７年設計変更、アセ

ス、施工に着手すると、試験開業は令和９年、本格開業は令和 12 年からとなる。
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第３章 別添

別添 3-1 東海クリーンでの熱供給事業でのエネルギーバランス

別添 3-2 一般的な熱供給事業でのエネルギーバランス

別添 3-3 エネルギーバランス及び各種設計図面

別添 3-4 熱の需給管理システムの操作説明資料
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廃棄物焼却の熱利用 発電・熱風・蒸気エネルギーフロー図の計算根拠を以下に示す。

【燃料に関する諸数値】

 燃料の計算根拠となった諸数値を別表 3-1-1に示す。

別表 3-1-1 燃料に関する諸数値

項目 発電（単純焼却） 蒸気（提案２）

年間稼働日数 337日/年 337日/年

1年当たりの燃料Ａ重油の量 49700 L/年 注 1) 49700 L/年 注 1)

Ａ重油１L当たりのジュール熱 38.9 MJ/L 注 2) 38.9 MJ/L 注 2)

注 1）（出典）東海クリーン 2021年度Ａ重油使用量

注 2）（出典）資源エネルギー庁 エネルギー源別標準発熱量 ・炭素排出係数 (2018 年度改訂)の解説

（2022年 11月 更新）

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/pdf/stte_028.pdf

燃料の算出方法を別表 3-1-2に示す。

別表 3-1-2 燃料の計算根拠

出す項目
式（項目ごと）

結果（数値）
式（数値）

B. 燃料

（1年当たりの燃料Ａ重油の量）×（1年当たりの燃料Ａ重油

の量）/（年間稼働日数）/（MJから GJへの換算係数 1000）
6 GJ/日

49700 L/年 × 38.9 MJ/L / 337日/年 /1000

411.7 GJ/日 － 350.0 GJ/日

【施設に関する諸元数値】

焼却施設の運転条件・送気条件・廃棄物組成を別表 3-1-3に示す。

別表 3-1-3 焼却施設の運転条件・送気条件・廃棄物組成

項目 発電（単純焼却） 熱風（提案１） 蒸気（提案２）

熱伝達媒体 ボイラ ブロワ ボイラ

年間稼働日数 337日/年

１日当たりの稼働時間 24 h/日

廃棄物処理量 90 ｔ/日

１トン当たりの廃棄物相当の熱量 10 GJ/ｔ

温度 225℃ 250℃ 225℃

安定供給可能な送気量 6.8 ｔ/h  6.8 ｔ/h

熱量 全熱 5,295 kw/h 1,074 kw/h 全熱 5,295 kw/h

送気１時間当たりの熱量 全熱  19.1 GJ/h 3.86 GJ/h 全熱  19.1 GJ/h

蒸気１ｔ 当たりの熱量（注） 全熱  2.8 GJ/ｔ － 全熱  2.8 GJ/ｔ

廃棄物発電の発電効率 12%

配管損失 10%

機器損失（設備効率） 15%（85%）

注 1）（出典）TLV ホームページ https://toolbox.tlv.com/ja/calculator/ (令和６年１月 29日閲覧)

通しての換算
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別表 3-1-4 エネルギーフロー図の計算根拠【発電】

出す項目
式（項目ごと）

結果（数値）
式（数値）

①ボイラ回収熱 457.0 GJ/日
2.8 GJ/ｔ × 6.8 ｔ/h × 24 h/日

②ボイラ未回収熱
（C.総元エネルギー）－（①ボイラ回収熱）

449.0 GJ/日
906 GJ/日 － 457.0 GJ/日

③タービン回収熱
＝（①ボイラ回収熱）

457.0 GJ/日

④利用（発電）
（③タービン回収熱）×（廃棄物発電の発電効率）

54.8 GJ/日
457.0 GJ/日 × 0.12

⑤機器損失（発電）
（③タービン回収熱）－（④利用（発電））

402.2 GJ/日
457.0 GJ/日 － 54.8 GJ/日

⑥自家消費分
＝（④利用（発電））

54.8 GJ/日

別表 3-1-5 エネルギーフロー図の計算根拠【熱風】

出す項目
式（項目ごと）

結果（数値）
式（数値）

⑦ブロワ回収熱 92.6 GJ/日
3.86 GJ/h × 24 h/日

⑧ブロワ未回収熱
（総元エネルギー）－（⑦ブロワ回収熱）

807.4 GJ/日
900 GJ/日 － 92.6 GJ/日

⑨利用（熱風）
（⑦ブロワ回収熱）×（100%－配管損失）

83.4 GJ/日
92.6 GJ/日 × 0.9

⑩配管損失（熱風）
（⑦ブロワ回収熱）－（⑨利用（熱風））

9.2 GJ/日
92.6 GJ/日 － 83.4 GJ/日

⑪設備利用（熱風）
（⑨利用（熱風））×（設備効率）

70.9 GJ/日
83.4 GJ/日 × 0.85

⑫機器損失（熱風）
（⑨利用（熱風））×（機器損失）

12.5 GJ/日
83.4 GJ/日 × 0.15

別表 3-1-6 エネルギーフロー図の計算根拠【蒸気】

出す項目
式（項目ごと）

結果（数値）
式（数値）

①ボイラ回収熱 457.0 GJ/日
2.8 GJ/ｔ × 6.8 ｔ/h × 24 h/日

②ボイラ未回収熱
（C.総元エネルギー）－（①ボイラ回収熱）

449.0 GJ/日
906 GJ/日 － 457.0 GJ/日

⑬利用（蒸気）
（①ボイラ回収熱）×（100%－配管損失）

411.7 GJ/日
457.0 GJ/日 × 0.9

⑭配管損失（蒸気）
（①ボイラ回収熱）－（⑬利用（蒸気））

45.3 GJ/日
457.0 GJ/日 － 411.7 GJ/日

⑮設備利用（蒸気）
（③タービン回収熱）×（設備効率）

350.0 GJ/日
411.7 GJ/日 × 0.85

⑯機器損失（熱風）
（⑬利用（蒸気））－（⑮設備利用（蒸気））

61.7 GJ/日
411.7 GJ/日 － 350.0 GJ/日
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別添 3-2 一般的な熱供給事業でのエネルギーバランス

普通規模の施設の発電エネルギーフロー図との比較を別図 3-2-1 に示す。

【一般的な条件の蒸気の計算根拠】

・ボイラ回収熱（タービン回収熱）

 906×(67100/748200（注：環境省データより）)＝813

・利用 813×90％＝732

・設備利用 732×85％＝622

【一般的な条件の発電の計算根拠】

・ボイラ回収熱（タービン回収熱） 906×(67100/748200（注：環境省データより）)＝813

・利用（自家消費分） 900×12％＝108

別図 3-2-1 一般的な条件の蒸気と発電エネルギーフロー図での比較

別添 3-2
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別添 3-5 熱の需給管理システムの操作説明資料
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第４章 自治体における展開可能性の検討

本業務では、自治体における展開可能性の検討を行った。具体的には、一般廃棄物処理

施設整備の観点から蒸気利用の波及に向けた課題の整理として、熱供給普及の為に、現在

外部熱供給を行っている事例をとりまとめた。また、過年度に行った自治体向けアンケー

ト及びヒアリングから得られたデータを整理した課題を抽出し、課題解決に向けた考察を

行った。本課題解決については有識者及び焼却炉プラントメーカー意見交換会のメンバー

にも協力いただいた。また、先行事例から、焼却炉側からみた技術・法制度・データ共有

上の課題を整理してとりまとめた。表４-１に業務目標及び達成事項を示す。

表４-１ 業務目標及び達成事項

項目 内容

採択時の技術

の状況

自治体の次期廃棄物処理計画における焼却炉の位置づけに、蒸気利用をする

認識が広まっていない。

本実証の最終

目標

プラントメーカー及び自治体の視点を集約し、焼却施設からの蒸気利用に向

けた技術・法制度・データ共有上の課題の整理を行う。

これまでの達

成事項

令和３年度

自治体向けアンケート調査を行い、ごみ焼却施設からの蒸気利用の事例を

体系的に整理した。また、先行事例および有識者へのヒアリング調査等を通

じてごみ焼却施設からみた技術・法制度・データ共有上の課題整理を行っ

た。

令和４年度

自治体向けアンケート及びヒアリング内容から課題を整理した。先行事例

として横浜市と恵庭市を対象としてヒアリング調査を行った。

焼却施設メーカーが参加する「意見交換会」の場で発表し、議論した。

令和５年度の

業務目標

産業への熱利用の具体策を自治体への施設整備オプションとして、2030 年ご

ろの焼却施設更新時期を見据えたポテンシャルを把握し、自治体へ提供しう

る焼却熱の産業利用に関する情報を作成する。それらを推進しうる、具体的

な要件を提示する。

令和５年度の

達成事項

展開可能性の具体的な検討として、第５章と連携して、、各自治体の廃棄

物処理施設の更新時期を廃止時期として集約シナリオのケーススタディのた

めのデータ収集・整理を行った。その対象地域は、東海クリーンが位置する

茨城県とした。前年度に引き続き、自治体及び民間事業者へ、熱利用に関す

るヒアリング調査を行った。これら及び第２、３、６章の成果を、プラント

メーカーとの意見交換会で共有し、熱利用の普及に関する課題について意見

交換を実施し、焼却炉側目線での課題を把握した。

最終達成事項 過年度から行った自治体及び民間事業者へ、熱利用に関するヒアリングを

行い、熱利用の課題を抽出できた。その課題をプラントメーカー、有識者の

協力により、普及に向けた課題を把握できた。その結果、本実証の最終目標

である廃棄物焼却施設からの熱回収の高度化に向けた普及シナリオを取りま

とめるための基礎的情報を把握することができた。
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4.1 焼却施設からの蒸気利用の波及に向けた課題の整理

（１）一般廃棄物処理施設整備の観点から蒸気利用の波及に向けた課題の整理

熱利用の先行事例実施機関を選定し、現地及びヒアリング調査し、情報収集した。

１）熱供給配管・システム制御・運営に関する事例

多数の場所に熱供給を行うには、配管やシステム制御、運営も重要である。ここでは、

京葉ユーティリティでは廃棄物を燃料として扱っていない。しかし、コンビナートで熱

供給を行っている事業者として参考になると考え、京葉ユーティリティのシステムを視

察させていただいた。得られた情報を以下に示す。

事業者名：京葉ユーティリティ株式会社

場  所：千葉県船橋市

施設概要：船橋市の京葉食品コンビナート内にある京葉ユーティリティでは、食品関連

企業に電力・工業用水・蒸気の供給、各工場からの排水処理や防災システム

等、コンビナートの総合管理･運営を行っている。今回は当該施設で行われ

ている蒸気供給について、経緯、システム、運用などを調査した。

図 4.1-1 京葉食品コンビナート航空写真(赤角部が京葉ユーティリティ)

沿  革：京葉食品コンビナート協議会の発足は、農林水産省の食品工業団地形成促進

要綱（昭和 45 年９月 18 日付 45 農経Ｃ第 2903）、京葉地区食品工業団地マ

スタープラン（昭和 46 年）に基づき、三井物産株式会社が京葉食品コンビ

ナート形成適正業種並びに適正参加企業の選定を行ない、 昭和 48 年７月５
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日参加予定企業 11 社を以て「京葉食品コンビナート協議会創立総会」を開

催し正式に発足しました。その後 10 月に京葉ユーティリティ株式会社を設

立した。図 4.1-1 に京葉食品コンビナート航空写真、図 4.1-2 に京葉ユーテ

ィリティボイラー構成図、図 4.1-3 に京葉ユーティリティ写真を示す。京葉

食品コンビナートの構内図や会員は、次の URL で確認できる。

https://www.kfc230307.org/about_company_map.html

情  報：・ボイラを自社工場で操業する場合、ボイラ技士資格保有者、設置場所、配管、

燃料、純水、薬剤、定期検査、維持管理、イニシャル、ランニング事務等の

様々なことを考えねばならない。これを共同で行った場合、配管と使用量だ

けの心配だけでよいのはコストメリットがかなり大きいと思う。排水処理も

工場単体で行うよりも効率的になっている。広域化、共同化の参考になる。

・京葉ユーティリティは蒸気を各所に供給するシステムができており、ここの

ガスボイラを廃棄物焼却ボイラに置き換えるのが一案である。しかし、ごみ

焼却炉はごみを処理するのが第一の目的であり、ガスボイラのように負荷変

動に応じて燃焼量を調整するのは困難である。ごみ焼却炉で負荷変動に応じ

た運転をするには、アキュムレータで貯留する等があるが、貯留できる量が

しれている。負荷調整は炉の燃焼で行い、それが出来る炉にすること、ごみ

のマスを揃えて、燃料的な形に調整すればよいと考えられる。また、カロリ

ーを均一化するために、異物はなるべく除去する方が良いと考えられる。現

在の焼却炉を使用した熱供給も可能だが、よりフレキシブルな運転をすると

すれば、そのような工夫がいると考えられる。

図 4.1-2 京葉ユーティリティのボイラ構成図
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図 4.1-3 京葉ユーティリティ設備外観（上：ボイラ、下：配管ラック）
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（２）アンケート及びヒアリングの整理と考察

過年度に、自治体向けアンケート及びヒアリング及び、そのとりまとめを行い、課題と

対策を検討した。今年度は、過年度作成したものに対し、新たに得られた情報を追加して

更新した。アンケート・ヒアリングの結果を表 4.1-1 に示す。表中の「ア」はアンケート、

「ヒ」はヒアリングを指す。

表 4.1-1 自治体向けアンケート、ヒアリングの課題と対策（令和５年度更新）
凡例 ア:アンケート、ヒ:ヒアリング

課題と対策

アンケート・ヒアリング結

果

（現状、事実）

回答

件数
課題(あるべき姿） 解決方策（案）

技術面

↓

技術ガイド

ライン化

配管設計

・場外への高温高圧な蒸気

供給は安全性に気を遣う

必要があり、蒸気配管の

経路及び復水の扱いに関

する安全性の確保面が連

携の障壁になっているこ

とがわかった。

ア

【5】

ヒ

【4】

安全性を確保するための情

報が、配管設計指針としてわ

かりやすく取りまとめられて

いて、入手しやすい状況にあ

る。

・配管材質等の仕様の基本情

報。

・安全性確保のコスト。

・安全性を確保す

るための情報を

探して、必要な

人に案内できる

ようにする。

トラブル対応

・焼却炉の故障や停電によ

る稼働停止があった場合

に需要家にどのような補

償が必要になるか、対応

ができるか不安があるこ

とが分かった。

自治体

ヒアリ

ング

不測の事態においても、稼

働停止リスクのない設計をし

ておく。

・30分程度の停止

時間であればア

キュムレータの

導入で対策す

る。

・それより長時間

の場合は、既存

ボイラがあるな

らばバックアッ

プとして温存し

ておく。

安定供給

・廃棄物の性状によって、

蒸気量が不安定になるの

ではないかと、需要家側

が不安になることがあ

る。
自治体

ヒアリ

ング

需要側が、安定供給できる

と認識している。

・燃料のカロリー

を把握し、一定

を保てるよう運

転する。その実

績データを蓄積

しておく。

・海外での成功事

例を示し、日本

の技術が使われ

ていることを示

す。

・ピット内での廃

棄物均一化を実

践する。

運転制御

・変動する需要に対し、既

存の発電と追加する蒸気

供給とのハイブリットを

行う場合の運転操作につ

いて、どのような構成比

で実施するのかの検討・

実施が難しいと考えられ

ていることが分かった。

ア

【2】

ヒ

【3】

電気と蒸気の需給バランス

を把握して、供給制御できる

仕組みが構築されて、効率的

な運用が行える。

・発電と蒸気のハ

イブリット事例

の仕組みの解説

資料を作る。
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運用面

↓

事例紹介コ

ンテンツの

作成

責任分界点の設定

・事業に必要な設備を定置

する場合の責任分界点

を、ごみ焼却施設の敷地

境界に置く場合、熱供給

先の敷地境界に置く場合

など、責任分界点設定方

法に多様性があることが

分かった。

ア

【21】

ヒ

【9】

事業実施時に問題が生じて

も適切に対処できるように、

責任分界点を適正に設定し、

需要側・供給側の全体設計を

行うことができる。

責任分界点の設

定方向と事業実施

状況を事例から、

関係法令が求める

条件等を整理す

る。

関係者調整コストの高騰

・制御盤やその電源確保の

設置が、需給関係にない

関係者の敷地に設置が必

要となる場合の対処方法

の情報を求めていた。

・他部局を跨いだ調整を行

う場合に、事業主体がす

べて調整を図ることに苦

労が多いと感じているこ

とがわかった。

自治体

ヒアリ

ング

 熱利用の高度化により脱炭

素が促進することが、関係者

の共通認識になっている状況

があること。（協力が得やす

い）

 事業予算を一般

会計からではな

く、特別会計とし

て支出できるよう

にすることで、協

力が得やすくなる

可能性がある。

既存立地と誘致

・自治体エリア内に熱供給

先が無いという立地の問

題が大きい現状がある。

ア

【11】

ヒ

【0】

焼却炉側では、自治体エリ

ア内の熱利用可能事業者の存

在と蒸気等需要の有無が把握

出来ている。

新規に建設する場合には、

熱供給の立地を考慮して建設

することが当たり前になって

いる。

熱需要データベ

ースやマッピング

を行う。熱供給の

検討に用いる情報

を提供できるよう

にする。

稼働情報の共有

・年間の蒸気需要変動への

対応、供給停止時のバッ

クアップの考え方、需要

側の現在の燃料条件な

ど、事業採算性を算出す

るが、これを CO2換算す

ることが難しいとする自

治体が多いことがわかっ

た。

ア

【43】

ヒ

【0】

CO2削減のインセンティブ

の課題と算出の方法が定まっ

ており、それに基づき、事業

採算と CO2削減量の算出をす

ることができる。

事業実施前に事

業採算性と CO2削
減量の算出を詳細

に検討するツール

を作成する。

持続的経営の担保

・供給先の事業者が熱利用

事業を中止及び倒産する

リスクがあるなどの経営

状況を不安視することが

分かった。

ア

【1】

ヒ

【0】

需要側、供給側間で密に情

報共有することが必要であ

り、供給先の経営状況により

供給停止に至るなどのリスク

を回避して事業実施する。

需要側と供給側

が良好な関係性を

構築している自治

体のノウハウを調

査する。

蒸気価格情報

・事業者への公平性の問題

から、供給単価は秘密情

報としており、アンケー

トやヒアリングでは、実

態情報を取得できなかっ

た。

ア

【0】

ヒ

【3】

自治体から事業者へホーム

ページによる情報公開等、公

平性を確保した事業であるこ

とが公開されている。

・熱供給事業を行

っている自治体

から住民、事業

者への公表の手

法について事例

調査を行う。

・蒸気価格は秘密

情報として取り

扱い、統計的な

値を出せるよう

にする。
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政策面

↓

・交付金要

件への盛

込み

・啓発ウェ

ブサイト

の設置

熱供給事業の周知

・焼却施設では、熱供給事

業法があることが知られ

ていない。

・補助金があるが知られて

いない

・自分たちの事業が補助金

適用に該当することに気

が付いていないことが分

かった。

ア

【83】

ヒ

【0】

熱供給を行おうとする自治

体が、事業計画を作成する際

に、把握すべき関係法を容易

に知ることができる。

・熱供給事業法な

ど関係法令のリ

ストを作成し、

共有できるよう

にする。関心の

ある層での認知

具合も確認す

る。

啓発

・アンケートで事業説明を

したところ、FS及び設備

導入等への補助金の要望

が多いことがわかった。

熱供給事業（蒸気、気流、

温水）の補助金が、自治体に

認知されている状況になって

いる。

・補助金の適用要

件をわかりやす

い脱炭素シナリ

オとして、伝え

る。

マッチング

・現状の焼却施設の近傍に

需要先が存在しないケー

スが多い。

・需要先が存在しても、そ

の更新計画に熱利用が盛

り込まれていないケース

が多い。

ア

【82】

ヒ

【3】

自治体が焼却施設の更新計

画を立てるときに、近傍の需

要先が把握できること。現状

が難しくとも、更新計画では

熱利用が必ず盛り込まれてい

ること。

・需要先が存在

し、更新計画を

策定する場合

は、熱利用の可

能性を確認する

ことを、補助金

交付要件に含

め、マッチング

を推進する。

廃棄物の量と質の変化

・将来、人口減及び製品プ

ラのリサイクルが進んだ

場合にカロリーや量の減

少がどの程度まで進行す

るか、に不安があること

がわかった。

自治体

ヒアリ

ング

焼却物の性状が予測できる

社会になること。

過度なリサイク

ルに偏らない処理

を選択すること

で、リサイクル可

能ではない低品位

な廃棄物を特定で

きるようになる。

バイオマス活用

の推進により、カ

ロリー低下を抑制

できる。

需要先の選定

・どのように需要先を選定

すればよいか。

自治体

ヒアリ

ング

 公平性を担保する形で選定

すべき。

周辺の対象範囲

を決めて、焼却施

設から一定の距離

内にある工場すべ

てに事業を周知し

て関心企業を公募

する。
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（３）熱融通の焼却炉側からみた技術・法制度・データ共有上の課題整理

 一般廃棄物に関する現行の法制度等において、大規模熱利用や焼却熱の産業利用が廃棄

物処理の広域化及び合理化、脱炭素に結びつくものとなっているかについて、各法令でど

のような記載がみられるかについて調査した。

１）検討の枠組み

 検討の枠組みは、公的文書の階層を、思想、戦略、法律、方針・計画、事業・ツール

の５階層とした。概念社会浸透に向けた政策の階層を図 4.1-4 に示す。把握・整理では、

思想・戦略・法令・制度・ツールを抽出し、それぞれにどのようにインセンティブが仕

組まれているかを確認した。サーキュラーエコノミーの社会実装について整理した場合

の整理方法を以下に示す。

欧州委員会の各種戦略、規則、計画、ツール

・循環型経済（Circular Economy）パッケージ（2015 年 12 月）

・欧州グリーン・ディール政策（2019年 12 月 11 日）

・EU 第 2 次サーキュラーエコノミー行動計画（2020 年３月 11日）

・欧州新産業戦略（2020 年３月 10 日、政策文書）

・新循環型経済行動計画（2020 年３月 11 日、政策文書）

・持続可能な製品のためのエコデザイン規制（2023年５月 22 日）

・サステナビリティプロダクトポリシー

・デジタルパスポート

図 4.1-4 概念社会浸透に向けた政策の階層（EU サーキュラーエコノミーの場合）

サステナビリティのパフォーマンスを追求

産業競争力、消費力の向上とどもに環境保護を目指

す「サーキュラーエコノミー（CE）」戦略を提示

し、グリーン・ディール政策を実行中

生き方として「修理する権利」を主張

「持続可能なプロダクトポリシー（SPP）」の

法制化を進めている。

デジタル管理を推進することで、SPP の

実現を図ろうとしている。

「エコデザイン指令」を拡張。

EUの CE

政策の

場合
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 ２）確認情報の収集

廃棄物熱利用や循環経済構築に関する主だった公的文書を収集した。表 4.1-2 に示す。

 また、循環型社会形成推進基本計画の改定スケジュールを図 4.1-5に⽰す。
表 4.1-2 焼却熱の産業利用に関連する法令

カテゴリ 文書 所管 備考

思想 環境基本法 環境省

戦略

自立志向型の資源自律型経済戦略 経産省 R5年 3月策定

脱炭素成長型経済構造移行推進戦略

（GX推進戦略）

経産省 R5年 7月閣議決定

企業内容等の開示に関する内閣府令

等の改正

金融庁 R5年 1月策定

環境研究・環境技術開発の推進戦略 環境省 R1年 5月環境大臣決定

法律

循環型社会形成推進基本法 環境省

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 環境省

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行令

環境省

科学技術・イノベーション創出の活

性化に関する法律

内閣府

エネルギー供給構造高度化法 経産省

方針・計画

第 6次環境基本計画 環境省 R6年 4月策定予定

第 5次循環型社会形成推進基本計画 環境省 R6年 6月策定予定

廃棄物処理施設整備計画 環境省 R5年 6月 30日閣議決定

適正処理推進の基本的な方針 環境省 R5年 6月 30日閣議決定

第 4次循環計画第 2回点検

循環経済工程表

環境省 R4年 9月

廃棄物・資源循環分野における 2050

年温室効果ガス排出実質ゼロに向け

た中⻑期シナリオ（案）

環境省 R3年 8月

第 6 期科学技術・イノベーション基

本計画

内閣府 R3年 3月閣議決定

第 5次社会資本整備重点計画 国交省 R8年改訂予定

事業・ツー

ル

循環型社会形成推進交付金要件 環境省

各種・委託事業 環境省

環境研究総合推進費 環境省

脱炭素先行地域の交付要件 環境省

廃棄物熱回収施設設置者認定制度 環境省

注 1）色付きの文書は、次項で内容を紹介する。

図 4.1-8 循環型社会形成推進基本計画の改定スケジュール
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３）内容確認

①環境戦略・環境技術開発推進戦略

資源循環領域では、「廃棄物処理やリサイクル、エネルギー回収における最適なシス

テムの開発が期待される」とされている。焼却熱利用は、発電を中心に書かれてある。

研究開発の方向性として、重点課題 10 にて、「リサイクルが困難な可燃性廃棄物の多段

階での循環利用に関する効率化に向けた研究・技術開発」が必要、と例示されている。

【重点課題⑩】地域循環共生圏形成に資する廃棄物処理システムの構築に関する研

究・技術開発

 環基本計画における中長期的な方向性に基づき、「地域循環共生圏」を形成する

ためには、循環資源や再生可能資源などの地域資源を持続可能な形で最大限活用し

ていくことが重要である。～中略～ 加えて、リサイクルが困難な可燃性廃棄物の

多段階での循環利用に関する効率化も重要である。

②新たな循環型社会形成推進基本計画の策定のための具体的な指針（案）

８月開催の循環型社会部会において、動静脈連携の取組の拡大やそれによる脱炭素化

に関する記述が追加された。以下に、10 月に閣議決定された内容を示す。

1. 循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり

○ また、循環経済への移行を通じて、資源の効率的使用、長期的利用や循環利用、

ライフサイクル全体での化学物質や廃棄物の適正管理を進めることにより新たな

天然資源の投入量・消費量の抑制等を図ることが資源の採取時等における生物多

様性や大気、水、土壌などの保全、自然環境や水ストレスへの影響を低減すると

いう観点からも重要であることを踏まえ、循環経済とネイチャーポジティブに関

する統合的な施策についても示す。

2. 動静脈連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環

○ 静脈側においては、企業や地域における先進的な事例を踏まえ、動静脈連携の

取組を全国に広げていくための施策や、静脈側の資源循環に係る情報を活用し、

動静脈連携 や脱炭素化を促進するための施策など、循環型社会を実現するため

に必要な静脈産業の脱炭素型資源循環システムを構築するための施策について

示す。

3. 多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現

（２）循環システムづくりを支える広域的取組

 ○ 地域金融機関も含めた循環分野の経済活動による地域の活性化と地域の課題解

決への貢献を両立する施策について示す。

 ○ 資源循環に関する施策の先行地域の取組について、広く情報収集するとともに、

収集した情報を整理・共有し、取組を全国的に横展開していくための施策につ

いて示す。

 ○ 各地域における徹底的な資源循環や脱炭素、地域コミュニティづくり等の多様

な目的を促進するため、分散型の資源回収拠点ステーションやそれに対応した

施設の整備等の地域社会において資源循環基盤となる取組の構築に向けた施策

や、生活系ごみ処理の有料化の検討・実施や廃棄物処理の広域化・集約的な処

理、地域の特性に応じた効果的なエネルギー回収技術を導入する取組等を地域

で実践するための施策について示す。
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③廃掃法施行令/廃棄物熱回収施設設置者認定制度

ごみをエネルギーとして使うために必要な措置として設定されている。廃棄物熱回収

施設設置者認定制度の特例を以下に示す。

廃掃法（熱回収の機能を有する一般廃棄物処理施設に係る特例）

第九条の二の四 第八条第一項の許可に係る一般廃棄物処理施設であつて熱回収（廃棄物で

あつて燃焼の用に供することができるものを熱を得ることに利用することをいう。以下同

じ。）の機能を有するもの（以下この条において「熱回収施設」という。）を設置している

者は、環境省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、

都道府県知事の認定を受けることができる。

一 当該熱回収施設が環境省令で定める技術上の基準に適合していること。

二 申請者の能力が熱回収を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして環境省令で定

める基準に適合するものであること。

２ 前項の認定は、環境省令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によつて、その効力を失う。

３ 第一項の認定を受けた者（以下この条において「認定熱回収施設設置者」という。）が

当該認定に係る熱回収施設において行う一般廃棄物の処分については、第七条第十三項の規

定にかかわらず、政令で定める基準に従つて行うことができる。この場合において、第十九

条の三第一号及び第十九条の四第一項中「一般廃棄物の収集、運搬又は処分」とあるのは、

「一般廃棄物の収集、運搬又は処分（第九条の二の四第一項の認定に係る熱回収施設におけ

る一般廃棄物の処分にあつては、同条第三項に規定する基準に適合しない一般廃棄物の処

分）」とする。

４ 第八条の二の二の規定は、認定熱回収施設設置者については、適用しない。

５ 都道府県知事は、認定熱回収施設設置者が第一項各号のいずれかに適合しなくなつたと

認めるときは、その認定を取り消すことができる。

６ 前各項に規定するもののほか、第一項の認定に関し必要な事項は、政令で定める。

施行令（熱回収施設における産業廃棄物の処分等の基準）

第七条の三 法第十五条の三の三第三項の政令で定める基準は、次のとおりとする。一 第

六条第一項に規定する産業廃棄物（ロにおいて単に「産業廃棄物」という。）の処分（埋立

処分及び海洋投入処分を除く。以下この条において同じ。）又は再生に当たつては、次によ

ること。

イ 第三条第一号イ及びロ、第五条の四第一号ロ並びに第六条第一項第二号ハ及びニの規定

の例によること。

ロ 産業廃棄物の保管を行う場合には、次によること。

（１） 第六条第一項第二号ロ（１）及び（２）の規定の例によること。

（２） 保管する産業廃棄物（当該産業廃棄物に係る処理施設が同時に当該産業廃棄物と同

様の性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものの処理施設である場合にあつて

は、当該一般廃棄物を含む。）の数量が、当該産業廃棄物に係る処理施設の一日当たりの処

理能力に相当する数量に二十一を乗じて得られる数量（環境省令で定める場合にあつては、

環境省令で定める数量）を超えないようにすること。

二 第六条第二項に規定する産業廃棄物の処分又は再生に当たつては、第五条の四第一号の

規定の例によること。

三 特別管理産業廃棄物の処分又は再生に当たつては、次によること。

イ 第三条第一号イ及びロ、第四条の二第一号イ（１）、第五条の四第一号ロ並びに第六条

の五第一項第二号イからリまで（リ（３）を除く。）の規定の例によること。

ロ 保管する特別管理産業廃棄物（当該特別管理産業廃棄物に係る処理施設が同時に当該特

別管理産業廃棄物と同様の性状を有する特別管理一般廃棄物として環境省令で定めるものの

処理施設である場合にあつては、当該特別管理一般廃棄物を含む。）の数量が、当該特別管

理産業廃棄物に係る処理施設の一日当たりの処理能力に相当する数量に二十一を乗じて得ら

れる数量（環境省令で定める場合にあつては、環境省令で定める数量）を超えないようにす

ること。
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４）まとめ

 WtS に関して、例えば欧州の資源循環での「修理する権利」といった直接関連する思

想提示は日本では well-Beingとして提示。産業構造の転換、動静脈連携、炭素絡みの

インセンティブ投入促進の戦略がとられている。資源循環は、法律、補助事業が整備さ

れているが、立地変更や処理体制の変更が迫られる案件でもあり、あまり進んでいない

現状がある。そこで、より一層の活用や今後の進展に向けて、廃棄物処理施設整備計画

や第５次循環型社会形成推進基本計画の内容への反映が進められている状況であること

が分かった。処理の広域化や需給マッチングを伴う困難な変革であるが、発想転換の潮

流に後押しされて推進されることを期待する。焼却熱の産業利用に関連する法令等から

見た戦略性まとめを図 4.1-5に示す。
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図 4.1-5 焼却熱の産業利用に関連する法令等から見た戦略性まとめ

（補助事業）補助金申請要件には、焼却熱野産業が対象であることが容易に読み取れないも

のもあるが、産業への蒸気利用が申請対象でないわけではない。交付金では施設整備

に交付金が出るが、輸送費用への適用の記載はない。

（研究費）環境研究総合推進費により、焼却熱野産業利用に関する研究・技術開発が採択さ

れている。

（循環型社会形成推進基本法）循環経済を目指す、としている。

（廃掃法）不法投棄防止の観点から廃棄物の長期保管を制限している

ところ、熱回収の機能を有する廃棄物処理施設に係る特例が設け

られている。

（廃掃法施行令） 特例から廃棄物熱回収施設設置者認定制度で認定さ

れた事業者は、資源利用を考慮して保管容量を 1.5 倍にすること

が認められる。

（環境基本法）健康で文化的な生活の確保と人類の福祉に貢献

（政府の掲げるグリーン社会の実現）2050 年の CN を目指し、産業構造の

大転換と力強い成長を生み出す GX を実行中。成長志向型の資源自

律経済戦略で動静脈連携を強調。

（GX 推進戦略）J-クレジット、GX リーグの排出量取引制度（GX-ETS）を

試行、カーボンプライシングの導入を明示、J-クレジットは工場

の燃料削減を評価可能とし、経済的インセンティブの施策戦略。

（企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正）有価証券報告に GHG 排出

量削減記載項目を盛り込み、スコープ 3 を対象として評価判断情

報の開示を促進。

（第 6 次環境基本計画の方針案）「現在及び将来の国民一人ひとり

の Well-being/生活の質/経済厚生の向上」

（第 5 次循環計画）「循環を基調とした経済社会システム」の実現

が不可欠であるとしている。持続可能な社会づくりとの統合

的取り組みとして、リサイクルポートを中心とした国内外の

静脈物流ネットワークを構築する、としている。次期計画で

は、循環型社会を実現するために必要な静脈産業の脱炭素型

資源循環システムを構築するための施策について示すとして

いる。

（廃棄物処理施設整備計画） 廃棄物処理の合理化、広域化・集約

化を推進し、産業での徹底した省エネ、熱や製造プロセスの脱

炭素化を目指す。

（中長期シナリオ（案））主な技術要素として大規模熱利用、CCUS

を挙げる。地域循環共生圏モデルとして、素材産業連携型、地

域製造業連携型の形成を目指すとしている。
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4.2 ポテンシャルの拡大推計と課題の整理

廃棄物・３Ｒ研究財団(以下財団)が主催する研究会内で意見交換を２回行った。焼却施

設メーカー５社の技術者と有識者２名が参加し、焼却施設からの蒸気利用について、熱供

給側からの視点での課題の整理とポテンシャルの拡大推計を行うための課題の整理を行っ

た。

本調査の最終目標である廃棄物焼却施設からの熱回収の高度化に向けた普及シナリオを

取りまとめるための基礎的情報を把握することができた。なお、その会議には株式会社エ

ックス都市研究所(以下 EXRI)、国立研究開発法人国立環境研究所(以下 NIES )も参加した。

以下に結果の概要を示す。

（１）第１回意見交換会

第１回意見交換会を令和５年 10 月 19 日に実施した。令和３年度の成果（アンケート及

びヒアリングで抽出した課題の解決に向けた考察）を報告した後、議題として EXRI 及び

NIES より焼却熱の産業利用を基盤とした資源循環システムのモデル化と導入促進について

説明・意見交換を行った。意見交換の内容を表 4.2-1 に示す。

議 事 次 第

１．本実証事業の昨年度成果と今年度計画

２．意見交換

３．現地調査結果の共有

４．書籍掲載の情報

表 4.2-1 第１回意見交換会で出された意見

No. 議  題 有識者及び５社からの意見

1 広域化集約

化と熱利用

について

・熱利用と CCUSは規模を確保しなければならないと考える。

・まず、規模に合わせて熱利用すればよい。

2 焼却処理場

の規模につ

いて

・コンビナートではエリア内で 1,000～2,000ｔ/h の蒸気を使用して

いる。欧州のエクルーゼは廃棄物の日処理量 3,000 トン規模の施

設で、５社に蒸気を送っている。

・国内導入を検討する場合、現状、廃棄物を 1,000 トン/日集めるの

は困難と考えられる。400ｔ/日×2 炉=800ｔ/日からの検討が現実

的。

3 廃棄物の輸

送について

・輸送距離は、イギリスからオランダや北欧まで廃棄物の船舶輸送

をしている事例もある。

・広域輸送にて、リサイクルポートの活用は検討していくと良い。

大きいコンセプトのものとで、静脈物流を真剣に考えるというメ

ッセージを出していくことが重要となる。現実的なところから話

が出来ると良い。

4 技術的課題

について

・蒸気温度 400℃は発電向けであり、プロセス蒸気は 300℃程度あれ

ば十分。蒸気は復水利用もポイントに思う。発電では FIT 制度の

ため自治体の一定の売電収入があるので、熱利用に変えることで

121



発電よりも収入が得られる制度設計なり単価なりを設けることが

必要。

・売電収入は自治体に帰属する事が多いが、運営事業者のメリット

にもつながる方策があれば、連携がとられやすくなる。

・多くは技術的には問題はない。立地がうまくいかないと CCU 技術

があっても出口(CO2利用)がない。

・廃プラ対応(バイオプラ含む)、炭素回収の方向性に不確実性があ

り、メーカーとしては待ち姿勢となりがち。不確実性に対応しな

がら地道に準備するものと理解している。

・ごみは用途として製造業の燃料代替とするのが現実的。ここでも

コスト面から規模があるほうがよい。

・メーカーとして、需要側の蒸気仕様が厳しくなると、ケースに応

じたバックアップの仕組みメニューの充実が求められると思う。

5 欧州との違

いについて

・背景をまとめる際、ごみ処理経緯には我が国の特徴として公衆衛

生の話から入れた方がよい。

・欧州では地域熱供給から始めて、動脈の燃料転換に廃棄物が活用

されるという流れ。

6 蒸気供給先

について

・蒸気供給は立地に左右される。その点では、アスファルトプラン

トへの熱供給は立地に縛られない可能性もあり、良いと思う。

・いまだ多くの化石資源を燃料としている工場があるため、そこと

結びつく産業とのマッチングが必要と思う。

7 発電との比

較について

・FIT 制度等で現状発電の方が優先されているので、供給先のマッ

チング等が重要。

・電気だと系統を通じ様々な人が使えるのに対し、蒸気となると、

利用先が限られます。

・規模が小さいほうが発電効率は小さいため、発電より熱利用が望

ましい。

8 カーボン利

用について

・立地先への誘導施策、継続して使ってもらえるという保証が必

要。

・社会トータルとしてエネルギーを減らす方向性があるが、カーボ

ンの削減をだれがカウントできるのかが大事な観点。

・最終の蒸気利用が民間会社のみでは、持続性に懸念が残る。ま

た、カーボン削減効果が需要側のみでのアドバンテージでは、清

掃工場側で熱供給を導入しづらい。

9 施策につい

て

・焼却炉について、国は建設費の議論が中心であるが、カーボンニ

ュートラルの議論に移っていく必要もある。

・現在、動静脈連携は金属リサイクルに話が偏っているが、偏らず

に全体視点でのまとめが必要。

・自治体視点での問題としては、国が推進する話が現場に届いてい

ないかもしれない。具体的な政策メニューに落とし込んで、実際

に熱利用を進めていく必要がある。

・熱利用できないという理由だけで、処理の広域化に舵をきれる

か、というとそれも難しい。連携可能性を誘導施策として強化す

る必要がある。そうしなければ、自治体で従来通りの方針が採用

されてしまう。

・公民連携のメリットを活用するのがよい。自治体同士では縦割り

行政に課題が残るだろう。公民連携事業は、民間機能の活用が相

性がよい。
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（２）第２回意見交換会

第２回意見交換会を令和６年２月５日に実施した。議題として EXRI より、産業での熱

利用における脱炭素パッケージの在り方について、処理量に対し、ボイラの最適容量につ

いて、NIES より取組動向の共有について、JWRF より蒸気利用と発電のハイブリッド型の

焼却炉熱利用運営について説明・意見交換を行った。意見交換の内容を表 4.2-2に示す。

議事次第

１．意見交換

（１）令和５度の成果報告

（２）取組動向の共有

（３）プラントメーカー目線での焼却熱利用のトレンド

２．現地調査報告

３．まとめ

表 4.2-2 第２回意見交換会で出された意見

No. 議  題 有識者及び５社からの意見

1 産業での熱

利用におけ

る脱炭素パ

ッケージの

在り方につ

いて

・熱利用は需給マッチングがポイントと思う。ケースバイケースで

の検討になるが、焼却施設側は必要なら技術的に供給可能。

・需給マッチングは、間に仲介者を立てるのが良いと思う。誰が事

業主体になるかによって、マッチングが左右されると思う。

・マッチングが難しいと思う。一廃を対象としてイメージしていた

が、自治体が計画する際に、誰が仲介者になるのかが気になっ

た。

・自治体が実施するメリットを用意し、供給可能なら、新設だけで

なく基幹改良のタイミングで検討してもらうのが良いと思う。

・マッチングが気になる。民間の需要家では、日変動、時間変動が

あると思うが、その変動を飲み込むのは事業側なのか供給側なの

かどちらなのかによって変動を飲み込む側のイニシャルコストが

高くなるだろう。

・大口需要家に対し、小口で供給できるスタイルがやりやすい。

・一廃を集めて、不足分を産廃で埋めることになるのではと思う。

・一廃は、誰がどのようにマッチングを調整するのか、更新や集約

広域化の時期調整も必要であり、ハードルが高いと思う。ただ、

少しでも試行する必要はありと思う。

2 施設規模に

対する、ボ

イラの最適

容量につい

て

・最近の焼却施設は発電重視で設定しているので、ボイラは必要蒸

気の圧力・温度に応じて決めていく。

・最適容量の指標はない。出来るだけ蒸気として熱を回収する発

想。ボイラは、一つ作れば、多少の負荷変動はさほど影響しな

い。事情があって熱回収量を抑制する場合はある。後付けの場合

は更新範囲次第で熱回収が不利になる。エコノマイザーの種類で

多少条件が変わる。

・昔は熱風をとって給湯に使っていた。熱風回収は昔から行われて

いるが、空気であるためダクトが巨大で、多く熱を回収しようと

すると大変になる。

・熱風がだめというわけでもないが、隣接する必要がある。コンシ
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ェルジュ事業の下水熱は話がシンプルである。焼却熱の場合の熱

風供給では、かなり工夫をしないとマッチング事業の展開は難し

いと思う。

3 プラントメ

ーカー目線

での焼却熱

利用のトレ

ンド

・一廃焼却でも２系統あり、負荷変動に応じた運転は可能。アキュ

ムレータの容量は長く持たないため、負荷調整は炉の方で調整す

ることや、ごみを前裁きして、そもそも燃料的な形に調整すれば

よい。

・熱需要が大きいところに設置すれば、電熱併給での細かいことを

考えなくてよくなるため、焼却炉も蒸気供給に徹した方がよい。

4 有識者から

の講評

・大過剰の需要があるところへ供給するのが良い。予備の熱供給設

備が不要。

・動静脈連携の際、今回の成果をどう使うかを考えると良い。具体

には、カーボンバジェット的な話題で、廃棄物エネルギーがどこ

まで使えるのか、インセンティブ設計をどう働かせるのかという

話。

・2030 年に間に合うには、いま具体化されていなければ実現でき

ない。各時点での達成状況が分かるように整理するとよい。

・自治体の清掃工場の数は有限である。いっそ施設整備状況や計画

を徹底的にデータ化すればよい。全体感をもっていかに計画にで

きるかを真剣に考えるべき。そのためには具体的なデータ化が必

要。

・自治体の計画が律速になると縛りになる。土地があり、結果的に

リサイクルも含めて焼却炉の必要があれば話が早い。また、考え

るパラメーターが少なく済むため、民間主導が早い。人口減少が

進んでいる地域では、そこに焼却炉が存在していれば、そこに頼

みたいという話になりやすい。

・単純な熱需要だけの話ではなく、実施方式をよく検討しなければ

ならない。必ず非技術的課題があり、それを極力少なくした状態

で、成功確率を高める選択肢を選ぶ方法があり、その一つは立地

条件があると思う。

・蒸気供給する場合、供給側で全部自己完結してほしいと言われる

可能性がある。責任分界として蒸気供給要素の全体を焼却炉が担

わずという話にしないと進まないと思われる。

・非技術課題を明確にすれば、このハードルを越えるのが難しいこ

とが分かるのが現実だと思う。ハードルを低くすするための計画

や、成功確率を高めるために必要な検討が可能となるデータベー

スの内容を考えるのがよい。今回の事業成果に基づいて、それら

を提言してもらえるとよい。
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第５章 工業団地及び水平展開時の CO2削減費用対効果拡大推計

需給マッチング最適化により、社会全体での「資源の量×質」の利用効率向上が理論上可

能である。本業務では、実証で得られたデータや課題、理論検討の成果、及びプラントメー

カーや自治体からの情報を踏まえ、CO2削減の費用対効果推計を行い、評価・検証を行った。

令和５年度は一般的な焼却施設と製造工場（工業団地）ペア及び工業団地及び化学コンビ

ナートへの集約を想定し、CO2 排出削減効果とともに費用対効果を拡大推計した。令和５年

度の業務目標及び達成事項を表 5-1に示す。

表 5-1 令和５年度の業務目標及び達成事項

項目 内容

採択時の技術の

状況

・焼却炉からの蒸気利用に関する実証データがないため、CO2排出削減効果

の推計が概算となっていた。

本実証の最終目

標

・本実証における CO2 排出削減効果を評価。化学コンビナートで蒸気供給

を行った場合の費用対効果を評価。また、一般的な焼却施設と製造工場

（工業団地）ペアでの CO2排出削減の費用対効果を示す。化学コンビナ

ートへの大規模な蒸気供給を行うケースで、焼却発電に比べて２倍程度

大きな CO2排出削減効果と経済性が得られることを検証する。

これまでの達成

事項

令和３年度

・推計を行う上で必要なデータを収集した。今後の廃棄物の推移を予測す

るためのアプローチを検討するとともに、コンビナートや工業団地の基

礎情報を整理し、それを基にコンビナート周辺需要家の情報を把握し

た。

令和４年度

・将来人口、廃棄物発生状況の整理を行い、廃棄物組成と家計消費の家計

消費の紐づけを行った上で、これら２つのデータで推移予測を行った結

果をデータベース化した。

・実証で得られた理論検討の成果について、双方の妥当性を確認した。工

業団地での拡大推計実施に向けた考え方・留意点を考察した。

・化学コンビナートの熱需要の推計を行い、化学コンビナート別の熱需要

量を示した。輸送コストの算定と、拡大推計に向けた質的・量的な推移

シナリオを特定した。

令和５年度の業

務目標

・各検討の成果をまとめ、平原南工業団地の効果に加えて、蒸気の産業利

用（自治体の廃棄物焼却施設、工業団地及び化学コンビナート）に対す

る CO2排出削減効果を評価する。

令和５年度の達

成事項及び本実

証の最終達成事

項

・令和５年度は、実証で得たデータを用いて、茨城県の焼却施設を施設整

備計画に沿った場合の 2030年、2050年での集約状況を確認し、2050年

時点での集約時の費用対効果及び CO2 削減効果を、工業団地４箇所に集

約する場合と、化学コンビナート１箇所に集約する場合とで比較した。

その結果、2050年時点の集約状況において、焼却発電に比べて２倍程度

大きな CO2排出削減効果と経済性が得られることを確認した。
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5.1 利用データの整備

 拡大推計の実施にあたり、過年度までに廃棄物処理施設整備計画、熱需要、及び廃棄物か

ら得られる熱量（量と質）に関するデータベースを作成した。各種データベースの概要を以

下に示す。

（１）廃棄物処理施設整備計画データベース（施設計画 DB）

 施設整備の更新予定を把握し、シミュレーションに反映するため、対象エリアの施設整備

計画をデータベース化した。各自治体の最新の施設整備計画等の情報を用いて、下記の項目

について収載したものである。施設整備計画の実データ入力フォームを表 5.1-1に示す。

環境省の焼却施設統計に追加する形で、中間処理及び最終処分の施設整備情報を追加し

て DB化し、統廃合のタイミングがわかるようにした。推計を含まず、自治体公表値を収載

した。フォームとしての大枠は２つあり、以下に示す。

①基本情報 施設名称や住所、都市規模

②集約判定 焼却施設の閉鎖時期の情報

一般公開や運用ができれば、広域化検討に有用であるため、このデータベースを漏れなく

埋めることが望ましい。集約検討には、最終処分場や輸送ルートに関する情報も有用であり、

その情報収集体制も今後の課題である。研究費を活用して作成するとともに、作成した DB

を維持管理するには DBの維持管理を事業化する必要がある。

表 5.1-1 施設整備計画の実データ入力フォーム

分類 内容 単位

基本情報

都道府県名

地方公共団体名

収集対象地域

収集対象地域の人口(R3年度データ)

地域特性【都市/田園】

施設名称

施設_住所

使用開始年度 （年度）

日処理量 (ｔ/日)

炉数

施設全体の処理能力 (ｔ/日)

産業廃棄物の搬入の有無

一般廃棄物の割合 （％）

ごみ処理事業実施方式 公設公営/公設民営

運転管理体制 委託/直営/一部委託

集約判定

計画情報

施設_最終更新時期 （年度）

施設_次回更新予定時期 （年度）

施設の改廃

施設_閉鎖時期が明記された公表データの有無

施設_(有)閉鎖時期 （年度）

施設_(無)閉鎖時期(推計) （年度）

判定時期
2030年時点(集約対象○、対象外×)

2050年時点(集約対象○、対象外×)
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（２）熱需要推計データベース(熱需要推計 DB)

令和４年度に、国内 15 箇所の石油化学コンビナートの熱需要データベースを作成した。

今年度は、茨城県での拡大推計を行うため、SHK 制度の特定排出事業者について推計対象を

拡大した。昨年度のコンビ―ナートの需要推計と同様に、推計方法は大西ら（2022）1)を参

考に、「温対法における算定・報告・公開制度（以下、SHK 制度）」上のエネルギー起源燃料

CO2と、エネルギー消費統計を基に算定した産業中分類ごとの原単位（年間 CO2排出量あたり

のエネルギー需要量（GJ/ｔ-CO2））を掛け合わせることで熱電需要量(GJ/年)を求める手法

を採用することとした。

図 5.1-1 熱電需要データベース見本

1)大西悟他,2022,産業団地の熱電エネルギー需要の推計手法の開発と福島県地域でのケーススタディ,第

50回環境システム研究論文発表会講演集,p127-134

熱需要の推計については、公開請求 HP）https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/reques）で

入手可能な「温対法における算定・報告・公開制度（以下、SHK制度）」をもとに作成した。

費用を払って請求すれば誰でも開示請求可能な「算定・報告・公表制度による排出量等デー

タ」である。これを、個社の温室効果ガスの排出量から中分類ごとの燃料使用量から逆算し

たものである。

推計の原単位が中分類であることから個社の実態を把握するには限界がある。

特に、燃料の種類、ボイラーやコジェネの設備規模などは、現状の方法では推計ができな

い。

詳細の熱需要の把握には、個社への調査が必要になる。

本報告書では、概算を推計しつつも、こうした限界を考慮し、個別の工業団地の特定や個

社の分析結果の記載はしていない。今後、これらの課題を認識し、実態との差異等を確認し

たうえで、熱需要の概算推計値が公開されていくことが望まれる。

なお、本結果の公開は可能である。ただし、推計に課題があることも理解した上で利用す

ることが必要となることや、本報告書をもって公開することを趣旨としていないこともあ

り、具体的に特定したエリアや集約箇所の名称は明記しないこととする。
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（３）廃棄物の質的及び量的な推移予測データベース(廃棄物熱量 DB)

令和４年度業務では、廃棄物の質的及び量的な推移予測にあたり、データベースを構築し

以下の２つの方策を取った。２つのアプローチでは、用いた推移予測結果をデータベース化

した。

①将来の廃棄物発生状況のシナリオ（SSP シナリオ、図 5.1-2）

②組成情報と家計消費の紐づけ

令和５年度業務では、費用対効果の分析に向けた質的及び量的時系列データの採用方針

を検討した。

①については、複数の将来シナリオにそった５種の廃棄物の質的及び量的時系列データ

が存在している。そのうち、極端な人口減少や人口維持がなく、人口分布が極端に都市部に

集中したシナリオではなく最も中庸な人口シナリオを基にした廃棄物の発生量、ここでい

う廃棄物の量的時系列データを採用することとした。本シナリオは IPCC提示の基本形であ

るが、本実証では、環境総合研究推進費（2-1805）の成果である地域 SS（日本版 SSP）によ

る人口シナリオのうち、SSP2・移動率固定を採用しており、詳細は後述する。

図 5.1-2 IPCC 第６次評価報告書における SSPシナリオの５分類

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／ 全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト

（https://www.jccca.org/）より

他方、②については、確立されれば有用であり、試行して利用可能性が確認されれば利

用することとし、組成情報と家計消費の紐づけの分析をもとに、より精緻な推計を試み

た。具体的には、単年度において焼却場にデータのある６組成を１kmメッシュ単位の廃棄

物発生量をもとに線形計画法による最小輸送距離を想定した発生地点と焼却場の接続関係

の推定を実施し、1km メッシュにおける推定家計消費と焼却場の接続関係をもとに家計消

費 1単位から発生する各組成の廃棄物量を推計するとともに、1km メッシュにおける組成

別廃棄物発生量の推計を行った。ただし、この結果では全国の焼却場における平均値から

原単位の作成を行っているため、特定の地域を対象とした場合には発生量が過大もしくは

過少になる。本事業の対象の茨城県では過大傾向になったため、上記組成別廃棄物発生量
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推計モデルに基づくデータのうち組成比率を用い、量については別途実態調査からの推定

を実施した。

以上より、現行データには②で計算した市町村レベルの廃棄物組成データを用い、将来デ

ータには、①の市町村別の廃棄物発生量の時系列データをシナリオ構築のデータベースと

して用いることとした。

5.2 供給側のシナリオ設定

（１）基本的な条件の設定

工業団地及び水平展開時の CO2削減費用対効果拡大推計を実施するにあたり、基本的な前

提条件を検討した結果を以下に示す。

対象地域は、東海村が含まれる茨城県とした。一般廃棄物行政において、市町村または一

部事務組合が主体となり運営される。茨城県を基礎自治体として設定するとともに、空間的

な範囲とした茨城県における集約シナリオの基本設定を表 5.2-1 に示す。

シナリオは、集約方法の違いによって、シナリオを作成した。茨城県現行の広域化計画

茨城県の現行の広域化計画に従った収集区域に従って設定したものをシナリオ１とした。

（以下、シナリオ１BaUという）とした。工業団地４箇所への集約したものを、シナリオ２

（以下、シナリオ２工業団地、という。）とした。なお、シナリオ２では、コンビナート立

地エリアのブロックでは、焼却炉は集約しないことにした。理由として、既存の施設は RDF

化施設や小規模の施設のみであるためである。茨城県全域からコンビナート１箇所へ陸路

で集約するものをシナリオ３とした（以下、シナリオ３コンビナート、という。）。

表 5.2-1 茨城県における集約シナリオの基本設定

情報の種類または条件 情報源または設定内容

対象地域 茨城県

対象年 2021年、2030年、2050年

廃棄物処理施設 施設整備計画データベース（5.1項）

廃棄物発生量及び組成 現行 空間廃棄物排出量推計データベース（5.1項）

環境省廃棄物統計の収載の情報を利用

将来 地域 SSP2・移動率固定（5.1 ２））

将来のリサイクル率 プラスチック、紙、厨芥類において５％増加（2030年）、

15％増加（2050年）

集約ルール 廃止時期を迎えた施設は、更新せず集約処理に参画す

る。寿命を迎えていない施設は、現行の立地で運用し

続ける。

シ
ナ
リ
オ

シナリオ１BaU

→茨城県現行の広域化計画

茨城県の現行の広域化計画に従った収集区域に従う。

施設整備計画データベースを利用。

シナリオ２工業団地

→工業団地４箇所への集約

県北（IB-1）、県央（IB-2）、県南（IB-3）、県西（IB-

4）の４ブロック。鹿行エリアは、RDF施設があること

と、一般廃棄物の量が少ないため検討から除外。

シナリオ３コンビナート

→コンビナート１箇所への集約

茨城県全域から各自治体が陸路で搬入。

注 1) SSPとは共通社会経済パスと訳され、複数ありうる世界の将来像を示すシナリオである。際的に共通

の将来シナリオをもとに議論するための基盤情報である。環境研究総合推進費 2-1805（気候変動影響・

適応評価のための日本版社会経済シナリオの構築、H30-R2 年度）では、日本及び国内自治体における気

候変動影響・適応策・緩和策の評価に利用可能な社会経済シナリオ（将来の代替的道筋）を提供してい
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る。このうち、人口シナリオについて、SSP2（中庸）：これまでの社会的・経済的・技術的なトレンドが

続き、世界と日本はこれまでの歴史的なパターンからそれほど大きく変化しない、シナリオを採用して

いる。

現状の茨城県の廃棄物処理状況は、令和３年度一般廃棄物処理実態調査結果の記載情報

等を基に作成した。5.1 項で示す施設整備データベースとしてまとめている。現状の廃棄物

の発生量及び組成情報は、令和３年度一般廃棄物処理実態調査結果の記載情報を基とした。

対象とした廃棄物は、茨城県から発生する一般廃棄物のうち、現状で焼却処理されている

廃棄物とした。将来のリサイクル率は、プラスチック、紙、厨芥類において５％増加（2030

年）、15％増加（2050 年）と想定した。現状及び将来（2030 年、2050 年）において、茨城県

から発生する一般廃棄物は、何かしらの形で処理またはリサイクルが担保されていること

とした。

（２）廃棄物集約エリア区分の設定

既存の茨城県広域化計画のブロック番号（Waste wide area Block: WB）、茨城県が規定す

る地域区分を基に、拡大推計における工業団地集約ブロック番号（Industrial aggregate

Block: IB）分けを行った。茨城県の拡大推計におけるブロック分けと焼却施設分布（BaU

2021）を図 5.2-1 に示す。

図 5.2-1 茨城県における拡大推計におけるブロック分けと焼却施設分布（BaU 2021）
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シナリオ別の廃棄物処理施設の集約状況は、以下のとおりとなった。2030 年時点での集

約量はさほど集約が進んでいないため、費用対効果及び CO2 削減効果は 2050 年時点で比較

する。茨城県の一般廃棄物焼却施設の集約シナリオを表 5.2-3、図 5.2-2 に示す。

表 5.2-3 茨城県の一般廃棄物焼却施設の集約シナリオ

シナリオ 集約プロセス

シナリオ１BaU 24清掃工場のうち、2030年時点では、23清掃工場が延命化及

び基幹改良工事によって維持され、1清掃工場が廃止される。2050

年時点では、新設工場を含む 13清掃工場体制となる。

シナリオ２工業団地 24清掃工場のうち、2030年時点では、10の清掃工場が集約化

され、14 の清掃工場が現状維持となる。2050 年時点では、さら

に 12 清掃工場が集約化され、２清掃工場が現状維持で運営され

る。廃止した施設で処理していた廃棄物は、４清掃工場に集約化

される。

シナリオ３コンビナート 2030 年、2050 年ともに対象清掃工場はシナリオ２と同じ。コ

ンビナート近接地の１か所への集約化を想定する。

図 5.2-2 茨城県の一般廃棄物焼却施設の集約シナリオ

（４）廃棄物熱量の設定

茨城県から発生する現在、2050 年の一般廃棄物量と質の推計法を記述する。現状につい

ては、令和４年度に作成した質と量のデータベースのうち、特定地域の将来廃棄物発生量を

組成別に算出した結果を用いた。本推計では、将来推計については、SSP2 シナリオに基づ

いた人口推移結果を用い、その集計によって、将来の廃棄物量を推計している。式 5-2-1 は、

茨城県の廃棄物発生量の推計式である。変数の一部を表 5.2-4に示す。

ܹܵ ூܶ஻
் = ∑ ܱܲ ௠ܲ

் ∙ ܹܵ ௠ܶ
் ∙ ܹܵ ௠ܶ

ଶ଴ଶ଴

ܱܲ ௠ܲ
ଶ଴ଶ଴൘ ∙ ௠,௪ܧܻܲܶ

ଶ଴ଶ଴ ∙ ௠.௪ܥܧܴ
்ସଷ

௠ୀଵ  式 5-2-1
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ここで、

݉:   茨城県の自治体（43市町村）

ܶ:   シナリオ設定期年（現在は、2021年、2030年、2050年）

廃棄物の種類（本報告では、プラスチック、紙、厨芥、その他に区分）   :ݓ

ܱܲ ௠ܲ
்： T 年における市町村 m の人口（2030 年、2050 年は、SSP2 シナリオ値を外

挿的に代入する）(人)
ܹܵ ௠ܶ

்： 現在の自治体 m の T 期の廃棄物発生量(kg／年／人)
௠,௪ଶ଴ଶ଴：現在の自治体ܧܻܲܶ m の廃棄物の組成 (％)
௠.௪்ܥܧܴ ： 自治体 m の廃棄物種類ｍの T 期年のリサイクル率(％) 本報告では、2030

年 5％、2050 年 15％リサイクルが進んでいると想定している。

表 5.2-4 茨城県の焼却対象廃棄物の推計結果の一部
市町村

m

Y2020

人口

ܱܲ ௠ܲ
ଶ଴ଶ଴

Y2050

人口

ܱܲ ௠ܲ
ଶ଴ହ଴

Y2020 焼却炉

集積廃棄物量
ܹܵ ௠ܶ

ଶ଴ଶ଴

ܱܲ ௠ܲ
ଶ଴ଶ଴൘

Y2020

焼却量

ܹܵ ௠ܶ
ଶ଴ଶ଴

2050

焼却量

ܹܵ ௠ܶ
ଶ଴ହ଴

人 人 kg/人/年 ｔ/年 ｔ/年

水戸市 270,557 229,317 309.7 83,782 71,012

日立市 176,167 106,147 322.8 56,871 34,267

土浦市 137,205 102,903 259.5 35,611 26,708

古河市 137,685 103,144 277.6 38,219 28,631

石岡市 72,418 45,734 307.9 22,295 14,080

結城市 50,227 35,818 355.1 17,836 12,719

龍ケ崎市 75,981 50,998 302.8 23,006 15,441

下妻市 41,480 28,201 299.4 12,420 8,444

常総市 59,292 41,923 222.9 13,218 9,346

常陸太田市 48,349 24,782 284.6 13,759 7,053

高萩市 27,966 15,622 252.4 7,059 3,943

北茨城市 41,592 22,318 314.1 13,064 7,010

笠間市 73,775 48,603 295.4 21,795 14,359

取手市 102,595 66,776 213.0 21,852 14,223

牛久市 85,763 78,820 267.7 22,960 21,102

つくば市 236,584 237,333 292.8 69,273 69,492

ひたちなか市 153,006 117,110 314.3 48,092 36,809

鹿嶋市 68,161 59,763 288.8 19,683 17,258

潮来市 27,491 16,398 278.7 7,662 4,570

守谷市 66,290 63,239 198.8 13,177 12,570

常陸大宮市 39,994 23,343 284.9 11,396 6,651

那珂市 53,787 42,528 286.4 15,405 12,180

筑西市 100,046 65,498 271.9 27,204 17,810

坂東市 51,759 34,122 263.7 13,647 8,997

稲敷市 39,583 20,330 271.3 10,741 5,516

かすみがうら市 40,610 27,643 308.0 12,510 8,515

桜川市 39,681 21,673 267.6 10,618 5,799

神栖市 93,214 73,461 232.3 21,658 17,068

行方市 32,303 17,380 273.1 8,823 4,747

鉾田市 45,913 29,984 221.3 10,159 6,635

つくばみらい市 50,825 52,550 186.0 9,454 9,775

小美玉市 49,199 33,833 306.5 15,079 10,369

茨城町 31,362 19,651 277.7 8,711 5,458

大洗町 15,456 7,440 454.8 7,030 3,384
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城里町 18,291 9,433 275.4 5,037 2,598

東海村 37,543 30,303 257.0 9,647 7,787

大子町 16,209 6,832 300.9 4,877 2,056

美浦村 14,512 6,890 305.9 4,439 2,108

阿見町 46,752 36,158 321.7 15,039 11,632

河内町 8,324 3,828 274.4 2,284 1,050

八千代町 21,053 13,758 244.2 5,142 3,360

五霞町 8,241 4,519 356.8 2,940 1,612

境町 23,286 14,690 270.9 6,308 3,980

利根町 15,169 6,912 290.4 4,405 2,007

次に廃棄物の質、つまり低位発熱量の推計方法を式 5-2-2に示す。表 5.2-5 に廃棄物の低

位発熱量を示す。2030 年の市町村ごとの推計結果を表 5-2-4に示す。

ܪܮ_ܹܶܵ ூܸ஻
் = ∑ 1000 ∙ ܪܮ ௪ܸ ∙ ܱܲ ௠ܲ

் ∙ ܹܵ ௠ܶ
ଶ଴ଶ଴ ∙ ௠,௪ଶ଴ଶ଴ܧܻܲܶ ∙ ௠.௪்ସଷܥܧܴ

௠ୀଵ  式 5-2-2

ここで、

ܪܮ_ܹܶܵ ூܸ஻
் : 茨城県から発生し焼却処理される廃棄物の低位発熱量 [GJ]

ܪܮ ௪ܸ: 廃棄物 wの低位発熱量[MJ/ｔ]

表 5.2-5 廃棄物の低位発熱量（湿ベース）

廃棄物種類 w 低位発熱量（MJ/ｔ） ܪܮ ௪ܸ
プラスチック 35,000

紙 15,000

厨芥 3,400

その他 10,000
熱量の出典: 藤井ら（2011）長期的視点からのプラスチック及び雑紙のリ

サイクルシステムの検討 2)

推計は市町村別に算出し、それを集約する工業団地のブロック別及びコンビナートへの

集約単位に集計した。2050 年時点での茨城県における一般廃棄物集約先に供給できる熱量

の推計結果を表 5.2-6 に示す。

表 5.2-6 茨城県における一般廃棄物集約先に供給できる熱量の推計結果

集約先
2050年時点

ｔ／年 TJ／年

シナリオ２

工業団地

IB-1 51,833 620,127

IB-2 139,362 1,606,949

IB-3 42,736 527,505

IB-4 182,087 2,198,370

IB-5 85,594 1,001,009

合計 501,612 5,953,960

シナリオ３ コンビナート 501,612 5,953,960
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（５）発電量の推計

シナリオ１BaU では、2030 年に 100ｔ／日よりも大きい焼却炉については、基幹改良事業

を実施し、発電設備を増築、またすでに発電施設のある施設においても同規模の一般廃棄物

処理施設の高効率な発電設備に更新することとした。また、2050 年には新設される一般廃

棄物処理施設は、高効率な発電設備を導入することを想定した。

このことから、施設ごとに想定した発電量と発電効率を表 5.2-7 に示す。

表 5.2-7 発電量の推計結果

自治体名 施設名称
処理能力

（ｔ/日）

発電量

（kW）
発電効率

北茨城市  清掃センター  180 4,031 13.7％

高萩・北茨城広域事務

組合

高萩・北茨城広域

ごみ処理施設

80

日立市 日立市清掃センター 300 7,363 15.0％

新広域処理施設 210 4,839 14.1％

常陸太田市 常陸太田市清掃センター 焼却施設  100

大子町  大子町環境センター  16

大宮地方環境整備組

合

大宮地方環境整備組合 環境センター 180 4,031 13.7％

城里町  城里町環境センター 熱回収施設  20

新広域処理施設  150 3,244 13.2％

水戸市   水戸市清掃工場焼却施設 330 8,231 15.2％

笠間市 環境センター（笠間・水戸環境組合） 105 2,114 12.3％

笠間市環境センター 80

ひたちなか・海広域事

務組合

ひたちなか・東海クリーンセンター 220 5,112 14.2％

新広域処理施設  520 18,575 21.8％

霞台厚生施設組

合

霞台厚生施設組合クリーン

センターごみ焼却施設

215 4,975 14.1％

新広域処理施設 160 3,504 13.4％

江戸崎地方衛生 土木

組合

江戸崎地方衛生土木組合 環境センタ

ー

100

阿見町  阿見町霞クリーンセンター  84

龍ケ崎地方塵芥 処理

組合

くりーんプラザ・龍  180 4,031 13.7％

牛久市  牛久クリーンセンター 203 4,649 14.0％

新広域処理施設  280 6,791 14.8％

つくば市  つくばサステナスクエア （つくば市

クリーンセンター）

375 9,555 15.6％

下妻地方広域事 務組

合

クリーンポート・きぬ  200 4,568 0.0％

常総地方広域市 町村

圏事務組合

常総環境センター ごみ焼却施設  258 6,168 0.0％

新広域処理施設  220 5,112 0.0％

古河市 （古河地区） 古河クリーンセンター  90

さしま環境管理 事務

組合

さしまクリーンセンター 寺久熱回収

施設

206 4,730 11.9％

新広域処理施設  250 5,944 14.0％

筑西広域市町村

圏事務組合

筑西広域市町村圏事務組 合環境セン

ター

240 5,665 14.4％

新広域処理施設  180 4,031 13.7％

注 1) 発電量及び発電効率は、推計値であり実績値ではない。
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（６）新設する集約処理・蒸気供給施設規模の設定

 「シナリオ１BaU」では、茨城県の広域化計画に則って施設が整備されているものとする。

「シナリオ２工業団地拡大推計」「シナリオ３コンビナート拡大推計」では、2030 年、2050

年時点での廃棄物発生推計量をもとに 280日稼働を想定し、処理規模を決定した。その際、

処理規模の設定は、廃棄物発生推計量を稼働日数である 280で除した日処理量に対し、30％

の安全係数を乗じた量に対応できる処理能力とした。同様に施設規模を想定した。施設規模

の算定結果を表 5.2-8 に、焼却施設の試算条件を表 5.2-9に示す。

表 5.2-8 シナリオ２，３での焼却施設（蒸気供給施設）の規模算出結果

シナリオ 集約先
2050年時点

（ｔ/日）

シナリオ２ 工業団地拡大推計

IB-1 189

IB-2 630

IB-3 -

IB-4 728

IB-5 397

合計 1,945

シナリオ３ コンビナート拡大推計 コンビナート 1,945

表 5.2-9 焼却施設の試算条件

項目
シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３

注釈
BaU 工業団地 コンビナート

2050年焼却施設数 13施設 4施設 1施設 注 1)

年間稼働日数 280日 280日 280日 注 2)

廃棄物処理規模（平均） 173 ｔ/日 190 ｔ/日 1,945 ｔ/日 注 1)

発電効率（平均） 12.90％ - - 注 3)

ボイラー効率 - 85％ 85％ 注 4)

蒸気条件 - 1.80MPaG・284℃ 1.80MPaG・284℃ 注 5)

蒸気供給量 - 71 ｔ/h（4施設平均） 285 ｔ/h 注 6)

配管損失 - 10％ 10％ 注 7)

機器損失（設備効率） - 15％ (85％) 15％ (85％) 注 7)

注 1) 第５章第１節でのシナリオ設定の試算結果に基づく

注 2) 需要家の工場は、廃棄物処理施設よりも稼働日数が多いことを想定し、工場の休業日と処理施設の

休止日を調整することで、280日の供給が可能になる。

注 3) Ohnishi, Fujii et. al., (2018)3)に基づき、第 5章第 1節の施設規模、搬入廃棄物熱量ごとに発電

効率を試算した結果に基づく。

注 4) 一般廃棄物でのボイラー熱回収効率を 85％と想定。

注 5) 第２章モデル工場Ｘの分析のうち、中圧蒸気相当での代替を推計するため、1.80MPaG・284℃を採用。

注 6) 焼却施設規模と蒸気供給能力の単回帰分析より推計。

注 7) エンジリング会社、焼却炉メーター、需要家工場管理者等へのヒアリング結果、機械工学便覧等を参

考にそれぞれ 10％、15％と仮定した。
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（７）集約輸送距離の設定

集約輸送の設定について述べる。シナリオ１～３において、現状の市町村・一部事務組合

は、一般廃棄物の収集・運搬を行い、現状の焼却施設に集めることは同様のものとする。そ

こからシナリオ１では、その場で焼却処理をする。シナリオ２では、現状の焼却施設を集積

場とし、４ブロックで選定した工業団地内まで輸送する。シナリオ３では、現状の焼却施設

を集積場とし、化学コンビナート内まで輸送する。それぞれの地点の位置情報をもとに

Google Mapを用いて道路ネットワークにより距離を算定した。焼却施設と工業団地または

コンビナートとの距離を表 5-2-10 に示す。

表 5.2-10 焼却施設と工業団地またはコンビナートとの距離

自治体名 施設名称
集約先までの

距離(km)

コンビナー

トまでの距

離(km)

北茨城市  清掃センター  IB1 8.5 0

高萩・北茨城広域事務組合 高萩・北茨城広域

ごみ処理施設

8.5 140

日立市 日立市清掃センター 27.2 121

新広域処理施設 0

常陸太田市 常陸太田市清掃センター 焼却施設  51.7 0

大子町  大子町環境センター  49.9 110

大宮地方環境整備組合  大宮地方環境整備組合 環境センター  62.4 99.5

城里町  城里町環境センター 熱回収施設  67.7 91.1

新広域処理施設 0 0

水戸市   水戸市清掃工場焼却施設 IB2 12.5 63

笠間市 環境センター（笠間・水戸環境組合） 29.4 72

笠間市環境センター 29.4 72

ひたちなか・東海広域事務

組合

ひたちなか・東海クリーンセンター 6.4 69.8

新広域処理施設 0

霞台厚生施設組合 クリーンセンターごみ焼却施設 41.1 64.2

新広域処理施設 0 0

江戸崎地方衛生土木組合  江戸崎地方衛生土木組合環境センター IB4 18.8 58

阿見町  阿見町霞クリーンセンター  6.2 56.1

龍ケ崎地方塵芥 処理組合 くりーんプラザ・龍  9.9 53.4

牛久市  牛久クリーンセンター 8.9 68.1

新広域処理施設 0 0

つくば市  つくばサステナスクエア 25.3 101

土浦市 土浦市清掃センター 11.2 82.6

新広域処理施設 0 0

下妻地方広域事務組合

 （常総市石下地区）

クリーンポート・きぬ  IB5 26.7 110

常総地方広域市町村圏事務

組合

常総環境センター ごみ焼却施設  35.9 105

新広域処理施設 0 0

古河市（古河地区）  古河クリーンセンター  15.9 130

さしま環境管理事務組合  さしまクリーンセンター 寺久熱回収施

設

7.7 113

筑西広域市町村圏事務組合 筑西広域市町村圏事務組 合環境センタ

ー

33.8 120

新広域処理施設 0 0
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5.3 需要側の条件設定

 令和４年度までに国内の 15のコンビナートの熱需要推計を実施している。それを基盤に、

今年度は茨城県の工業団地を適用対象として、シナリオ２工業団地拡大推計での熱需要の

特定を行った。コンビナートほど規模は大きくないが、素材産業連携モデルの適用となる。

シナリオ２では、十分な熱需要のある工業団地に焼却炉を新設して熱供給を行う想定とし

ている。なお、本事業の推計は、特定事業者の具体的な生産プロセスについて把握している

わけではないため、実現可能性の調査は別途必要になることを前提とする。

（１）工業団地とその熱需要の特定

作成した熱需要データベースのうち、茨城県で操業している 302 事業所を対象に熱需要

を推計した。ただし、高炉をもつ事業者は、製造プロセスの特性上、清掃工場からの熱供給

への代替が困難であることから対象外とした。なお、これらは、工業団地数では 150箇所に

該当する。

データベースで集計された、302 事業のうち、鹿島コンビナートの特定排出事業者 82 事

業であり、残りが 220事業者であった。これには 145 工業団地が該当する。シナリオ２工業

団地ではこの 145工業団地に立地する 220事業者から候補地を選定した。

既存の工場で熱需要が十分見込める工業団地として、特定排出事業者からの熱需要の多

い工業団地を各 IBに１箇所ずつ設定した。選定にあたっては、工業団地に特定排出事業者

が２事業所以上あり、産業分類（中分類）の事業所が含まれていることを条件とした。産業

分類（中分類）の事業所は、十分な熱需要が見込まれ、300℃、3.0MPa または 400℃、4.0MPa

の蒸気で代替可能なプロセスを有するものである。また、熱需要側の工場はすでに自事業者

内にボイラーまたはコジェネレーション設備を有していると想定した。シナリオ２工業団

地で対象とする工業団地の熱需要推計結果を表 5.3-1 及び図 5.3-1 に示す。

表 5.3-1 シナリオ２工業団地で対象とする工業団地の熱需要推計結果

IB 工場
温水冷水の熱需要

（GJ/年）

蒸気利用

100-200℃

（GJ/年）

200-500℃

（GJ/年）

500℃以上

（GJ/年）

1

１ 4,810 7,074 70,458 138,652

２ 15,026 30,052 40,980 528,643

３ 10,546 15,508 154,463 303,964

合計 30,382 52,634 265,901 971,259

2

４ 7,627 11,216 111,716 219,843

５ 27,550 12,996 7,797 0

６ 479,669 51,657 33,208 162,349

７ 43,150 807 403 2,823

８ 14,447 21,246 211,610 416,422

合計 572,443 97,922 364,734 801,437

3 - - - - -

4

９ 82,532 1,543 771 5,399

10 589,988 63,537 40,845 199,688

11 35,804 669 335 2,342

12 114,035 53,790 32,274 0

13 99,001 1,020,261 44,000 19,250

合計 921,360 1,139,800 118,225 226,679

139



5

14 111,701 52,689 31,614 0

15 42,162 4,540 2,919 14,270

16 17,356 178,863 7,714 3,375

17 15,976 164,645 7,101 3,107

18 28,218 290,800 12,541 5,487

合計 215,413 691,537 61,889 26,239

 図 5.3-1 シナリオ２工業団地で対象とする工業団地の熱需要推計結果

（２）化学コンビナートとその熱需要の特定

化学コンビナートでのブロック（Chemical complex Block : CB）は、令和４年度の報告

書で報告済みであり（図 5.3-2）、その中から、鹿島コンビナートの熱需要値を用いた。5.2

で検討した茨城県の廃棄物を集約した結果と比較しても、十分に熱需要があることを確認

した。

図 5.3-2 石油化学コンビナートのエネルギー需要（令和４年度実施報告書より再掲）

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

70,000,000

80,000,000

G
J/
年

温水冷水 蒸気(100-200℃) 蒸気(200-500℃) 蒸気(500℃＜) 電力需要量

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

IB1 IB2 IB4 IB5

TG
/年

温水冷水の熱需要（TJ/年）

100-200℃（TJ/年）

200-500℃（TJ/年）

500℃以上（TJ/年）

140



5.4 費用対効果の推計

既に発電をしている一般廃棄物処理施設の焼却炉では、3.0MPa、300℃あるいは 4.0MPa、

400℃の蒸気ボイラーを有する。また、県広域化計画で新設をする一般廃棄物処理施設は、

100ｔ/日のものであり発電を想定するスペックになっている。そのため、蒸気ボイラーの設

置は、すべてのシナリオ内で同等に費用が掛かるものとし、拡大推計での費用対効果の対象

外としている。

（１）費用負担の設定

１）各主体の役割

本拡大推計において対象とする費用及び収益を表 5.4-1 に示す。各主体の役割は以下と

した。

経費は、A:焼却炉建設費、B:蒸気供給設備建設費、C:集約輸送コスト、D:売電・買電、

E:蒸気販売収益に区分し、各主体が担う費用として計上した。

排出者を自治体とし、自治体が一般廃棄物の収集・運搬を担い、その費用も負担するこ

ととした。地域の焼却施設での売電収入は、電力会社から自治体へ支払われるものとした。

工業団地及びコンビナートにおける新設の焼却炉では発電はせず蒸気供給のみを行う

こととした。自治体は、自区内で廃棄物を処理せず、集約先の新設の焼却炉へ委託処理す

る。

新設する焼却炉の建設・運営は、新たな広域の一部事務組合を創設すること、あるいは

公民連携の事業体を立ち上げること、完全に民間事業者が運営することが考えられるが、

いずれにしても廃棄物処理と熱供給事業の運営を一体的に担う組織体であると仮定した。

その組織体を「蒸気供給者」とした。

表 5.4-1 シナリオ別主体別の費目

ケース BaU 拡大推計

主体 排出者 需要者 排出者 蒸気供給者 需要者

想定者 自治体 電力会社 自治体 廃棄物処理及び蒸気

供給する事業者

工場群

A:焼却炉 基幹改良ま

たは新設費

- -

＊廃止に伴

う費用は計

算対象外

工場群の近接地での

新設（産廃仕様）

-

B:蒸気供給 - - - 配管敷設と運用 -

C:集約輸送 - - 排出元から

集約先まで

の輸送費

- -

D:売電・買電 売電収益 買電費 - 買電費 -

E:蒸気販売 - - - 売熱益 買熱費
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２）建設費用（A）

一般廃棄物処理施設の建設費は、施設規模（ｔ/日）の関数とし式 5-4-1 に基づき算出

した。延命化・基幹改良費は、建設費の 20％と想定し、算出した。工業団地及びコンビナ

ートに近接する処理施設は、産業廃棄物処理施設の単価を用いた関数とし式 5-4-2 に基

づき算出した。建設費用については、年間の費用対効果を比較するため 20年を償却期間

とし、20で乗じた値を年間費用としている。

௜ܣ_ݐݏ݋ܥ
௉௨௕௟௜௖_஼௢௡௦௧௥௨௖௧௜௢௡ = 2.59 ∗ 10଻ ∗ ௜଴.଻଻ ・・・式ܥܰܫ_݌ܽܥ 5-4-1

௜ܣ_ݐݏ݋ܥ
௉௥௜௕௔௧௘_஼௢௡௦௧௥௨௖௧௜௢௡ = 1.34 ∗ 10଻ ∗ ௜଴.଻଻  ・・・式ܥܰܫ_݌ܽܥ 5-4-2

     ここで、

i： 対象となる焼却炉の ID

施設 ：ܥܰܫ_݌ܽܥ iの施設規模（ｔ/日）

௜ܣ_ݐݏ݋ܥ
௉௨௕௟௜௖_஼௢௡௦௧௥௨௖௧௜௢௡：施設 iを一般廃棄物処理施設の実績値に基づき算定した

建設費（円）

௜ܣ_ݐݏ݋ܥ
௉௥௜௕௔௧௘_஼௢௡௦௧௥௨௖௧௜௢௡：施設 i を産業廃棄物処理施設の実績値に基づき算定し

た建設費（円）

３）蒸気供給設備関連費用（B）

配管の敷設の費用を算定した。本事業で用いた統一した単価(表 5.4-2)で算定している。

なお、配管は、65A のスチールパイプ及び断熱材を想定し、単価を設定している。ただし、

設備敷設に係る建設費は、立地場所によって、架空ラックの敷設や基礎工場が異なってく

るため、事業性の確認時は見積もりをとる必要がある。建設費と同様に 20年を償却期間

とし、20 で乗じた値を年間費用とする。なお、アキュムレーターの使用は想定しなかっ

た。

表 5.4-2 蒸気供給に伴う施設建設及び維持管理費の単価注 1)

大項目 標準原価 蒸気 1ｔ/日単価 導管距離 1m単価

建
設
費

設備費バックアップボイラ：a 189,000千円 2,167千円

ドレンタンク：c 1,000千円 0.50千円

ドレン返送ポンプ：d 3,570千円 1.79千円

据付け工事費：b 82,300千円 41.2千円

電気計装工事：c 110,000千円 55.0千円

建築費：d 47,100千円 23.6千円

配管敷設費（返送用配管を含む）：e 600,000千円 300千円

管
理
費

人件費：f 3,600千円 1.80千円

維持補修費：g 69,500千円 34.75千円

管理費：h 140,000千円 70.00千円

減価償却年数 20 年

注 1) 令和 5年度報告書・第 2章 600ｔ／日の清掃工場での試算に用いた原単位。
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４）集約輸送コスト（C）

前述のように、シナリオ１～３で現状の自治体は、一般廃棄物の収集・運搬を行い、現

状の焼却施設に集める条件は同様とする。シナリオ１BaUでは、自治体内で焼却処理。シ

ナリオ２工業団地では現状の焼却施設を中継して選定した工業団地内まで輸送する。シ

ナリオ３コンビナートでは、現状の焼却施設を中継して、化学コンビナート内まで輸送す

る。それぞれの地点の位置情報から集約先まで Google Map で距離を計算し、輸送原単位

を乗じて輸送コストを算出した。輸送コストの原単位は、10ｔトラック想定で、国土交通

省「標準的な運賃について（告知；令和２年４月 24日）」関東運輸局が提示するｔキロ法

の単価（図 5.4-1）を用いて推計した。単価には上限値、標準値、下限値があり、本推計

では標準値を用いた。

図 5.4-1 10ｔトラックの距離ごとの輸送単価

出典：国土交通省「標準的な運賃について（告知；令和２年 4月 24日）」関東運輸局

５）売電収入及び買電費用（D）

一般廃棄物処理場が発電設備を導入している場合、発電量は、施設内の自家消費量（MWh/

年）と売電量（MWh/年）と区別する必要がある。一般廃棄物処理場で発電をする場合は、

売電量（MWh/年）に電気販売価格（円/MWh）を乗じた値が、売電収入（円/年）となる。

一方、熱供給を行う場合、施設内の自家消費量（MWh/年）は、系統電力からの買電となる

ため、自家消費量（MWh/年）に買電費用（MWh/年）を乗じた値が、買電費用（円/年）と

なる。電気価格を表 5.4-3に整理する。

 なお、施設規模（ｔ/年）と投入廃棄物の定位発熱量（MJ/ｔ）と発電量、自家発電量、

売電量は、Ohnishi, Fujii et. al., (2018)3)に基づき推計している。この論文では、過

去の一般廃棄物処理施設の発電の実績値に基づいた統計解析とボイラー及び発電機の熱

力学的計算を組み合わせた推計式を導いたものである。
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表 5.4-3 電力単価及び CO2排出係数

種類 仕様 単価

電力（買電） 高圧（6000V） 16.6円/kWh

電力（売電） 系統接続注 1） 15.1円/kWh

CO2排出係数 0.470ｔ-CO2/MWh

注 1) 東京電力：夏季 17.37円/kWh（3ヶ月）その他 16.24円/kWh（9ヶ月）

注 2) 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課,廃棄物エネルギー利用高度化

マニュアル,平成 29 年 3 月のうち焼却施設とメタン発酵施設とのコンバインドケー

スの売電単価を採用

６）蒸気販売収益（E）

蒸気供給事業は、需給間の連携により成立するものであり、蒸気販売収益の最大値は、

需要家が、一般廃棄物処理施設からの熱供給によって化石燃料（石炭、重油、天然ガス等）

を削減による化石燃料削減益である。

本推計では、この前提に対し、需要家は、蒸気供給施設に関する投資、保有、運用をせ

ず、蒸気供給者から、蒸気を購入することを想定し、蒸気販売収益は、化石燃料削減益と

等しいとした。

ただし、実際の熱販売収益は、熱の需要家との相対取引など契約によって定まる。その

ため、需要側と供給側で交渉をし、化石燃料削減益を配分し、分け合う。

需要家が蒸気受け取りにより削減できる化石燃料は、第２章で示す、モデルＸ工場のケ

ース１ 復水発電増加を想定した。これは、外部要の変化要因の影響を抑えるため、需要

家側のエネルギーシステムの変更を最小限にとどめる状況を意図した設定である。

第２章の結果を参照し、拡大推計で用いたモデル工場Ｘでの化石燃料削減にかかわる

原単位を表 5.4-4 に示す。その際に用いた各種原単位を表 5.4-5 に示す。

表 5.4-4 拡大推計で用いたモデル工場Ｘでの化石燃料削減にかかわる原単位注 1)

項目
モデル工場Ｘ

（Ａ重油補正）

モデル工場Ｘ

（Ｃ重油・石炭）
単位

化石燃料（重油換算） 352 491 kl/年

ボイラーに投入する熱量 20,835 13,707 GJ/年

ボイラー熱交換後の蒸気熱量 13,686 13,686 GJ/年

年間燃料価格 28,048 25,210 千円/年

CO2排出量 955 1,189 ｔ-CO2/年

稼働日数 330 330 日

焼却施設からの蒸気での時間換算削減量

化石燃料削減量（重油換算） 0.044 0.062 kl/h

投入蒸気 1 1 ｔ/h

年間燃料価格 3,541 3,183 円/h

CO2排出量 0.121 0.160 ｔ-CO2/h

注 1) 第２章の結果をもとに拡大推計用の原単位を整理。
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表 5.4-5 各種原単位

項目 LHV 注 1) CO2排出係数注 2) 価格

Ｃ重油及び 41.2 GJ/kl 注 1) 0.0715 ｔ-CO2/GJ
注 2) 86,500円/kl 注 4)

(2021年）副生油 39.6 GJ/kl 注 1)

Ａ重油価格（2021年）   91,200円/kl 注 4)

輸入一般炭 25.7 GJ/ｔ 0.0906 ｔ-CO2/GJ 49,045円/ｔ注 3)

（2023.1現在）

原油価格（2021年）：参考値 20,900円/kl 注 3)

ボイラー効率 90 ％ 注 5)

稼働時間 7,920 時間 注 5)
注 1) 経済産業省資源エネルギー庁(2018)「エネルギー源別標準発熱量一覧表」

注 2) 地球温暖化対策の推進に関する法律

注 3) 財務省「日本貿易統計」

注 4) 一般社団法人エネルギー情報センター

注 5) 第 2章の想定を参照。

原単位を用いて拡大推計をした際の蒸気量（ｔ/h）あたりの削減効果を（再掲）表 2.2-

7 に示す。

（再掲）表 2.2-7 焼却施設からの蒸気配給による燃料削減効果と CO2排出削減効果

ケース

供給蒸気量

10ｔ/h 20ｔ/h 50ｔ/h

工場の燃料削減効果

MW 【ボイラー燃料＋

買電の燃料換算量】

ケース１ 復水発電増加 4.80 9.59 23.96

ケース２ 系統電力増加 5.72 11.43 28.59

ケース３ 再エネ電力増加 9.68 19.36 48.39

工場の CO2排出削減効

果

ｔ-CO2/h

ケース１ 復水発電増加 1.60 3.21 8.01

ケース２ 系統電力増加 2.50 5.00 12.50

ケース３ 再エネ電力増加 3.24 6.47 16.18

 モデル工場Ｘは、コンビナート内で利用する燃料を想定し、石炭（一般炭）、Ｃ重油、副

生油で計算されている。副生油とは、工場内から排出される副生油を用いているため、Ｃ重

油と同じ価格とした。工業団地ではＣ重油ではなくＡ重油を用いるため、Ａ重油を利用する

工場として値を補正して削減効果を推計している。シナリオ３コンビナートでは、モデルＸ

の値を用いた。

 ただし、削減効果の際、モデル工場Ｘの原単位を用いた削減量が、焼却炉から供給する蒸

気の熱量を上回ることがありうる。その際は、原単位から推計した削減効果と焼却炉から供

給する蒸気の熱量分との割合を算出し、モデル工場Ｘでの化石燃料の削減バランスをもと

に熱量、CO2排出量、燃料費の削減効果を推計した。
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（２）費用対効果・CO2削減効果の推計結果

2050 年時点で費用対効果及び CO2削減効果の推計した結果を図 5.4-2 及び表 5.4-6 に示

す。総額で、シナリオ 1BaU で 22.8 億円／年の費用がかかり、シナリオ２工業団地で 6.28

億円／年、シナリオ３コンビナートで 10.5億円／年の費用となることが分かった。費用対

効果でシナリオ１BaU よりもシナリオ２工業団地、シナリオ３コンビナートで効果があるこ

とを確認できた。

効果の要因として、大規模化による施設の建設単価が削減と工場団地の近接地であるこ

とから産業廃棄物処理施設の単価を用いることでの削減によるものが大きい。売電と比較

して、施設運営に係る売電額を差し引いても蒸気販売益が大きくなることにも起因する。

シナリオ２工業団地とシナリオ３コンビナートは、それぞれＡ重油、Ｃ重油と石炭を代替

することを想定しているため、シナリオ２工業団地での蒸気販売収益は 65.9億年／年、シ

ナリオ３コンビナートで 65.2億円／年と比較して、燃料の削減分に差が出た。

図 5.4-2 2050 年時点の拡大推計の費用対効果の結果（20年償却における年額）

表 5.4-6 拡大推計の費用対効果の結果（20年償却における年額、百万円）

費用対効果項目

2050年時点

シナリオ１

BaU

シナリオ２

工業団地

シナリオ３

コンビナート

A
基幹改良及び新設費 -4,386 0 0

集約処理・蒸気供給施設建設費 0 -3,082 -2,283

B 蒸気供給設備費 0 -65.1 -16.3

C 集約輸送費 0 -1,260 -2,368

D
売電収益 2,104 0 0

買電費用 0 -2,812 -1,895

E 蒸気供給収益 0 6,591 5,514

総計 -2,283 -628 -1,048
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次に CO2の排出削減量を推計した。焼却炉での発電により系統電力を代替するものと想定

し、発電量に系統電力の温室効果ガス排出係数 0.470ｔ-CO2/MWh を乗じ CO2削減効果を推計

した。拡大推計でも、集約処理の対象外の施設も同様の発電設備に更新されることとした。

蒸気供給に伴う CO2削減効果は、表 5.4-4 に基づきシナリオ２工業団地では、蒸気 1ｔ当た

り 0.121 ｔ-CO2/h、シナリオ３コンビナートでは、蒸気 1ｔ当たり 0.160 ｔ-CO2/hの削減効

果とした。

なお、廃棄物の焼却に伴う温室効果ガス排出は、全シナリオにおいて、処理する廃棄物

の量と組成は同じであることから、相殺されるものとして推計の対象外としている。

CO2削減効果を表 5.4-7 に示す。2050年時点での CO2削減効果は、シナリオ１で 9.51万ｔ

-CO2／年、シナリオ２工業団地で 27.2 万ｔ-CO2／年、シナリオ３で 33.8 万ｔ-CO2／年とな

った。発電と蒸気供給の CO2削減効果を比較すると、シナリオ２ではシナリオ１の 2.86倍、

シナリオ３コンビナートではシナリオ１の 3.56 倍の効果が推計された。蒸気供給の効果が

発電と比較して大きくなっているのは、茨城県の広域化計画での一般廃棄物処理施設の規

模が平均 242ｔ／日であり、平均発電効率が 14.5％となり大規模高効率の施設と比較して

小さいことに起因する。仮に、シナリオ 1 において、発電効率 25.0％が達成されるとシナ

リオ２ではシナリオ１の 1.66 倍、シナリオ 3 ではシナリオ１の 2.07 倍の効果となる。よ

って、2050 年時点で集約化シナリオが実現すると、発電と比較して、約２倍程度の CO2削減

効果を確認できた。

表 5.4-7 シナリオごとの CO2削減効果

CO2削減量 単位
2050年時点

シナリオ１

BaU

シナリオ２

工業団地

シナリオ３

コンビナート

削減量 ｔ-CO2 95,117 272,054 338,870

シナリオ 1との比較 倍 - 2.86 3.56

発電効率 25％想定時のシナリオ１との比

較

倍 - 1.66 2.07

シナリオごとの CO2 削減費用を表 5.4-8 に示す。シナリオ１BaU では、CO2 削減費用は、

24,000 円／ｔ-CO2 となる。これは、焼却処理施設の新設費を費用に計上しているためであ

る。拡大推計では、シナリオ２工業団地で 2,307 円／ｔ-CO2、シナリオ３コンビナートで

3,093 円／ｔ-CO2となった。

Ｃ重油と石炭は、Ａ重油よりも排出原単位が高いため、シナリオ３コンビナートでの削減

量が大きくなっている。単位熱量当たりの石炭・Ｃ重油の CO2排出原単位がＡ重油よりも大

きいためで、石炭と原油の精製の伴う副生物（Ｃ重油）に依存するコンビナートでは、削減

の余地が大きいといえる。

表 5.4-8 拡大推計の費用対効果の結果（百万円）

費用対効果項目

2050年時点

シナリオ１

BaU

シナリオ２

工業団地

シナリオ３

コンビナート

CO2削減量（千ｔ-CO2） 95.1 272 339

費用／CO2削減（円／ｔ-CO2） 23,999 2,307 3,093
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（３）主体別の費用対効果の推計結果

続いて、費用負担と便益を受ける主体を明確にし、それぞれの費用対効果を分析する。シ

ナリオ１BaUは、市町村と発電事業者との取引が対象となる。茨城県においては、2030～2050

年付近にかけて、９施設の新設が予定されており、その整備費が費用となる。

 １）自治体の立場

これまで通り分別、収集・運搬を実施し、既存の焼却施設に集めることは、各シナリオ

において同条件とする。

自治体の立場からの費用対効果を図 5.4-3 に示す。シナリオ１BaU では、自治体が、現

状の廃棄物処理体制から茨城県の広域化計画に沿い集約化し、基幹改良及び新設費とし

て、20年償却期間で 43.8億円／年の費用（総額 8,772 万円）を負担する。一方、ほぼ全

焼却炉で発電を行うことで 21.0 億円／年の収益を得る。シナリオ２工業団地、シナリオ

３コンビナートでは、極端な想定として、焼却に関する廃棄物処理費の全額を蒸気供給事

業者に担わせることとする。その場合、自治体は、これまで通り分別、収集・運搬の費用

は発生するものの、その後の処理費はかからない。

基幹改良及び新設費から、売電収益を差し引いた費用について、自治体が蒸気供給事業

者に処理費や運搬費として転嫁することは十分にありうる。

図 5.4-3 主体間の費用負担を考慮した場合の費用対効果の結果（自治体負担分）

（20年償却における年額、百万円）
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２）蒸気供給事業者の立場

蒸気供給事業者の立場での費用対効果を図 5.4-4 に示す。初期費用として、施設の建設

費と蒸気供給設備の費用がかかる。建設費用は、シナリオ２工業団地では、6,165 億円（20

年償却で、30.8 億円／年）、シナリオ３コンビナートでは、4,560億円（20年償却で、22.8

億円／年）となる。規模の経済が働く前提であるがコンビ―ナートに集約することのメリ

ットがある。また、本推計では、配管などの蒸気供給にかかる費用は、全額を蒸気供給事

業者が負担することを想定している。建設費用と比較すると安価である。４つの工業団地

で整備することと比較して、コンビ―ナート１か所で建設する場合は、その分、設備費が

少なく済む。

集約輸送費は、シナリオ２工業団地、シナリオ３コンビナートでそれぞれ工業団地とコ

ンビナートに輸送することを想定すると、総輸送距離が約 590km と約 1,900km と 3.2 倍

の違いがあり、輸送費に差が出ている。シナリオ２工業団地では 12.6億円／年、シナリ

オ 3コンビナートでは 23.7億円／年になる。

また、蒸気供給施設の運転に必要となる電力を購入する必要があり、シナリオ２工業団

地で 28.1 億円／年、シナリオ３コンビナートで 18.9 億円／年が計上された(Ohnishi,

Fujii et. al., (2018)3)に基づく)。

一方、熱需要家への蒸気販売益が収益源となる。2050 年時点で、シナリオ２で 65.9億

円／年、シナリオ３で 55.1億円／年の販売益が見込まれた。これを蒸気単価に換算する

と、それぞれ 3,343円／ｔ-s、2,880円／ｔ-sであった。

この費用と便益の負担の想定だと、シナリオ２工業団地で 6.28億円／年、シナリオ３

コンビナートで 10.5億円／年の赤字となる。

図 5.4-4 主体間の費用負担を考慮した場合の費用対効果の結果（蒸気供給事業者）

（20年償却における年額、百万円）
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 ３）需要家の立場

シナリオ２工業団地で 65.9 億円／年、シナリオ３コンビナートで 55.1 億円／年の化

石燃料削減益となる。それに応じて、蒸気購入費を蒸気供給事業者に支払う。以上の年間

収支と 20年償還を想定した費用の総計を図 5.4-5に示す。

図 5.4-5 主体間の費用負担を考慮した場合の費用対効果の結果（需要家）

（20年償却における年額、百万円）
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（４）蒸気供給事業者の事業性向上にむけた考察

本推計では、燃料削減費用を蒸気価格と等価して計算しており、本来の収益よりも低く見

積もられている。さらに、横断的連携をとることにより生まれる利益が、各主体で偏りがあ

る。この利益が公平に分配されるような価格決定がなされることで、収益の黒字化が可能と

なると考えられる。

３つの観点でこの事業収支の改善が考えられる。

第一に、収集運搬費用として許容範囲の目安として、シナリオ１BaU で、新設した際の施

設費用から売電収入を差し引いた金額を上回らない範囲で抑えることとなる。市町村の費

用対効果で記述したようにシナリオ１BaU での市町村の便益分を蒸気供給事業者に配分す

る点があげられる。もし、集約輸送費のすべて蒸気供給事業者に配分したとすると、シナリ

オ２工業団地で 6.32億円／年、シナリオ３コンビナートで 13.2億円／年の黒字となる。蒸

気供給事業者の収支がゼロとなる分岐点は、市町村がシナリオ１BaUと比較したシナリオ２

で 49％程度、シナリオ３コンビナートで 44％の集約輸送費用配分を蒸気供給事業者に配分

した時であった。

第二に、自治体からの広域の集約輸送費を効率化する点である。本報告では、対象を茨城

県とし、10 トンユニットトラックでの陸路輸送を想定している。中継地の設置や海上輸送

といったより効率的な輸送モードに関する検討は含まれていない。今後、集約輸送に関する

選択肢を拡張し、地域特性に応じた効率的な輸送モードを選択することで集約輸送費を削

減できる。

第三に、需要家が、化石燃料の削減益よりも高額な蒸気価格設定を許容することである。

実際、蒸気供給事業者は、シナリオ２工業団地で 27.2 万ｔ-CO2/年、シナリオ３コンビナー

トで 33.8万ｔ-CO2／年の CO2削減貢献の便益を受ける。上述の需要家部分の記述を鑑み、蒸

気価格を化石燃料削減益の 120％と２割増にすると、シナリオ２工業団地で蒸気価格が

4,011 円/ｔ-s となり蒸気販売益は 79.0 億円／年、シナリオ３コンビナートで 3,455 円／

ｔ-s で 66.1億円／年となる。これにより、蒸気供給事業者は、20年償却の建設費、買電費

用、集約輸送費も含めて黒字を達成できる。
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5.5 まとめ

 工業団地及びコンビ―ナートへの拡大推計、費用対効果を実施した成果をまとめる。

 それに先立ち、推計の前提条件を整理し、その限界を記述する。廃棄物の発生量と質すな

わち組成は、人口推計シナリオに基づいている。そのため、2050 年までの社会情勢の変化

について十分に考慮できていない。そして、焼却炉の集約においては、現状の県広域化計画

よりも広範な集約を前提としている。また、熱需要に関しては、現状の産業構造、立地状況、

生産方法を前提としている。モデルＸがすべての工場を代表することはなく、また現状の立

地工場が継続的に操業しているとも限らない。こうした蒸気供給及び需要の将来シナリオ

の不確実性は、十分に留意する必要がある。

一方、廃棄物処理における焼却の役割は依然として重要であり続け、また製造業は他の産

業と比較して操業年数が長い傾向もある。現状の前提条件は課題を有するが、今後の施策や

事業を考えるうえで基盤となりうる。将来の不確実性も含めたシナリオを作成していくこ

とで、より現実的な転換パスを描くことができる。

以下に得た知見を整理し、考察をする。

・発電と蒸気供給の CO2削減効果を比較すると、シナリオ２工業団地ではシナリオ１BaU の

2.86倍、シナリオ３コンビナートではシナリオ１の 3.56倍の効果が推計された。ただし、

茨城県の広域化計画は十分に大規模化するわけではなく発電効率が低いことで効果が大

きく推計されている。発電効率が高まることを想定すると、発電と比較して、約２倍程度

の CO2削減効果を確認できた。

・蒸気供給事業者の費用対効果は、建設費、買電費用、集約輸送費をすべて負担することを

想定し、需要家が化石燃料削減益と等価な蒸気価格を設定すると、シナリオ２工業団地で

6.59 億円／年、シナリオ３コンビナートで 10.5 億円／年の赤字となる。

・一方、自治体は、シナリオ 1BaU と比較して 22.8億円／年の負担減となることから処理費

等の支払いを通じて蒸気供給事業の収益を向上することができる。例えば、シナリオ２工

業団地、シナリオ３コンビナートの集約輸送費の 49％、44％を負担することで、蒸気供

給事業者の収支がバランスする。

・また、需要家も CO2 削減の便益を得ていることから蒸気販売価格を高く設定することで、

蒸気供給事業の収益を向上することができる。２割増額で、シナリオ２工業団地で 6.81

億円／年、シナリオ３コンビナートで 0.54億円／年の黒字化が達成できることがわかっ

た。

・以上の費用負担と便益の配分を検討することで、シナリオ２工業団地、シナリオ３コンビ

ナートでの蒸気供給事業が収益性をもちうることを示せた。
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5.6 課題

・工場の熱需要推計は、中分類の推計である点、また化石燃料削減及び CO2排出削減につい

てはモデルＸを基準としている。実際の工場は、使用燃料やボイラー、コジェネの設備、

稼働条件などそれぞれ異なる。熱需要推計の精度向上のためには、個社のエネルギー利用

状況を把握し、反映させる必要がある。工場の熱需要推計手法の精査は、今後の産業部門

及び廃棄物処理部門の脱炭素化にとって重要なため引き続き調査研究の継続が重要にな

る。

・2050 年になると社会情勢の変化が予想されるため、設定に幅を持たせる必要がある。焼

却施設は建設してから 30年程度は稼働することを踏まえると、2020 年台の現在から、将

来情勢を加味できる柔軟な検討が必要になる。また、設定値が地域ごとにばらつきが大き

いためその点も考慮した評価フレームが必要になる。

・現状では、過去の時系列パネルデータを用いた解析が地域でのシナリオ設定に反映される

には至っていない。将来の廃棄物の質の推計と SSP の人口シナリオと組み合わせること

で、より実情にあったシナリオ作成が期待できる。また、熱需要データベースも含め、一

般的にも活用可能なデータベースとして公開することで、廃棄物処理及び産業分野の脱

炭素化の検討材料を提供できる。

・事業性を評価する場合、市町村、蒸気供給事業者、熱需要家の３者を区別し、その費用と

便益の配分を検討する必要がある。その際、公平性、公共性の観点から、国・都道府県の

役割の大きいといえる。特に、施設費用の負担、蒸気価格の設定など主体間での配分を促

す仕組みが必要となる。特に、集約輸送費の削減は課題であり、引き続き検討が必要であ

る。

・15 コンビナートでの集約を含め広域でのシステムを検討する場合、都道府県をまたぐこ

とや輸送モードも多様になる。そのため、関係者で、今回提示した基盤データベースをも

とに地域特性に応じた評価方法を構築し、空間範囲と時間範囲を定めた費用対効果をす

ることが重要になる。

出典：

1) 大西悟他；(2022)；産業団地の熱電エネルギー需要の推計手法の開発と福島県地域でのケーススタデ

ィ；第 50回環境システム研究論文発表会講演集；p127-134

2) 藤井実他；(2011)；長期的視点からのプラスチック及び雑紙のリサイクルシステムの検討

3) Ohnishi, Fujii et. al.；(2018)；Efficient energy recovery through a combination of waste-to-

energy systems for a low-carbon city
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第 6 章 課題の整理

本実証では、廃棄物焼却施設からの熱回収の高度化に向けた普及シナリオの課題を整理

することとしており、本業務では、令和３、４年度には、自治体への熱回収に対するアンケ

ートを集約して課題を抽出し、考察した。令和５年度は、これまでの検討を深め、各課題へ

の対応に関して一定の結論を出した。

今年度の検討は本報告書で記載し、３年間を通して取り組んだ課題と整理できた内容は、

別冊：要点整理（Waste to Steam の手引き）としてとりまとめた。令和５年度の業務目標

及び達成事項を表 6-1 に示す。

表 6-1 令和５年度の業務目標及び達成事項

項目 内容

採択時の技術

の状況

廃棄物処理施設で発電が行われているが、その発電効率は 20数％に留まって

おり、最新のガス火力発電所であれば 60％を越える発電効率であることを踏

まえると、効率面では不利である。

本実証の最終

目標

実証を通して廃棄物焼却施設からの熱回収高度化に向けた普及シナリオを取

りまとめる。

これまでの達

成事項

令和３年度

許認可申請手続きに関する論点整理、熱需給関係に必要な要件定義、排出

量削減貢献量の考え方に関する論点整理、その他制度・法令上の扱いとして、

J-クレジット制度、省エネ法、熱版 FIT 制度、廃棄物熱回収施設設置者認定

制度などを整理した。

令和４年度

設計では蒸気供給システムの選択フローチャートの整理、熱 EMS の概念整

理、運用面では蒸気価格の決定要素と、その妥当性の提示方法や公平な価格

設定の在り方について、政策活用面ではインセンティブ設計の在り方を、

総合面では産業への焼却熱供給を社会浸透する概念にするための検討や、ま

とめ方、効果の提示方法について、検討し、とりまとめた。

令和５年度の

業務目標

全国の廃棄物焼却施設の更新や集約を検討する際に、自治体の特性にあわせ

た蒸気の産業利用モデル（自治体の廃棄物焼却施設、工業団地及び化学コン

ビナート）の形で熱回収高度化に向かうことができるよう、普及シナリオを

取りまとめる。

令和５年度の

達成事項

これまでの論点に結論をつけ、要点整理、シナリオ提示に必要な情報として

取りまとめた。

最終達成事項 要点整理とシナリオ提示を通じて、必要なインセンティブを提案し、今後の

普及展開における課題を示すことが出来た。政策提言に繋げることが出来た。

自治体への普及展開を図ろうとする場合、自治体が推進するか否かの判断として、地域住

民にとって理解が得られるか、地域の誇りとなる内容であるかが問われることとなる。焼却

炉がエネルギー供給施設として産業用の熱利用に活用されることはインパクトを持つ地球

温暖化対策であるが、その実現は各自治体の施設整備の在り方にかかっている。そのため、

自治体が選びたくなるような方策として焼却熱の産業利用を提示していくことが必要であ

る。
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そこで、前述の課題と対策等を踏まえつつ、年２回の検討会を通じて議論した内容を基に

社会実装に向けた論点を抽出し、要点整理に収載する内容として結論を出した。検討会での

議論での指摘事項及び対応については、第７章表 7-1、7-2に記載している。

令和５年度にとりまとめた要点の一覧を次に示す。

表 6-2 令和５年度にとりまとめた要点の一覧

要点 説明

１．取組背景の整理 熱利用高度化を導入する動機として、脱炭素化の必

要性及び焦点をあてる対象産業や企業を絞り込ん

だ。技術移行を促進する背景要因を整理し、普及展開

に繋げるための要件を考察した。

２．キャッチーなネーミ

ングの作成

焼却熱の産業利用には、消費者・排出者、熱供給者、

熱需要者が関わるものであり、自治体の選択肢とな

るためには、分かり易く地域の誇りとなるようなコ

ンセプトの見せ方を検討した。

３．事業モデルの設定 焼却炉を核とした地域循環共生圏モデルを実装イメ

ージがわくような「汎用可能なケース」として提示し

た。それらの事業化までのプロセスを計画段階別に

示した。

４．炭素循環プラント化

を前提とした施設整

備の条件

CCU 成立の規模や国外事例での焼却施設の規模を示

す情報を整理した。

５．社会実装シナリオの

作成

提示した、モデル実装の具体的な類型の社会実装の筋

書きについて、各モデルでの処理能力の規模を縦軸、

2050年ごろまでの年月を横軸として図化した。

さらに、各モデルにおける産業プロセスを図示する

ことにより、焼却熱利用の高度化による脱炭素先導

シナリオを構造的に示した。

６．ファクトの作成 費用対効果やごみのエネルギー量に関する原単位に

なりうる数値を作成した。発電、熱風、蒸気供給のエ

ネルギー収支を作成した。

７．環境価値の付与に関す

る検討

J-クレジット、グリーン熱証書、非化石証書等、環境

価値の売買の仕組みが存在する。焼却熱の産業利用

は、どのようなスキームで環境価値を評価し取引され

売るかについて検討した。これまでに J-クレジットや

その他の法制度について検討してきたが、令和５年度

は非化石証書化した際の有用性について検討した。

８．動静脈連携コーディネ

ート機能の創出

エネルギー産業利用における動静脈連携のマッチン

グ・コンシェルジュ事業の提案を行った。
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6.1 要点整理

要点１ 取組背景の整理

 熱利用高度化を導入する動機として、脱炭素化の必要性及び焦点をあてる対象産業や企

業を絞り込んだ。技術移行を促進する背景要因を整理し、普及展開に繋げるための要件を考

察した。これらは、文献調査、及び本事業の参画者とのディスカッション、委託者である環

境省廃棄物適正処理推進課からのご指摘等、また、各位の著作物からの情報を通して検討し、

取りまとめた。

（１）地球温暖化の評価

 20 世紀後半以降の地球温暖化の主な原因は、人間活動である可能性が高いと考えられて

きたが、2021 年の IPCC（気候変動に関する政府間パネル）では、疑う余地がない、と公表

された。

図 6-1 気候変動要因の評価の経過

注 1) NIES 地球環境研究センターニュースより精緻な科学的知見を提供−IPCC 第 1 作業部会第 6 次評価報

告書概要−江守正多（地球システム領域 副領域長）2021年 11月号 Vol. 32 No. 8（通巻 372号）

https://cger.nies.go.jp/cgernews/202111/372001.html

世界のエネルギー起源 CO2排出量（気候変動の国際交渉関連資料）を図 6-2 に示す。その

中でも日本の排出量は、世界全体の 3.1％で中国が圧倒的比率を占める。国民一人当たりの

排出量は中国より若干多いレベルであり、中国は人口が多く排出量に反映されている。G7 の

排出量 23％と比し、それ以外の主要国が 59％を占める。なお、カンクン合意（2010 年にメ

キシコのカンクンで開催された気候変動枠組み条約第 16 回締約国会議（COP16）での合意。

気温上昇を工業化前 2℃以内に抑えるために、2050 年までの世界規模の大幅排出削減及び

早期のピークアウトを共有のビジョンとする前提のもとでなされた一連の合意。）に基づく
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措置行動をした国は 34％となっており、目標達成はなされなかった。今後より一層の具体

性のある施策が求められている。

図 6-2 世界のエネルギー起源 CO2排出量（気候変動の国際交渉関連資料）

注 1) 国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」 2022 EDITIONを基に環境

省作成、https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cop/shiryo.html#05

 このような中、日本・イタリア・カナダ・フランス・米国・英国・ドイツの７カ国と EU が

集まって毎年開催される国際会議、「G7 サミット（主要国首脳会議）」。2023 年度は日本が議

長国となり、5 月 19日～21 日には「G7 広島サミット」が開催され、「G7 札幌 気候・エネ

ルギー・環境大臣会合」において産業の脱炭素化がテーマとなった。「ネットゼロ（カーボ

ンニュートラル）」の実現に向けた取り組みを進めていく必要がある中で、共通ルールの形

成、CCS および CCU/カーボンリサイクル技術が重要となり得ること、産業部門の脱炭素化で

は、ライフサイクルをベースに脱炭素化を評価することの重要性を強調し、共通認識とする

ことが合意された。

（２）産業部門の CO2排出量の内訳

産業の CO2排出量のシェアと内訳を図 6-3 に示す。左側の図は国内部門別 CO2排出量【電

気・熱配分後】であり、国内部門別 CO2排出量のうち、産業の割合が高い（38％）ことが示

されている。産業で利用されている熱の温度帯は 200℃から 300℃の場合が多く、電力に代

替することが難しい領域である。ヒートポンプで代用するには温度帯が高く、LPG や重油や
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石炭を燃料として利用し、蒸気熱を得ている。そこで、焼却熱を産業利用することが有用と

なる。

*：藤井実, 棄物処理・リサイクルにおけるカーボンニュートラルの実現に向けた取り組み

と課題, 都市清掃, 第 76 巻, 第 374 号, 9-16, 2023

右の図は【業種別内訳】である。産業製造業、化学、製紙、食品、機械業では焼却熱より

低い温度帯のプロセスが多く、焼却熱に代替できる業種である。鉄鋼、窯業・セメント業で

は、利用温度帯が焼却熱より高く、電炉への転換や水素利用の検討が進んでいる。

国内部門別 CO2排出量【電気・熱配分後】      【産業の業種別内訳】

図 6-3  産業の CO2排出量のシェアと内訳

次に、業種別に、対処主体となるステークホルダーを具体的な数値を挙げる。業種別にみ

た削減主体の企業数を図 6-4に示す。焼却熱の利用先は、もともと蒸気を多く利用している

化学工業、パルプ製紙工業で 20％、それ以外で 26％を占める。
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（３）熱利用高度化の社会的背景

 日本では、熱回収については、循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号）

第 7 条第 3 号において、再使用及び再生利用がなされないものであって熱回収できるも

のは熱回収がなされなければならないとされている。認定熱回収施設設置者認定制度が導

入されたが、令和４年時点で 21 事業者のみとなっている。

一方で、発電施設の導入は進展した。熱回収を事業化する焼却施設は、発電施設は 396件

で、件数としては全体の 38.5％だが、廃棄物処理能力としては約 12 万トン/日あり、全体

の約 73％が発電付き施設で処理されていることになる。

焼却熱を蒸気として産業利用することが有用であり、技術もあるにもかかわらず国内で

進まない背景を質問されることが多い。その理由として考えられることを検討した。

まず、Geel らは、技術のトランジッション（移行）は、事業実施など試行の場があって

も、産業や科学技術の発展、消費動向など社会システム側での受け入れ態勢が整う事や、背

景要因としての社会的機運の高まりが必要と述べている。焼却熱利用にまつわる情報を収

集・整理した。その結果を政策における廃棄物処理システムの変遷（普及シナリオ設定に向

けた背景として）を図 6-5としてまとめた。

廃棄物処理は、当初は衛生処理に端を発して国内に焼却炉が普及した。大気汚染、ダイオ

キシン問題等の環境規制の強化を経て、よりクリーンな適正処理が行われるようになった。

その過程で、施設は迷惑施設との認識が一般化し、地域に受け入れられる工夫や、自区内処

理を基本とする合意形成が社会的に定着していった。

循環型社会が謳われ、低炭素を目指す機運が生まれ、2000 年に循環型社会形成推進基本

法が導入されるが、この時点では、静脈産業での循環性や効率化に留まるものでありブレイ

クしない。2020 年には日本国で 2050年までにカーボンニュートラルな脱炭素社会を目指す

ことが宣言された。動静脈が連携した循環経済が志向されることにより、それに対応したシ

ステムが求められるようになる。この時点で焼却施設は、静脈で処理を行う側から、動脈と

の連携により迷惑施設から脱却していく時期を迎えたと言える。
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要点２ キャッチーなネーミングの作成

焼却熱の産業利用には、消費者・排出者、熱供給者、熱需要者が関わるものであり、自治

体の選択肢となるためには、分かり易く地域の誇りとなるようなコンセプトの見せ方が必

要である。技術者としての推進とは別に、より分かり易く、社会に普及・浸透する概念とし

てのプロモーションが必要であるとの意見が、検討会で出された。

その検討のため、世界的には焼却反対の世論もある。この主張の論点を整理するとともに、

どのようなコンセプトで提示すべきであるかを検討した。さらに、東海クリーンのプロモー

ションに用いるため、キャッチーと思われるネーミングを選定した。

（１）焼却反対者とその理由の調査

 １）焼却の有用性

焼却熱利用の提案を行うと、「世界的には焼却反対の風向きが強い」という意見をいた

だくことが多い。国際会議でのブーストされた意見が目立つとのことや、EU タクソノミ

ー（持続可能な投資の促進のための枠組みに関する EU規則, 2020/852）では投資を誘導

するために推奨される技術を定義されているが、WtE（Waste to Energy、ただしこの言葉

は、熱利用ではなく焼却発電と理解される場合が多い）はその定義に該当すると読みきれ

ず、投資機会の逸失が危惧される。

循環型社会形成推進基本法では、「再使用及び再生利用がなされないものであって熱回

収できるものは熱回収がなされなければならない」と定められている。EU では、焼却

（waste to Energy）とリサイクル・コンポストの比率が上がり、埋立量の削減に貢献し

ている。EU では、エネルギーリカバリーの定義としてエネルギー効率を指標化し、エネ

ルギー効率が 0.65以上をサーマルリサイクル施設と定義し、施設認定を受けることが出

来る。さらに、焼却されている廃棄物を埋め立て処分すると焼却時に比べて約 2.5 倍の温

室効果ガスが排出される注 2)ことから、有用性は自明と言える。一方で、焼却の普及して

きた国においては、「リサイクル量を増加させて、焼却量を減少させることも課題となっ

ている。」「焼却施設は、単純焼却はレッド、エネルギー回収基準 R1 を満たせばイエロー、

CCU/CCUSが出来ればグリーンになるという意見もある」注 2)との報告がある。

 注 1) 堀尾健太；中央電力研究所社会経済研究所,2021 年 8月 30日

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/21003dp.pdf?v2

 注 2) 脱炭素、ＥＵタクソノミーへ向けた廃棄物処理のあり方研究会「意見交換」におけ

る論点整理：脱炭素、EUタクソノミーへ向けた廃棄物処理のあり方研究会（第 2回）

2022年 6月 28日 https://www.jesc.or.jp/work/tabid/493/Default.aspx

２）焼却反対の主張者とその意見

  国際会議等での反対意見表明者とその意見をピックアップした。

(1)GAIA

Global Alliance for Incinerator Alternatives

https://www.no-burn.org/ja/zero-incineration/

ゼロ焼却の活動を実施（図 6-6）。
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(2)IPEN

International Pollution Elimination Network

https://ipen.org/projects/waste-incineration-toxics-eggs

廃棄物焼却施設周辺で飼われている鶏の卵中の POPs を調査し、焼却と POPs の関連

に関する発言が多い。

(3)CIEL

Center for International Environmental La

https://www.ciel.org/news/plasticandclimate/

プラの生産と焼却が地球温暖化に加担している、という観点での発言が多い。

図 6-6 焼却反対の主張の例
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３）国際会議等での発言の内容

IISD の Earth Negotiation Bulletin のサイト（https://enb.iisd.org/）締約国会議や政府

間交渉委員会など環境関連の国際会議のレポートを作成して公表している。例えば、

Google で、incineration IPEN site:enb.iisd.org で検索すると、以下がヒットする。

https://enb.iisd.org/basel-rotterdam-stockholm-conventions-brs-cops-2022-

summary

（焼却とダイオキシンを結び付けて警告する発言）
IPEN lamented slow progress in disposing of PCB stockpiles and noted that incineration is

a source of unintentional POPs releases. Underscoring the need to use non-combustion
technologies, he urged the Secretariat and the GEF to consider deploying support for
developing technologies for local treatment in developing countries.

焼却反対者は、焼却がダイオキシンや CO2の発生に寄与し、社会をリサイクルならない

状況に立たせることを阻害し、ごみを出さない生活を目指す考えと相反するものに感じ

る観点から反対していると分かった。

（２）既存プロジェクトでのネーミング情報の収集整理

 焼却熱の産業利用プロジェクトのネーミング/キャッチコピー/コンセプトを表 6-3 に示

す。韓国では国家エコインダストリアルパークとしてプロジェクト化されている。ベルギー

アントワープ港の ECLUSE（図 6-7）は、水門という意味であり蒸気ネットワークを表してい

る。「ネットワーク」「グリーンヒート」「ハブ（センター）」といった意味合いが採用されて

いる。一方で、需要に応じて電熱両用をしているためと考えられるが、蒸気利用をしていて

もそれを強調せず、WtE プラントや、発電プラントとして銘打っているものも散見された。

表 6-3 焼却熱の産業利用プロジェクトのネーミング/キャッチコピー/コンセプト

国 都市 事業者 プロジェクトのネーミング等

韓国 蔚山 Koentec社 国家エコ・インダストリアル・パーク

ベルギー アントワープ INDAVER社 SLECO社 ECLUSE、グリーンヒートプロジェクト

オランダ ロッテルダム AVR社 地域熱ネットワーク

ドイツ

ハンブルク MVR 社 産業エネルギー効率ネットワーク

クナザック EEW社 グリーンエネルギー供給

ベルンブルク PreZero社 クローズドループリサイクル

シュタースフルト REMONDIS社 EfW プラント

スイス
ルツェルン Renergia社 エコロジカル EfWプラント

ヴァインフェルデン KVA社 エネルギーハブ

フランス シャランペ B+TEnergie France社 廃棄物発電プラント
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図 6-7 グリーンヒートプロジェクト通称「エクルーゼネットワーク」のプロモーション

注 1) エクルーゼネットワークとは、ベルギーアントワープ港 INDAVER社のプロジェクト
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（３）キャッチーなネーミングの要件提示

以上を踏まえて、キャッチーなネーミングの必要要素を以下にまとめる。

・公衆衛生の確保、公害防止技術、埋立処分の回避、CCUによる炭素循環、処理に対する

適正な費用負担、生活や経済の多様性をカバーできる社会システムの必要性を示せる

ものがよい。

・自治体の産業振興面でも採択のモチベーションとなるように、循環経済を意識できるビ

ジネスが創出できるという点が、想起されるものが良い。

・WtE が、焼却熱を産業利用することよりも、廃棄物発電やカスケード利用される温水の

地域供給を連想されやすい。発電、温水利用と異なる、蒸気利用の圧倒的な熱利用効率

をイメージできるものがよい。

 社会に浸透するためには、分かり易い概念としてネーミングすることが必要と考えてい

る。既に社会に浸透している Waste to Energy（WtE）は、発電との区別を明確にしていな

いが、廃棄物発電を想起しやすい。そこで、電力と区別するために、スチームという言葉を

取り入れ、焼却熱の産業利用の概念を分かり易く示す言葉として「WtS」を提案した。

 このフレーズは、定義されているものではないが、インドに関わる業務において担当者か

らも耳にしており、自然体で表現するのに使われていた。

案１ Waste to Steam（WtS）: ウェイスト toスチーム

 上記 WtEは、脱炭素の概念は含まず、焼却熱を産業利用することを指す。このほか、エコ

なイメージを持たせる意味で、「グリーンスチームソリューション」を挙げた。

案２ Green Steam Solution: グリーンスチームソリューション

 一方で、国立研究開発法人国立環境研究所では、大規模熱利用及び CCU の仕組みによる

炭素循環について「ライフサイクルカーボンニュートラル（LCCN）」を提唱している。これ

は、ライフサイクル全体で炭素均衡な仕組みであるという意味を持つ。CCUが付帯していな

い状態では、WtSであり、これを LCCN-Ready と呼ぶ。WtSやグリーンスチームソリューショ

ンが、焼却熱野産業利用のみを指すのに対し、LCCN は炭素循環ループを閉じることまで含

めた概念である。

案３ Life Cycle Carbon Neutral（LCCN）：ライフサイクルカーボンニュートラル

以上の検討から、すでに浸透している WtE の韻を踏まえつつ、発電との差別化を表現した

点で、キャッチフレーズとして案１の WtS を本実証で用いることとした。実際に大きな施設

では熱電併給を行うため、広義の WtEに該当するが、WtSは、蒸気供給を強調できるものだ

と考えた。
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要点３ 事業モデルの設定

 焼却炉を核とした地域循環共生圏モデルを実装イメージがわくような「汎用可能なケー

ス」として提示することを目指して、事業モデルを設定した。それらの事業化までのプロ

セスを計画段階別に示した。

（１）本実証の位置付け

環境省は、中央環境審議会 循環型社会部会第 37 回 （令和３年４月６日）資料１「2050

年カーボンニュートラルに向けた廃棄物分野の脱炭素対策について」において、「資源循環

分野からの地域循環共生圏モデル（2050 年に向けたイメージ）」（図 6-8）、及びその実現の

際の主な技術要素の方向性（図 6-9）を提示した。

本実証の位置付けは、の素材産業連携モデル、地域製造業連携モデルに該当し、その具体

的な実装イメージや方法を、事業モデルとして提示するものである。

図 6-8 2050 年に向けた地域循環共生圏のイメージ
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図 6-10 主な技術要素の方向性

（２）検討の経緯

 焼却熱の産業利用は、廃棄物を焼却したエネルギーで蒸気を得て、工場へ送気して利用す

るものである。これが大規模になれば、炭素回収及び活用する技術が適用できる可能性が高

く、将来的に炭素回収・素材リサイクル拠点となりうる。従って、ライフサイクル全体での

カーボンニュートラルが叶うシステム作りの過程にある技術と捉えることが出来る。これ

には、一般廃棄物の輸送技術を高度化し、効率的に集約する仕組みを構築が必要となると同

時に、廃棄物の発生分布を踏まえた施設整備が必要となる。

現実社会では、自治体の処理責任があるため横断的俯瞰的に国全体の処理システムをデ

ザイン配置することは困難である。従って、各自治体がライフサイクル全体においてカーボ

ンニュートラルな廃棄物処理へ参画していけるような魅力的なモデルを提示したり、支援

施策を投入したりすることにより、市場原理に従って、今後の廃棄物処理施設整備計画にお

ける更新メニューの一つとして選択していただけるような情報を作成し、広報していくこ

とが重要となる。広報しやすいよう、的確で分かり易く納得感のある事業モデルとなるよう、

類型化した。

（３）事業モデルの参考情報の収集

 既存の補助事業や民間での検討事項を事業モデルの参考としつつ、本実証を通して得た

要点を基に情報を整理し、検討した。整理対象の検討事例を表 6-4 に示す。
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表 6-4 モデル化整理対象の蒸気供給検討事例

年度 エネルギー供給施設

需要地

で供給

既設

需要地

へ供給

新設

供給地

へ需要

新設

需要の

プロセ

ス変更

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）

令和３

年度

神奈川県横浜市鶴見工場

横浜市鶴見工場に隣接する化学工場へ蒸気供給

○

株式会社クレハ環境

ウェステックかながわ （産業廃棄物焼却施設）

・ウェステックかながわで 生じる余熱を近隣工場

で利活用する

○

J&T 環境株式会社 川崎エコクリーン（産業廃棄物

焼却施設）

・川崎エコクリーンで生じる余熱を近隣工場で利

活用

○

令和４

年度

東海クリーン 産業廃棄物処理施設

・東海クリーンの焼却施設に、ほしいも残渣の飼料

化施設の誘致

・地域の熱利用マッチングによる焼却施設からの

エネルギー回収高度化実証（平原南工業団地）

○  ○ ○

令和５

年度

三光株式会社江島工場（鳥取県境港市）

・一廃産廃焼却施設である江島工場（76.6ｔ/日）

から針葉樹構造用合板を製造工場へ蒸気供給

○

コンビナートや工業団地で検討シナジーがあると考えらえる会議体や企業体

地域の熱利用マッチングによる焼却施設からのエネルギー回

収高度化実証（NIES/IAE/EXRI）令和３年秋

・コンビナート Aに立地する企業４社のデータをモデル化し

て、省エネ性、環境性を確認

 ○

京葉臨海コンビナートカーボンニュートラル推進協議会

令和４年 11月 24日

・京葉臨海コンビナートのカーボンニュートラルを推進

 ○

周南コンビナート脱炭素推進協議会 令和４年１月６日

・「周南カーボンニュートラルコンビナート構想」及び「周

南コンビナートカーボンニュートラルロードマップ」を策

定した

 ○

水島コンビナート発展推進協議記カーボンニュートラルネッ

トワーク会議 令和４年 11月 24日

・水島コンビナートのカーボンニュートラルの取組につい

て、情報を共有し議論する

 ○

川崎カーボンニュートラルコンビナート形成推進協議会・川

崎港カーボンニュートラルポート形成推進協議会 令和３年

５月 12日

・世界に先駆けて、カーボンニュートラル社会の実現をけん

引し、市民生活と調和した産業が集積し発展しながら、市

民の誇りとなるコンビナートの形成を基本理念とする

○ ○

JFEエンジニアリング株式会社/スタンダードケッセル・バ

ウムガルテ社 令和３年１月 14日

・フランス国シャランペ市の廃棄物発電プラントから、隣接

する化学工場へ蒸気供給し、一部は自己消費し発電に使用

 ○

・ベルギー国アントワープ港のコンビナート「ECLUSE」

令和元年開始

・Indaver社がパートナーと共同で、廃棄物発電施設の蒸気

を５社に輸送するパイプネットワーク「ECLUSE」を建設

 ○

オランダ国ロッテルダム港 AVR「地域熱ネットワーク」

・高圧下でのプロセス蒸気を、ロッテルダム港の企業を含む

産業界の顧客２社に直接供給している。

 ○
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焼却熱の産業利用が行われている場所や検討されている場所として、下記の種類が確認

された。

・偶然に需要と供給の立地が近いもの同士での蒸気代替を試行するもの（横浜市、J&T 環

境、クレハ環境、三光社）

・偶然の立地で近い者同士で元々は蒸気を利用していない工場を蒸気利用に転換させる

もの（東海クリーン社）

・化学コンビナートのような産業集積地に焼却施設を立地させて焼却熱を提供するもの

（各コンビナート）

（４）熱利用パターンの分類

焼却熱供給を行う場合、焼却炉のスペックと周辺需要家の種類によって、検討事項もコス

トも変わる。初期想定別の投資額の差異と各ケースでの CO2削減コスト（東海クリーンの施

設規模（90ｔ/日）で事業を行う場合での試算）を表 6-5に、焼却熱の需給設備検討フロー

と熱利用パターンの分類を図 6-10に示す。

 東海クリーンは、工業団地内に存在する単純焼却の既設炉である。ボイラがなく需要家は、

アスファルトプラントと鋳造工場であり、元々スチームを利用する製造プロセスではない

工場であった。既設で始めるケースとしては、最も投資額が大きくなるパターンであった。

一方で、新設のボイラ付きの焼却炉を一から建設する場合、単純焼却にボイラを後付けす

るよりも、6.8億円安価に建設できる。ボイラを設置しても、発電しかできなければ自家消

費分で終わってしまい、売電収益が得られず採算が合わない。しかし、近隣に熱需要があり

蒸気供給できれば、ボイラをつけることで熱を有効利用でき、採算のあう事業を実施するこ

とが可能である。

 事業実施を考える際、熱需要があることを前提として、以下の点を考慮する必要がある。

・既設か新設か

・既設の場合ボイラがあるかないか

・需要家がスチーム利用の工程であるかどうか

・既設でボイラが無い場合、隣接地に熱需要があるか

上記のうち、ケース別に事業化の検討事項が変わってくるが、成立しないのは、焼却炉が既

設でもボイラがなくブロワ取り付けをしても近隣に土地がなく需要がないまたは需要を誘

致できない場合である。それ以外のケースでの熱利用は可能である。
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表 6-5 初期想定別の投資額の差異と各ケースでの CO2削減コスト

（東海クリーンの施設規模（90ｔ/日）で事業を行う場合での試算）

施設整備 既設 既設 新設 新設

需要家のボイラ なし あり なし あり

追加投資

（百万円）

配管＋ACC -323 ○ ○ ○ ○

需要家熱交換器２工場 -104 ○   ○

ボイラ付き焼却炉のボイラ設備 -1,060     ○ ○

単純焼却に後付けのボイラ設備 -1,741 ○ ○

施設整備費合計 -2,168 -2,064 -1,487 -1,383

年間の運営費合計（百万円） -38

年間の売熱収益（百万円） 288

年間の CO2排出量（ｔ-CO2） 4,090

CO2削減コスト（円/ｔ-CO2） 34,689 35,961 43,015 44,287

投資回収年数 8.7 8.2 5.9 5.5
注 1) 90ｔ炉に発電をつけると採算が合わなかったため、新設の場合焼却発電施設にせず全量を蒸気供給

する想定。

注 2) 東海クリーンの元々の焼却炉の施設整備は 35億円（担当者談）である。ボイラ付き焼却炉の金額

を、総コストの 25％程度が発電に必要な設備でそこからタービン 3.1％を除いた金額として推計し

45億 6千万円とした。その上で、35億円をさしひいた金額を熱供給のための初期ボイラ費用とす

る。初期から整備されていれば追加で整備するよりも安価になる。焼却施設の整備分は、処理費で

賄うためここでは相殺されるものとして、施設自体の整備費は考慮しない。

https://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/h24_report03.pdf

注 3) 二酸化炭素排出量は、4,553ｔ-CO2/年（廃棄物由来＋ボイラ稼働による買電＋需要家の削減量

図 6-10 焼却熱の需給設備検討フローと熱利用パターンの分類
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携
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携
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回
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。

①
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熱
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蒸
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（６）事業の進め方枠組み

社会実装に向けて本格的に検討するには、実データで検討するフェーズに入ることが重

要である。また、事業の可能性を見出し、コーディネートする存在が必要不可欠となる。事

業化検討フェーズごとの検討項目を図 6-12 に示す。各方法でのポイントを赤枠で示した。

a) 素材産業連携モデルでは、コンビナート内の廃棄物のデータベースを作成し、マテリ

アルフローも、併せて検討するとよい。

b) 地域製造業連携モデルでは、熱需要不足に備える必要がある。

c),d) いずれのモデルでも、どこでどのレベルの合意を取るのか予め決めておくと、関

係者から自由な意見が出やすくなる。

（図 6-13の注釈）

注 0) システム概念作成

・主導者が必要。トップダウンもボトムアップも、両方からアプローチをすることで時短に繋が

る。なお、韓国では、エコインダストリアルパーク（EIP）計画を通じて事業推進体制が整備さ

れた。EIPセンターは、下記を継続し、次の発展に向かっている。

・意識啓発活動、利害関係者とのコミュニケーション、低コスト化を実現する知識 know-howの集約

と発信：大西：韓国地域 EIP センターが促す焼却熱の工場利用の実態：廃棄物資源循環学会誌，

Vol. 30, No. 4, pp. 270 - 276, 2019

注 1) 熱需要調査

・年間指標（燃料消費量、CO2排出量、購入電力量）

・主要なボイラ、蒸気タービン、ガスタービンなどの定格値、通常運転値

・主要な蒸気ヘッダー条件（温度、圧力、送気量）

・燃料ガス・油の種類、代表的な組成

・代表的な運転データの入手（最長稼働の条件）

・エネルギーシステムフローの作成

・省エネルギー診断（ピンチテクノロジー）

注 2) 供給条件設定

・焼却炉規模、蒸気条件、配給割合、配管サイズ、焼却施設から工場までの距離

注 3) 建設候補地の仮設定

・土地の広さを基にプラント設計や前処理工程の設定を行う計画変更はありうるが、需給側での実

施意思の表明となる

注 4) 詳細な技術の検討

・蒸気供給の年間スケジュール案、蒸気供給ブレの範囲、廃棄物の前処理レベル、施設の概略設計

注 5) 運用規定等の協議

下記について、責任分担範囲を明確化する。

・蒸気需給の変動幅の想定

・流量計や圧⼒計設置場所（工場側境界など）

・バックアップボイラーの保有者（既設を利用するか再検討）

・蒸気輸送中のロスの負担者（焼却施設側が負担）

・緊急遮断弁の責任者

（焼却施設側）

注 6) 施設設計

以下の留意点を踏まえて施工する。

・配管帯を公道に隣接して設置する場合、熱膨張吸収ベント分を考慮した幅で設置する。

・公道を横切る際には埋設もしくは架台設置する為、公道管理者と協議する。

・他工場の取り付け道路部を横切る際には、了承を取り付ける。
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要点４ 炭素循環プラント化を前提とした施設整備の条件

要点３で示した、①素材産業連携モデル「熱需要地での焼却炉新設」では、廃棄物処理施

設を最大限に集約し、産業集積地の熱需要に供給する目的を持つ。産業集積地では、時間当

たり 1,000～2,000 トンの蒸気を利用することがあり、焼却熱の供給が、概ね日処理量 700

ｔ/日で蒸気が 100ｔ/h 程度であるため、全量を廃棄物焼却熱で賄おうとすると 7,000ｔ/d

～14,000ｔ/d の施設が必要となる。実際には燃料代替の一部を担うものであることから、

コンビナート全体をカバーすることは相当な集約が必要であるが、例えば、時間当たり 100

ｔ/h 規模の工場であれば、全量を代替することは不可能ではない。

さらに、将来を戦略的に見据えれば、焼却施設を炭素循環プラントとし、蒸気供給と CCU

を同時に満たすような施設で、採算性のあう事業を成立させることが必要である。

そこで、CCUの成立にはどれくらいの施設規模が必要であるのか、国外事例での焼却施設

の規模を示す情報を整理した。さらに、広域化による施設集約を考える際、素材産業連携モ

デルでは、どの程度までの施設規模を見込めるのかについて検討を行った。

（１）CCUができる焼却炉の規模に関する文献調査

検索ツールと方法を以下に示す。国内外施設の CCU 付帯の焼却施設の施設規模に関する

文献調査結果を表 6-6 に示す。

検索ツール：① Google Scholar、② J-STAGE、③ Science Direct
検索ワード：CCU、焼却炉、規模等

結論：既存知見としては、「（カーボンニュートラル化）CO 2 回収設備（ CC ）を設置し

た際にエネルギー自立する処理規模は 375ｔ/ 日以上。」との情報のみであった。

エネルギー的に自立できることと、事業としての成立は別とも考えられ、投資回収

を踏まえて事業採算性が確保できる CCU 焼却炉の規模そのものの知見は、国内外

で見当たらなかった。

表 6-6 国内外施設の CCU付帯の焼却施設の施設規模に関する文献調査結果

No. 著者 所属 年 タイトル 結論

[ｔ/日]

備考_論文以外は【】。

1 田中朝都

他

(一社)日本

環境衛生施

設 工 業 会

技術委員会

2021 廃棄物焼却施設

における CCUS

への取り組み

300ｔ/日

（ 100 ｔ /日

×3 炉）

300ｔ/日でできている

例。

2 前田有貴

他

(株)神鋼環

境ソリュー

ション

2021 都市ごみ焼却施

設における高速

飛灰炭酸化処理

技術の検証

138ｔ/日（46

ｔ/ 日×3炉）

神鋼環境ソリューショ

ン技報 Vol. 18 No. 1

（2021／9）

流動床式ガス化燃焼で

できている例。

3 高岡昌輝

（6森岡泰

樹）

（7皆川雅

志）

京都大学大

学院

（6 (株)タ

クマ）

（7 JFEエ

ンジニアリ

ング(株)）

2022 CCU/CCUS に関す

る日本国内の動

向

（6 2050年カー

ボンニュートラ

ル化に向けた⼀
般廃棄物を取り

375ｔ / 日以

上

（国内総容量

12,052ｔ/日）

流動床式ガス化燃焼で

できている例。【脱炭

素、ＥＵタクソノミー

へ向けた廃棄物処理の

あり方研究会 （第２

回）資料】

「CO2 回収設備（ CC ）
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 巻く環境の変化）

（7 ⼀般廃棄物

処理の中間処理

(焼却)における

カーボンニュー

トラル化の可能

性）

を設置した際にエネル

ギー自立する処理規模

は 375ｔ/ 日以上」

「（カーボンニュート

ラル化）焼却施設規模

で 12,052ｔ/日の焼却

炉に CO2 回収設備設置

が必要と試算。」

数値の元文献見当たら

ず。"

4 毛利紫乃 (株)東和テ

クノロジー

2020 地域循環共生圏

形成における廃

棄物エネルギー

利用施設の果た

す役割と可能性

10ｔ/日 参考として

5.1  佐賀市 2021 令和４年度脱炭

素化・先導的廃棄

物処理システム

実証事業（地域バ

イオマスの利活

用による清掃工

場の持続可能な

運用システムの

実証） 委託業務

成果報告書

300ｔ/日

（ 100 ｔ / 日

×3 基）

【令和 4 年度環境省

委託事業報告書】

「佐賀市では平成 15

年（2003 年）に供用開

始した計画処理 300ｔ

/日（100ｔ/日×3 基）

の佐賀市清掃工場（以

下、本施設）において、

可燃ごみの焼却処理を

行っている。」

5.2   2021 カーボンニュー

トラルに係る事

例紹介

300ｔ/日

（ 100 ｔ / 日

×3 基）

5.1の関連 PDF【資料 2】

佐賀市清掃工場におけ

るごみ焼却施設からの

CCU

焼却能力： 300ｔ /日

（100ｔ/日×3炉）

8 Thomas H.

Christensen

Technical

University

of Denmark

2021 Climate change

impacts of

introducing

carbon capture

and utilisation

(CCU) in waste

incineration

― CCU 付帯焼却炉の最小

規模についての言及な

し。

規模に関しては以下位

の記述。

「 年 間  450,000 ～

500,000 トンの  MSW

の焼却能力により、生

産される化学物質の量

は、化学製品に応じて

年 間  140,000 ～

410,000 トン程度にな

る可能性があり、追加

の副産物の量も同様に

多くなります。」

9 M. de Leeuw オランダ政

府

2022 DECARBONISATION

OPTIONS FOR THE

DUTCH WASTE

INCINERATION

INDUSTRY

― CCU 付帯焼却炉の最小

規模についての言及な

し。

CCU に関してのみ以下

位の記述（要約）。

「CCUは、夏は園芸用に

炭素を使い、冬は貯蓄

用にしている。」

（２）施設規模の調査
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大型焼却炉は、CCU 適用可能な施設となる。文献上では、エネルギー自立の目安として 375

ｔ/日の施設規模が提示されていたが、事業採算面での閾値は不明である。CCU の事業採算

性は炭素の環境価値を大きな要素としているため、その不確実性の高さから、どの程度の大

きさが必要であるかは、現時点では予測不可能と考えられる。

海外の WtE施設では、コンビナートを中心に廃棄物焼却熱が有効利用され、規模の大きな

施設が登場し、海外から一般廃棄物を輸入して燃料利用しているケースも存在する。国内で

の施設集約の規模の参考として、海外の施設規模と比較した。データソースを以下に示す。

欧州と日本の焼却発電施設の件数と平均規模を表 6-7 に示す。欧州施設の情報源にした

2020 年の欧州の廃棄物発電プラントマップを図 6-13 に示す。欧州と日本の焼却発電施設規

模のグラフを図 6-14に示す。

国内焼却炉：環境省一般廃棄物処理実態調査令和３年度集計結果のうち発電設備があり

稼働実績のある焼却施設とした。

国内の人口：総務省データより、１億 2,494 万人

欧州焼却炉：CEWEP, Confederation of European Waste-to-Energy Plants の WtE 施設マ

ップ（https://www.cewep.eu/interactive-map/）からの情報を基に、各国

で DB が存在する場合はそのデータを用いて施設情報等を確認し、平仄をと

って整理した。欧州の EtW 施設リストを表 6-8に示す。

欧州の人口：外務省データより、該当 20 か国を合計４億 7,719 万人

図 6-13 2020 年の欧州の廃棄物発電プラントマップ

表 6-7 欧州と日本の焼却発電施設の件数と平均規模

項目 欧州 日本 欧州/日本比

焼却発電施設件数 446 件 395 件 1.1

人口 ４億 7,719万人 １億 2,494万人 3.8

焼却炉１基当たりの処理人口平均 72万人/施設 41万人/施設 1.8

施設規模平均 665 ｔ/d 302 ｔ/d 2.2
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集計の結果、欧州の施設件数は 446 件で日本の 1.1倍、１件あたりの施設規模平均は

665t/d で日本の 2.2倍、欧州人口は約 4.8 億人で日本の 3.8 倍であった。焼却施設１件あ

たりの処理可能人数は欧州が 72 万人で日本は 41 万人となった。

図 6-14 欧州と日本の焼却発電施設規模

表 6-8 欧州の EtW施設数リスト

番号 国名 施設数 番号 国名 施設数

1 アイルランド 2 11 スロバキア 2

2 イギリス 40 12 ハンガリー 1

3 ノルウェー 16 13 オーストリア 11

4 スウェーデン 36 14 スイス 31

5 フィンランド 7 15 イタリア 37

6 エストニア 1 16 オランダ 10

7 リトアニア 3 17 ベルギー 16

8 ポーランド 6 18 フランス 123

9 ドイツ 85 19 スペイン 13

10 チェコ共和国 4 20 ポルトガル 2

21 日本 395

注 1) イギリスは、国が焼却施設のデータベースを公開しており、市説明

等の詳細が把握できたため、そのデータで集計した。

（３）考察

 日本の焼却施設は欧州に比べて小さく、焼却発電を有する施設の平均規模で 2倍以上の

差があった。合理化や熱需要とマッチングした立地での合理化も進んでいる。大規模集約

が不可能ではないことを示している。

今を出発点として大規模集約するには時間がかかるが、建替え計画や実際に調査設計が

本格化する前に、地域循環共生圏モデルが自治体の施設整備の選択肢となるよういっそう

の働きかけを行う事が必要である。
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東京二十三区

清掃一部事務組合
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要点５ 社会実装シナリオの作成

モデル実装の具体的な類型の社会実装の筋書きについて、各モデルでの処理能力の規模

を縦軸、2050 年ごろまでの年月を横軸として図化した。さらに、各モデルにおける産業プ

ロセスを図示することにより、焼却熱利用の高度化による脱炭素先導シナリオを構造的に

示した。以下に説明する。

（１）一般廃棄物処理施設の段階的な集約

 海外事例においては、千から数千トン規模の焼却施設で熱供給を行っており、この規模を

日本で収集しようとする場合、多くの自治体の連携が必要となる。先に提示したモデルは、

素材産業連携モデルは長期的視野に立って整備する必要がある。

 素材産業連携モデルが実際に機能するためには、時間をかけて周辺の一般廃棄物処理施

設の廃止や計画変更を待ち、受け入れられる体制を確保して集約の受け口を作っておくこ

とが段階的に集約していく方法となる。第５章での推計結果を引用し、茨城県の広域化計画

を基にした焼却施設の廃止・集約を図 6-15 に、拡大推計の費用対効果の結果を表 6-9 に示

す。

図 6-15 茨城県の広域化計画を基にした焼却施設の廃止・集約シミュレーション

181



表 6-9 拡大推計の費用対効果の結果（百万円）

費用対効果項目 2050年時点

BaU
工業団地

4カ所シナリオ

コンビナート

1カ所シナリオ

総計（百万円） -2,283 -628 -1,048

CO2削減量（ｔ-CO2） 95,117 272,054 338,870

費用／CO2削減（円／ｔ-CO2） 23,999 2,307 3,093
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（２）各モデルにおける全国への広域化（イメージ）

①素材産業連携モデル

コンビナートや産業集積地への一廃処理施設の集約を想定し集約した場合を想定して、

素材産業連携モデルの焼却施設配置イメージを図 6-16 に、地域製造業連携モデルの適用

イメージを図 6-17 に示す。素材産業連携モデルでは、海外で増えつつある３～４千ｔ/日

処理量の範囲を目安としつつ、圏域でくくりを設けて示している。なお、３～４千ｔ/日

については、この規模の施設が１箇所あるという想定ではなく、数百トン規模の施設が、

あるエリアに複数ありネットワークを形成しており、それらの処理能力の合計としての

規模である。

単純焼却や小型で効率の低い焼却発電は、廃止までの有効利用を図りながら、最適化さ

れていくものとなる。究極条件の場合の目安として示している。

図 6-16 素材産業連携モデルの焼却施設配置イメージ

（近隣ブロック同士での集約を行った場合の全国の施設配）

都道府県名
4000t/dの
施設件数

施設規模
t/d

北海道 1.06 4,248

青森, 岩手, 秋田, 0.97 3,862

宮城, 山形, 0.90 3,614

福島, 茨城, 栃木, 1.85 7,384

群馬, 埼玉, 千葉, 3.81 15,250

東京都 3.09 12,364

神奈川, 1.99 7,973

新潟, 富山, 石川, 福井, 山梨, 長野, 1.97 7,867

愛知, 1.80 7,188

静岡, 0.93 3,704

岐阜, 三重, 0.99 3,960

滋賀, 京都府 0.86 3,446

大阪府 2.41 9,630

奈良, 兵庫, 和歌山, 1.99 7,973

岡山, 島根, 鳥取, 0.85 3,382

広島, 山口, 0.95 3,816

四国 0.94 3,778

九州 3.26 13,057

沖縄, 0.39 1,559

合計 31.0 124,055.6
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 ②地域製造業連携モデル

  地域製造業連携モデルを全国展開するという条件での焼却施設数の規模感を想定する

ものとして、国内にあるアスファルトプラントを例に試算した。

国内にある千カ所のアスファルトプラントでは、現地で砂乾燥を含めた骨材の焼成が

行われている。焼却施設１箇所が、アスファルトプラント５カ所と連携して、乾燥砂を供

給する場合、必要となる焼却施設は 200 箇所となる。年間３千万ｔの可燃性一般廃棄物が

200 箇所の施設で処理される場合、処理量に安全率として 1.3倍を乗じ、１施設あたりの

施設規模が平均約 700ｔ/日となる。実際には、乾燥事業のすべてがアスファルトプラン

トとの連携をすることはなく、食品乾燥やその他多様な熱利用プロセスと連携して事業

化される様相を呈すこととなる。

図 6-17 地域製造業連携モデル（資材乾燥ビジネス）適用イメージ

（５カ所に１箇所の焼却施設で砂乾燥事業を行った場合の施設連携）

単純計算で、５カ所の焼却炉のう

ち１箇所で乾燥事業を創出する。

これにより単純焼却の施設を廃止

して 200カ所程度が残る。

全国にアスファルトプ

ラントが 1,000箇所

数カ所のプラントに乾燥砂

を配給し燃料削減する
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 このように、①、②で示したものはそれぞれのシステムを全国展開した場合の極論である

が、実際には、将来的に①をプランニングしながら、既存施設での②の導入により直近での

熱利用効率を高めつつ、単純焼却を廃止し、②で成立する場合には継続して活用しつつ、①

の整備により、廃棄物の広域処理と大規模熱利用への集約が均衡するポイントに至ると考

えられる。

（３）普及シナリオの作成

 地域循環共生圏モデル（地域製造業連携、素材産業連携）のシステム図を図 6-17に示す。

素材産業連携モデルは CCUSが付与されれば、将来的なグリーン技術になるとも言われて

いる（EUタクソノミー、前述）。それが可能となる素材産業連携は、地域循環共生圏モデル

のシステム図の中でも、熱利用による動静脈の脱炭素のキードライバーとなり得る。それは、

燃料消費の大きい産業プロセスの燃料消費を削減する新事業となるだけでなく、エネルギ

ー産業集積地に廃棄物処理を据えることで炭素循環拠点となるためである。

日本の廃棄物処理施設をこのモデルに転換していくことを視野に、その他の廃棄物処理

施設を徐々に集約させたり縮小したりすることが、有用となる。

【システム図（図 6-18）の解説】

背景：焼却炉は迷惑施設とされ、区内処理方針や熱需要から距離のある場所に立地されて

きたため、熱利用の高度化が遅れている。

目的：焼却熱利用を高度化することにより動静脈の両産業を脱炭素化する。

   焼却炉をエネルギーセンターとしてだけでなく脱炭素拠点としての位置付けで活

用できるよう、産業への組み込みが必要。

   その導入シナリオを具体的に提示する。

対象：自治体の焼却施設と産業（素材産業・製造業）、連携可能な民間事業者

主体：政府、自治体、民間事業者（動静脈）

課題：①既設炉での熱回収と単純焼却の廃止及び新設による大規模熱利用の創出

②産廃で実施されている効率的な広域輸送技術（コンテナ、ベール）の一廃適用

   ③熱供給と CCU のエネルギーバランス条件の検討

   ④情報管理（焼却炉施設整備計画、熱需要、熱需要地での用地情報の DB化）

⑤熱の需給マッチング事業の創設

   ⑥広域輸送への補助制度の導入

   ⑦熱回収施設設置者認定制度、炭素税の活用

   ⑧国民への普及啓発により自治体が選びやすい民意醸成
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要点６ ファクトの作成

費用対効果やごみのエネルギー量に関する原単位になりうる数値を検討し、作成した。

 焼却熱の活用を各ステークホルダーで検討する際に、有用と考えられるデータについて

検討した。ヒアリング等を通じて多く聞かれる質問とともに、それに関する回答やファクト

を示す。

Q１ どれくらいの焼却施設規模で何トンの蒸気を供給できるのか？

A１ F/S 結果や実装済みの施設情報から回帰曲線を作成したところ、施設規模 700ｔ/d の

施設で 1 時間あたり 100ｔの蒸気供給が行えます。

図 6-21 施設規模と蒸気供給可能量の相関

注 1) F/S結果や実装済みの施設情報から回帰曲線を作成

Q2 素材産業連携モデルにおいて、焼却施設からの蒸気供給は、化学コンビナート全体での

蒸気利用量に対し、どれくらいの寄与率になるのか？

A2 化学工場では、１工場あたり 200ｔ/h～400ｔ/h の蒸気利用があり、コンビナートの規

模によるが、エリア全体で 1,000～2,000 ｔ程度消費しています。化学コンビナート

での蒸気利用量 1,000～2,000 ｔ/h に対し、700ｔ/d の焼却施設から 100ｔ/h（コン

ビナート全体の 0.5~１割）の熱を化学産業に供給可能です。

Q3 蒸気利用と電気利用との回収熱量の違いは？

A3 蒸気利用と発電での回収エネルギー量の違いをエネルギーフローを図 6-22,23 に示し

ます。蒸気でタービンを回して電力を得るが、発電効率は施設規模によって異なりま

す。概ね１～２割であり、100ｔ/d 程度の施設規模で 12％程度。蒸気として利用する

と熱利用効率は８割から９割あり、総元エネルギーに対し、7 割程度が利用可能とな

ります。
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図 6-22 一般的な条件でのエネルギフロー図（発電と蒸気利用）

図 6-23 東海クリーンの条件におけるエネルギーフロー図（発電、熱風、蒸気利用）

注 1) 施設規模 90ｔ/dにおいて、最大効率 6.8ｔ/hの蒸気を定常的に供給する。炉の構造、後付け工事で

あることから、通常のボイラより熱回収量を小さめに設計している。

最終的な利用分
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Q4 ごみ 1ｔあたりで、どれくらいの熱量ですか？

A4 ごみ１ｔあたりの熱量ごとに異なりますが、1ｔあたり 10GJでＣ重油 227Ｌに相当しま

す。その時の CO2削減量は、0.5ｔです。各エネルギーの物理的な熱量に換算すると、ご

み１ｔ熱量のＣ重油換算量と CO2削減量を図 6-24 に示します。

図 6-24 ごみ１ｔあたりのＣ重油（左）とＡ重油（右）換算量と CO2削減量

Q5 焼却炉から蒸気利用で、工場ではどれくらいの燃料を削減することになりますか？

A5 需要家工場の種類によりますが、コンビナートで蒸気１ｔあたりＣ重油を 82L 削減で

きます。供給蒸気あたりボイラ燃料の削減量（Ｃ重油ベース）を表 6-8に示します。

表 6-10 供給蒸気あたりボイラ燃料の削減量（Ｃ重油ベース）

注 1) コンビナートでは、Ｃ重油を使うことが多いため、Ｃ重油で計算している。複数の工場の実データを

もとに、工場として妥当なシステムを設定したモデル工場Ｘから導出した値。

Ｑ６ 300℃の蒸気１t あたり何 GJ で、１GJ あたりの熱価格の目安はいくらですか？

Ａ６ 目安として分かり易く言えば、300℃の蒸気１ｔあたり約３GJ です。東海村実証の条

件では、工業団地内で焼却炉にボイラと配管に投資しても事業採算がとれる金額は、約

２千５百円/GJ（15€）でした。投資内容や、需給者同士での責任分担により価格が協議

されますので、あくまで目安です。

蒸気量 C重油 L
1t/hのとき 82 0.26 t-CO2/h

10 t/hのとき 821 2.65 t-CO2/h
20 t/hのとき 1,643 5.30 t-CO2/h
50 t/hのとき 4,106 13.25 t-CO2/h

CO2量
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Q7 工場に蒸気を受け入れると、もともと蒸気で発電していた場合に発電を別の方法で賄

う必要が出てきます。それでも CO2削減になるのですか？

A7 再エネで補う場合が最も効果が高いですが、系統電力の購入、復水発電の実施に置き換

えても、CO2削減に繋がります(図 6-25)。蒸気受入によるコンビナートの省エネ余地は、

約 25％あります。

図 6-25 化学工場モデル X への受け入れ蒸気量と CO2削減効果

注 1) 蒸気受け入れにより自家発電分の補完ケース１～３

・改善効果（エネルギー消費量削減、CO2排出量削減）を確認した。

→中圧蒸気 50ｔ/h を受け入れた場合、燃料削減効果は 6.5％（24.0MW 分）、CO2 排出削減効果は 7.6％

（8.0ｔ/h分）

図 6-26 化学工場モデル X での省エネ余地（Rカーブ解析結果）

注 1）実際の工場の実績データを基に作成したモデル Xを用いて検証した結果、Rカーブ解析で、エネルギ

ーシステムの省エネ（効率改善）余地を把握した。

→省エネ余地把握 24.6ポイント分あった。

→この省エネ余地達成には、60MWのガスタービンシステム導入が必要だが、その導入費は高額である。

蒸気受入することによって、低価格で改善ができる。
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要点７ 環境価値の付与に関する検討

 J-クレジット、グリーン熱証書、非化石証書等、環境価値の売買の仕組みが存在する。焼

却熱の産業利用は、どのようなスキームで環境価値を評価し取引され売るかについて検討

した。

（１）既存制度の確認

これまでに J-クレジットやその他の法制度について検討してきた。現行の環境価値取引

の仕組みを、表 6-11に示す。

表 6-11 現行の環境価値取引の仕組み

種類 条件 所管

J-クレジ

ット

燃料削減目的

施設間でのプロジェクト登録可能

EN-S-011未利用排熱の熱源利用

環境省、経済産業省、

農林水産省

グリーン

熱認証

再エネ由来

100％由来のみの熱と電気

CO2排出削減といった付加価値を持った熱と

考えることができる。

一般財団法人日本品質保

証機構

・売買の仲介事業者も複数

ある

 →脱炭素エナジー

e-dash など

非化石証

書

非化石由来

由来（再エネ以外も含む）電気のみ

➡熱も対象にできないか

日本卸電力取引所（JEPX）

➡熱の場合はどの機関で実

施するのか？

J-クレジット制度では、燃料削減目的での熱源との連携をプロジェクト登録する枠が既

に存在する（EN-S-011未利用排熱の熱源利用）。クレジット益は、需要家側での付加価値と

なるため、蒸気価格に反映するなどが需要家との協議事項となる。本スキームでは、スコー

プ３の範囲で熱効率の向上を評価していないため、広域処理により焼却炉を集約すること

自体は評価されない。焼却熱利用をしていることが、焼却炉側の付加価値になれば、廃棄物

処理の付加価値として委託処理費に還元することができれば、収集運搬の競争力向上につ

ながると考えられる。

グリーン熱証書は、100％再エネ由来のみの熱と電気が対象となる。一方で、CO2排出削減

といった付加価値を持った熱と考えることができる。これらはグリーン熱の持つ「環境価値」

と呼ばれている（脱炭素エナジー：https://www.datsutanso.jp/14896726419785）。非化石

分は再生可能エネルギーと認める場合や、化石燃料であっても、間接的に化石燃料を削減す

る価値を持つ燃料という点では、廃棄物焼却熱の全部または一部をグリーン熱であると定

義することはあり得ると考えられた。

非化石証書化した際の有用性についても検討した。熱の取引は需給間のみであれば関係

者が限定されるため、電力の要に立地に寄らず取引できるような仕組みにする必要性は高

くない。しかし、熱の非化石が証明できれば、グリーン熱認証で再エネ由来を証明できるよ
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うに、活用により間接的に化石燃料を削減することを価値化できる。現行の非化石証書の概

要を表 6-12に示す。

表 6-12 現行の非化石証書の概要

 区分
FIT 1非化石証書

（再生可能エネルギー指定あり）

非 FIT非化石３証書

再生可能エネルギー2

指定あり

再生可能エネル

ギー指定なし

対象電源

・太陽光

・風力

・小水力（出力 3万 kW未満）

・地熱

・バイオマス

・卒 FIT電源

・大型水力

（出力 3万 kW以上）

・太陽熱

・自然界に存在する熱

（地熱以外）

・原子力

・CCS付き火力

・水素・アンモ

ニア（グレー含

む）

証書売手 低炭素投資促進機（OCCTO）4 発電事業者

証書買手 小売電気事業者需要家と仲介者 小売電気事業者

取引所 日本卸電力取引所（JEPX）
注 1）FIT電源とは、再生可能エネルギー源の中でも特に発電分野において安定的なエネルギーの供給、環

境負荷低減の目的から導入促進を図るべきものとして政令で定めるものをいう。

注 2）再生可能エネルギー電源とは、太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として

永続的に利用することができると認められるものとして政令で定めるものをいう。

注 3）非化石エネルギー電源とは、電気、熱又は燃料製品のエネルギー源として利用することができるもの

のうち、化石燃料以外のものをいう。

注 4）電力広域的運営推進機関：改正電気事業法に定められた広域運営推進機関。電源の広域的な活用に必

要な送配電網の整備を進めるとともに、全国で平常時・緊急時の需給調整機能を強化する

廃棄物由来の熱と、バイオマス由来の熱との区別をどのように熱の非化石証書として反

映しうるかを整理するため、非化石証書の熱源区分の仮説を立てた。表 6-13に示す。利用

シーンとしては、炭素価値を取引するシーンよりも、CSR活動報告など、対外的に環境価値

のある熱を供給していることを示す場合が考えられる。他方、循環型社会形成推進基本法で

定められる廃棄物焼却熱供給施設設置事業者認定制度でも同様の機能を果たすことは可能

と考えられる。

表 6-13 非化石証書の熱源区分の仮説

 区分
再エネ由来熱の非化石証書

（バイオマス）

非エネルギー起源熱の非化石証書

（都市ごみ）

対象熱源

・間伐材などエネルギー利用目的で森

林から切り出された木材

・建築廃材由来の木材チップ

・一般廃棄物のうちプラスチック由来

を按分して除いた熱

・一般廃棄物（プラを含有するものの

扱いの検討が必要）

・CCUを付帯している焼却炉から発生す

る熱

証書売手 熱供給事業者（国が認定）

証書買手 熱需要家

取引所 売買関係で相対取引
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要点８ 動静脈連携コーディネート機能の創出

実証等で実施したヒアリングや意見交換を通じ、事業マッチングの重要性や難しさが指

摘された。例えば、マッチングに必要な情報の収集整備、マッチングはどの機関が主体で行

うのか、中立の立場が必要などの意見が上がった。

現在の焼却施設の立地で熱供給先がない、または見つかるきっかけがないことが、現在、

実装が進んでいない要因の一つである。立地に恵まれていても、熱供給自体への理解や廃棄

物由来といったイメージが先行し、理解活動や企業間連携調整に労力がかかることもある。

さらに、各企業の熱利用情報が開示されていないことや、廃棄物処理の施設整備計画が自

治体ごとに異なるため、県による広域調整が行われつつも、熱利用を前提としない既存のコ

ンセプトを踏襲すると、脱炭素へのイノベーションの立場を取りにくいと言ったことも生

じる。

本実証では、WtSに関して法制度面を調査したところ、廃棄物焼却熱回収施設設置者認定

制度や、補助事業の創設、新たな廃棄物処理施設整備計画、新たな循環型社会形成推進基本

計画に、動静脈連携や広域的な処理による廃棄物処理の合理化・効率化の考え方が取り入れ

られていることも確認してきた。

このような施策条件が整う中でも、自治体現場でより具体的に検討を進めていくには、熱

供給事業創出のノウハウを持って、コンセプトを分かり易くつたえたり、当事者間の引き合

わせや、当事者間のコミュニケーションを支援していくコーディネーターの存在が不可欠

となる。

地域内でのコーディネーターは、地元の有力企業から担当が生まれたり、地元の銀行系コ

ンサルタントがその役割を担ったりすることが考えられるが、地域内の力関係や企業のモ

チベーションにより、ボトムアップやトップダウンの両方のルートでの働きが功を奏すこ

とになる。

一方で、ある地域とある地域の両方を見て、横断的に情報を把握して全体の方向性を支援

する国の立場としての地域間連携を意識するコーディネーターの存在も、俯瞰目線で情報

を共有する観点から重要となる。

そこで、エネルギー産業利用における動静脈連携のマッチング・コンシェルジュ事業の提

案を行った。

先行事例として、国土交通省の「下水道エネルギー拠点化コンシェルジュ事業」が挙げら

れる。地域バイオマスの利活用ポテンシャル、下水熱のエネルギーを線形診断して改良のポ

テンシャルを把握し、これらを基に専門家からの助言やディスカッションを提供し、事業の

社会実装が促進されている。

ごみ焼却施設の熱利用はポテンシャルも大きいことから、同様な制度を設けてコーディ

ネートを活発化を検討することは、マッチングへの課題認識の解決につながる。焼却熱の産

業利用におけるマッチング事業の提案を図 6-27 に示す。
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■国内のマッチング可能性を、DB を使って特定する。

■自治体に対して熱利用の提案をプッシュ型で行う。

図 6-27 焼却熱の産業利用におけるマッチング事業の提案

• 焼却施設の更新を計画している自治体職員に対し、

熱需要地域への焼却炉の誘致や新事業創出につな

がる関係者マッチングを支援する。

• 環境・産業政策結び付けた動静脈連携と事業創出に

よって、サーキュラーエコノミーを促進する。

• 産業の脱炭素化モデル（素材産業連携、地域製造業

連携）

• 環境省及び関係省庁職員、経験のある自治体職員、

有識者を交えて助言等を行う。

（提案）廃棄物焼却エネルギーの産業利用マッチング事業

【実施フロー】

【改善可能性の確認】 【ポテンシャル調査支援】
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6.2 要点整理集の作成

 WtS の社会実装には、技術課題のほか、組織体制やインセンティブやポテンシャル把握と

いった非技術的課題に対応することが求められる。

３年間の実証を通じて把握した要点整理集を作成した。以下に目次を示す。本要点整理集

は、報告書の別冊として収載した。

脱炭素化・先導的廃棄物処理システム

焼却施設からのエネルギー回収高度化（高効率化）普及促進のための要点整理

Waste to Steam の手引き

第１章 はじめに

1.1 社会全体の熱利用効率の向上に対する焼却炉のポテンシャル

1.2 地球温暖化の国際的評価

1.3 脱炭素方策としての焼却熱の産業利用

1.4 焼却熱の産業利用への取組と導入への社会背景

第２章 概念 ～社会浸透しやすい概念の提示～

2.1 Waste to Steam（WtS）

2.2 社会実装の事業モデルとシナリオ

2.3 ファクト集

2.4 モデル別費用対効果

第３章 設計 ～原理と基礎的な技術 QA～

3.1 原理

3.2 製造プロセスのリデザイン

3.3 事業化のステップ別実施事項

3.4 技術

第４章 運用 ～検討結果や参考事例の提示～

4.1 蒸気価格の相場について

4.2 価格の公平性

4.3 責任分界点の設定（協議事項）

4.4 事業実施体制

4.5 廃棄物熱回収施設設置者認定制度の紹介

第５章 政策 ～インセンティブの確認・提案～

5.1 国の法制度体系における戦略性

5.2 予算面で必要な支援

5.3 マッチング支援機能の創出

5.4 熱の非化石証書の提案

5.5 熱利用マッチング共用 DB の創出

巻末資料 1 東海クリーン実証の成果

巻末資料 2 熱供給事例

巻末資料 3 海外における廃棄物の広域輸送事例
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第 7 章 令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域の熱

利用マッチングによる焼却施設からのエネルギー回収高度化実証）検討

会の開催

（１）設置要綱の作成及び委員委嘱

「令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域の熱利用マッチングに

よる焼却施設からのエネルギー回収高度化実証）検討会」の設置要綱を作成し、４名の有識

者に委員委嘱を行った。

（２）検討会の開催

委員の同意を得て、令和５年度は２回の検討会を開催した。検討会に当たっては、会場用

意、資料作成、司会進行、議事録作成、謝金支払い等を実施した。開催形式は、都内の貸会

議室にて対面開催とオンライン併用の開催とし、対面開催の際は感染症対策に留意し、マイ

クの消毒や参加人数に比して広い会議室の確保等を行った。検討会資料は報告書の業務資

料として収載した。

１）第１回検討会の開催

事務局からの進捗状況の説明、議論すべき論点の提示等を行い、それに対する検討会委

員及び環境省から情報提供や指摘が出され、質疑応答を行った。開催概要を以下に示す。

また、指摘事項と対応事項を表 7-1 に示す。

日時：令和５年９月５日（火）15時～17時

場所：TKP新橋カンファレンスセンター 13Cホール

（東京都千代田区内幸町 1-3-1 幸ビルディング 13 階）

議題：作業計画、進捗共有、議論

次第：ご挨拶（環境省、座長）

１．前回の指摘事項と対応

２．作業計画と進捗共有

３．議論

４．その他
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表 7-1 委員及び環境省からの指摘事項と事業者側の対応方針

論点 指摘事項（発言抜粋） 対応方針

熱の非化石

証書

・この熱の非化石が証明できれば、グリーン熱認証の

ような再エネ由来を証明できる。その場合は、バイ

オマスの対象ということになると思うが、その電

気の時の、いわゆる非化石というのと、今回の熱の

場合に、バイオマスだけを考えるのか、それ以外の

部分も非化石であるという位置づけになるのか、

そのあたりを考えていくことになると思う。（Ｂ委

員）

・廃棄物由来の熱と、バイオマス

由来の熱との区別をどのよう

に熱の非化石証書として反映

しうるか、整理する。

・2050 年で全部再エネ電力になり、CO2 排出ゼロの

電力を買えばいいということもあるだろうが、大

きくなった時には自力で賄うこともあるのでは。

その分タービンを設置することで、イニシャルコ

ストが上がるが、その位置づけを、ガイドライン設

計をするにあたって、確認しておいたほうがいい

と思う。（Ｂ委員）

・オランダでは、施設のエネルギ

ー効率を熱/電比で評価し、数

値が大きいほど高効率な施設

と評価されている。

・良い指標になりうると考える

ため、ガイドラインでは、こう

いった事例を紹介する。

焼却熱の産

業利用に関

する手引き

・ガイドラインの読者を誰に想定するか。コマーシャ

ルという意味でも自治体には当然見てもらう。自

治体さんのごみ焼却施設の運用の仕方と、今回考

えるような需給を見たときの運用の仕方で多分違

ってくるかと思う。今、自治体がやってるのは、そ

の能力決める 280 日という、稼働日数を基に決め

ていく。そうなると片炉、２炉、複数炉あっても１

炉運転が 1/3 くらい出てくる。相手が需要側に予

備のボイラーがあるといっても、全炉運転を相当

する運用の仕方だと思う。それらの違いもガイド

ラインの中に入れておくべきと思う。（Ｂ委員）

・280 日での稼働としつつ、その

最大能力で蒸気供給可能量を

設定すると過大になると理解

した。

・運用を検討する場合の留意点

として記載する。

・一般廃棄物処理施設への適応を基本として記述す

ることをお願いしたい。（環境省）

・その方向で記述する。

概念の浸透

に向けて

・国際的な発信力をもって、技術の有効性について、

データに基づいて発信できるかということ。企業

側にとっては、最近では自然関連財務情報を含め

て、環境分野での情報開示が求められている。そう

した流れのなかでこのような熱効率向上の技術を

活用してカーボンニュートラルに貢献していると

いうことが選択肢の一つになれば良いと思う。今

回のテーマである、蒸気熱を使って効率を良くす

るということを、何とかものにする方向で議論、実

証、データを揃えていくことに期待している。（Ｄ

委員）

・焼却反対の声には、ダイオキシ

ン問題と結びつけて批判する

古い情報を基に発信するもの

がほとんどであった。

・この認識が、炭素循環と脱炭素

に必要な施設である、との認識

に更新されることが必要と考

えた。

・概念の浸透に向けて、実証デー

タから分かりやすいエビデン

スを揃えていく。

・どういった名称で呼んでいるのかは素朴な疑問で

あった。わかれば後日でも共有してほしい。（Ａ座

長）

・海外の事例では、焼却発電を謳

うものが多かった。しかし、一

部はグリーンスチーム、エコイ

ンダストリー、ネットワークと

の焼却熱の産業利用を特徴と

するものがあった。
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２）第２回検討会の開催

事務局及び事業者側による業務説明や論点の整理結果等の説明を行い、それに対する

検討会委員及び環境省から情報提供や指摘が出され、質疑応答を行った。開催概要を以下

に示す。また、指摘事項と対応事項を表 7-2 に示す。

日時：令和５年 12月６日（水）15時～17時

場所：AP虎ノ門 11F ルーム B

（東京都港区西新橋 1-6-15 NS 虎ノ門ビル（日本酒造虎ノ門ビル）11階）

議題：進捗報告、審査会報告、論点の議論

次第：１．ご挨拶（環境省、座長）

２．ディスカッション

３．各章のトピック共有

４．その他

表 7-2 委員及び環境省からの指摘事項と事業者側の対応方針

指摘 対応

１．資料の作り方

・どこまでがファクトの情報で、どこまでがこの事業で検証さ

れた点なのかを、もう少し分かりやすくしていただいたほう

が良い。（環境省）

・要点整理と報告書作成の際、実証フ

ァクトと提案と知見とを切り分け

て分かり易く提示した。

２．要点整理のまとめ方

・ターゲットをしっかり絞って、実際に建設する際のコンサル

ティング用に熱利用というものを検討していただくファク

トといったものを集めたものである、というところを取りま

とめていただいて。（環境省）

・あとはそれぞれの目線に対してそれぞれの発信はあると思い

ますが、その辺りをしっかり明確にしていけば、残り数ヶ月

ですけども形になってくるのではないかと感じました。（環

境省）

・今回の実証事業では、熱利用のマッチングということなので、

市町村が建てる、もしくは一部事務組合とかで建てる人は誰

で、その人たちに対して適切なプロモーションは何なのか、

というところと、やはりマッチングなので、産業界あるいは

産業団地だとわりと都道府県が所管しているところが多い

と思うが、そうすると、市町村と都道府県と言っても、やは

り都道府県と市町村だと、特にセクションが廃棄物と産業部

門だと全然違いますので、そういったところをより整理して

いって、細かいところにどうプロモーションしていくべきか

というところがあったほうがよい。（環境省）

・プロモーションという点では対象や

内容は多様であるが、実証として必

要な目線軸を定めてとりまとめた。

・都道府県と市町村との連携が必要な

点、役割が異なる点をモデル別に明

記した。

・自治体に、熱利用の有用性を検討し

てもらうときに提案する資料を作

るファクトを並べていく。自治体の

担当者、市に向けて出せる資料を作

っている、というふうにまとめて輪

郭をはっきりさせた。

・ターゲットを主に自治体職員向けと

した。

・検討材料を提示して、皆が考えるき

っかけになるようにした。

３．普及シナリオの提示

①モデルの整理

・具体的には、アスファルトプラントは熱の発生場所は焼却炉

で、そこに乾燥させるものを持ってくるという考え方。真ん

中の工業団地は焼却炉の近くに需要を持ってくる。最後のコ

ンビナートは、巨大な熱需要のところにごみを持っていくと

いうことになっているのですが、ここに熱源であるごみや、

乾燥や熱需要の対象物がどこにあるのか、どう移動するのか

・乾燥事業については、抽象化したモ

デルとして表現できるよう整理し

た。

・蒸気価格をベースに損益分岐点を明

確にした。

・茨城エリアレベルの推計ではデータ

が不足するが、それを決めるファク
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という整理をすると、もう少しわかりやすくなるのではない

か。（Ｃ委員）

・例えば食品ごみなどを集めて焼却している工場があって、乾

燥すれば飼料になるのであれば、そこでそういうこともでき

る気もします。（Ａ座長）

・需給の規模が仮に小さくてもある程度ペイできるように、損

益分岐点ができるだけ下がっていくようなモデルができれ

ば、全国的な実装という意味ではコンパクトに軽量にできて

いくということも一つ、個人的には興味深いと思っている。

（Ｄ委員）

ターや成立条件をモデル別に整理

した。

②検討段階別の実施事項一覧

・既設のものについてもこういうものも作る予定ですか。検討

も踏まえながら、既設のところでやるのもそれは大変そうで

すが、可能な範囲で検討いただければと思います。（Ａ座長）

・既設の場合の検討プロセスも作成し

た。

③ファクトの整理

(1)メリデメ

・ディスカッション 10（費用対効果やごみのエネルギー量に関

する原単位になりうる数値の作成）のところにこういう推計

が入ってきて、かつ、需要側と供給側でどんなメリットがあ

るかを示せると良いと思います。集約化したときのメリット

が、需要側、供給側で試算したものがあると、非常に良いの

ではないかと思います。（Ａ座長）

(2)日欧の施設規模

・日本は全体で、海外は恣意的に選ばれているものを比較して

もどうなのか、我々としても海外のほうが静脈メジャーとい

うか大きな企業があるのは理解しておりますが、比較対象を

揃えないと良くない。何をここで示すべきかをもう少し丁寧

に検討されたほうが良いのではないかと思います。（環境省）

・4,000 ｔ/d という規模は本当に現実的なのかなというとこ

ろも含めてよくよく検討する必要がある。（環境省）

・欧州、日本の WtEの焼却施設規模で

比較するグラフを作成した。

・本実証で得たデータに基づき、数千

トン規模として、補足した。

４．需要地での新設に関する拡大推計

・誰にとっての収支なのか、化石燃料削減益は事業家の削減だ

と思いますし、一方、売電料金とか売電収入となるとその施

設そのものの収益になっていますので、そのバウンダリーが

どういう範囲で計算されてこうなっているのかを丁寧にし

ていただいたほうが、よりその使い勝手が良くなると思いま

す。（環境省）

・輸送費増加分が新設時のコスト削減により回収できる可能性

があるといったことが書いてあり、一方、タイトルにある売

熱と売電の比較のようなところは、考察がどうなるのか。施

設の集約化効果のほうがどちらかというとここではメイン

になっていると思う。（環境省）

・需要家の収支、供給側の収支と分けて整理していただいたほ

うが実態に近くなるので、ぜひそのようにお願いしたい。（Ａ

座長）

・拡大推計は、「需要地での新設モデ

ル」をベースに茨城エリアの廃棄物

の４箇所への集約と、１箇所への集

約を、現行施設の廃止時期を反映し

たシミュレーションを実施した。２

つを比較して、社会実装の姿を考察

した。

・推計の詳細の方法を記載した。

・需要家の収支、供給側の収支を分け

た整理をすることとし、施設整備側

の目線で整理した。

５．東海クリーン実証のまとめ

・コンビナートの話とかも理想系の一つであるが、逆にもう少

し現実的な東海クリーンの熱利用の話といったものも全部

ファクトとして集めていただいて、建設を考えている自治体

の方々に提供できるものを作るという視点で作っていただ

ければ、はっきりしてくるかなと感じました。（環境省）

・売電と売熱での比較の示し方、整理

の仕方をする。東海クリーンのケー

スで行った。

・ボイラが元々ある場合のケースを作

成した。
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６．コーディネート機能（普及促進）

・多くの実装をする上では、いかにコンサルテーションしてい

くか、コーディネーションする人がどれだけプランの段階か

ら関われるかが重要ではないか、ということが全体的な感想

です。特に個人的な経験からすると、地方の一廃・産廃両方

の許可を持ち、一廃の処理・収集処理から始まっている零細

規模と言える事業者が焼却炉を新しく入れましたと、まだ焼

却中心のビジネスをしているところが小さな取組として、規

模としてはコンビナートのような規模ではないかもしれま

せんが、いろいろな手段で、カーボンニュートラルへの貢献

と言って事業そのものが生き延びられて、結果として廃棄物

処理のユニバーサルサービスの維持につながるような道筋

を開くという意味でのコンサルテーションが、全体的にいろ

いろなパーツが盛り込まれている中で、どこかで実装に向け

たコーディネーションの機能も非常に重要ではないかと思

っております。いかにコンサルテーションしてプランの段階

から助言をして実装していけるか、というのが肝になるので

はと思いました。（Ｄ委員）

・マッチング事業のようなものは非常に重要な取組になるので

はないかと思いました。（Ａ座長）

・マッチング支援について事業提案を

とりまとめた。その際、プッシュ型

でマッチングをコーディネートす

ることも含めた事業とした。

・コンサルテーションを実施事項に含

めた。

７．公民連携事例の紹介（普及促進）

・現実にある地方の一廃処理、産廃処理の事業者は、隣町の最

終処分場がいっぱいになってしまったので、自分のところで

受け入れていると、場合によっては焼却プロセスも自分のと

ころでやっている。自治体間で合意が取れればそれでいける

と個人的には思ったが、そういうところで実験的にという

か、小さくてもよいので、カーボンニュートラルに近づける

ような手段の一つとして、こういうものを実装していけると

言うと、非常に分かりやすいと思った。（Ｄ委員）

・公民連携による広域化事例を提示し

た。要点整理の中に含めた。

８．費用負担の公平性の確保（利益配分の考え方）

・（自治体において）例えば自分の自治体の中で集めて、その後

輸送するところのコストはその焼却処理費の中で賄う、つま

り、そこに持っていっている自治体の間で分担して費用を負

担するような仕組みだと、遠くなってしまう自治体にとって

不利にならない、合意しやすくなると思う。（Ａ座長）

・あるいは組合自身が収集運搬をして処理した廃棄物に応じて

自治体が費用を払うといった仕組みになれば、だいぶその辺

りの負担感が均等化され、マクロに見ると（コスト）削減で

きているということにつながっていくのではないかと思い

ますので、そういった費用を負担する仕組みの展開のような

ことも併せて検討していくと良いのではないかなと思いま

す。（Ａ座長）

・自治体にとっては輸送費、処理費を

負担することになるので、その点に

ついても、何等か言及した。

・遠くからも集めることにより売熱収

入が確保できるため、処理費や輸送

費へ還元することを言及した。

・費用負担の公平性を担保する方法、

さらに利益還元等が分かるスキー

ムとしての整理も追加した。（処理

費、蒸気価格）

９．インセンティブ設計（普及促進）

・実際に需要家がどういう使い道をするかというところから攻

めていかないと、この辺りは難しいと思いました。（Ｂ委員）

・電気についての排出係数が各事業者でいろいろとあり、熱の

ほうも最近その熱ごとに排出係数を定めているので、そうい

った点を使えばこの問題は解決できるかもしれない。廃棄物

の焼却の場合は、廃プラと廃油の部分で、非エネルギー起源

CO2 の排出があるが、そこは多分排出係数に反映されないの

ではないかと思いますので、そういったところで特殊な要因

が一つ二つある中でどのように作るかというところ。（環境

省）

・電気の場合は誰に売っているかわからず、一回その電気の元

・供給事業者は、熱回収施設設置者認

定制度を活用し、認定証を取得し

た。

・需要事業者は、熱回収施設からの熱

利用を行っていることをメリット

にできるような仕組みを検討した。

・熱供給事業に関するインセンティブ

制度について、海外事例を調査し

た。
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締めが買った後に配分があるので、その証書のような形が必

要ですが、熱は明らかに相対ですので、その辺りはむしろ簡

単な制度にできるのではないか。（環境省）

・算定・報告・公表制度であるとか、スコープ２とか３とかを

整理していけばおのずと答えが出るのではないか（環境省）

・温対法が改正され、非化石の燃料も報告しなければいけなく

なったので、廃棄物からの熱を使ってエネルギー供給してい

る場合は報告しなければいけないが、一応控除できるという

ルールになっているので、相対のときはそれで十分で、あと

はそういう環境価値を取引できるようにするかどうかとい

うことです。（Ａ座長）
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第 8 章 「令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委

員会」への出席

令和５年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委員会に出席し、今年度

の成果を発表した。開催概要を以下に示す。また、委員からの指摘事項と回答を表 8-1に示

す。

日時：令和６年１月 31日（水）13時 40 分～14 時 15 分

場所：Web会議にて実施

表 8-1 審査委員指摘事項と本事業としても回答

指摘事項 本事業としての回答

委員Ａ：熱のマッチングということで、今後の実装

時の整備・管理主体はどこが想定されるか？

熱供給事業者が主体だが、いくつかのケースが想

定される。民間委託の場合は産廃業者、公民連携

の場合は自治体（組合の場合もある）と事業者と

なる。

委員Ａ：地域への熱供給が進まない要因としては、

熱の市場が無いためである。欧州では需要が大きい

ため成立しているが、日本は温暖なので成立せず、

余熱利用に留まっていた。蒸気を 7,000円/ｔで売る

ために市場を拡大できそうか。

検討では GJ ベースの燃料価格の比較表を作成し

ている。それらを鑑みると、2,500 円/GJ という

金額は重油よりは高いが、LPGよりは安く、競争

力もあると考えている。

委員Ａ：産廃と一廃を混合処理する考えか？ 公民連携の事例を踏まえると、自治体の処理責任

を担保できるような契約で運用できると考えて

いる。また、欧州ではエネルギー供給施設として

の基準を満たせば、一廃産廃にこだわらず収集運

搬の融通が利くという情報もあり（廃棄物資源循

環学会セミナーにおける、EU タクソノミーに関

する調査報告）、日本でも参考になると思われる。

委員Ｂ：今回、EMSについて新たな発見、焼却炉の熱

マネジメントに関する有用な知見は得られたか？

細かい条件が出てきて人力では処理が追いつか

ない場合も、AI によって平準化のための機器

On/Offや、調整計画の作成が自動でできるため、

最大限の量を利用することができるようになる

ことを確認した。東海クリーン周辺は小規模な工

業団地なので、定期検査の休工時でも調整ができ

ることが良さであり、それを生かした想定をして

いる。一方、コンビナートでの EMSについても検

討しており、中国では 3,000ｔ/日規模の焼却施

設がすでに 27 基あるが、日本でのこのケースの

実装イメージは、１ヶ所に巨大なものがあるとい

うことではなく、当該エリアに合わせて 3,000ｔ

あるようなイメージで配置すればよく、EMSは、

その施設連携に活用すべきこともわかった。２章

で焼却炉による蒸気供給ネットワークをコンビ

ナートに必要な EMS概念図として提示している。

委員Ｂ：「事業の横展開可能性及び終了時の出口戦

略」はきれいにまとまりすぎている。産業側も自治

体側もそれぞれ都合があり、実際はドロドロしてい

る。確度を高めるための情報整備は良いが、もう少

し具体的にいえば、立地の制約がある。本当に工業

団地の中に作れるのか。なかなか、組織同士で計画

のタイミングが合わないといったこともある。そう

なると実施できる地域が自ずと絞られるのは仕方が

立地の制約や計画のタイミング等に関する視点

について報告書に記載する。
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ない。今後、新たな焼却炉を建てる際の時の選択肢

として、電力だけでなく熱を活用するためには、い

ろいろ考える必要がある。そのあたりも、報告書の

作成にあたっては盛り込んでまとめてほしい。そう

すれば、報告書が今後のために有益な情報になるの

ではないか。

委員Ｃ：東海クリーンの評価について、初めからボ

イラを設置できていたら良かったということでもあ

るか？

一般的に当初からボイラをビルトインで設置す

ると、回収効率は 79とか 90％ある設備もあり、

メーカーと相談すればそういったものの設置を

検討することはできるだろう。ただ、東海クリー

ンの場合は、発電しても自家消費で消化してしま

い売電の余力ができないため、ボイラを設置しな

かったのも、納得がいく。

委員Ｃ：アスファルトプラント、鋳造工場、飼料化工

場などいくつかの需要先があるが、現時点で可能性

があるのはアスファルトプラントだけか？今後この

プラントで実際に行う予定か？

アスファルトプラントについては、その工場内も

しくは隣に骨材乾燥工場を作って、その乾燥砂を

アスファルトプラントは供給を受け入れること

で、乾燥工程を省けるという計画である。

事業成立条件の一つにあるが、焼却炉にボイラを

追加設置するには、焼却炉の稼働を１年間停止し

なければいけない。それには経営判断を要する。

委員Ｃ：普及展開について、熱利用 DBなどはアプリ

のようなかたちで実際に使用できる状況か？一般利

用できるということでよいか？

DB はエクセルで整理している。環境省の廃棄物

処理統計を活用し情報を追加している。熱利用DB

は温対法のデータを NIES で加工したものであ

る。アプリ化は行っていない。その維持更新に予

算があるわけではない。推進費では、全国版を作

成している。その成果をどう扱うかは、著作主体

の意向を踏まえた対応が必要である。だた、DBを

公的に更新したり活用していただけることを望

む。

委員Ｄ：マッチングは重要だし、全体的な戦略とし

てはコーディネーターが必要と感じる。一方で、大

量に蒸気使用するところでは、石炭や RPF の使用が

進んでいる。一方、蒸気使用量が少ないとか、RPFな

どが割高だという小さな工場もある。それらが焼却

炉周辺に集まれば蒸気を安く買える。そうした熱供

給拠点となりうる場所探すことで、焼却熱利用のポ

テンシャルが見えてくるだろう。そのアプローチが

足りないのではないか。また、現在、国では、石炭で

はなく RPF を評価する動きがある。昨今の重油価格

の高騰で RPF が注目されている。そうした点では、

RPF との競争という観点での解析を入れてほしかっ

た。

RPFに対する廃棄物燃料の競争力は、試算すれば

出ると思う。今回の資料に盛り込めなかったが機

会があれば今後検討したい。
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第 9 章 令和５年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2対策普及促進方

策検討委託業務ヒアリング等への協力

 環境省が別途実施する「令和５年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2対策普及

促進方策検討委託業務」に係る資料作成に協力した。また、検討会への、当該業務担当者の

オブザーブを受け入れた。

資料作成協力 令和５年 10月 24日（火）15時 00分～18時 00分

       令和６年３月７日（木）16時 00 分～17時 00分

第 10 章 環境省及び共同事業者との打合せ

（１）環境省との打合せ

本業務を適正かつ円滑に実施するため、環境省調査職員と協議の上、業務全体の進捗等に

関する打合せ（主要な調査職員等に対する定例報告）を６回行った。報告は、業務の進捗状

況及び業務実施過程における課題の発生・処理状況を踏まえ、検討会に向けた事前説明の形

で実施した。

作業計画説明  第１回 令和５年６月 28日（水）15時-16時

検討会事前説明 第２回 令和５年８月 24日（木）15時-17時 35分

事業内容説明  第３回 令和５年 11月７日（火）10時-12時

検討会事前説明 第４回 令和５年 11月 21日（火）10時-12時 10分

検討会事前説明 第５回 令和５年 12月４日（月）10時-12時

事業内容説明  第６回 令和５年 12月 21日（火）10時-12時

（２）座長・委員との打合せ

 検討会の開催前に、検討会の論点について座長及び全委員と打合せを実施した。

  第１回検討会の開催前

 委員Ｂ：令和５年８月 28日（月）14 時-15時

    座長Ａ：令和５年８月 28日（月）15時 30分-17時

委員Ｃ：令和５年８月 29日（火）９時 45分-10 時 30分

    委員Ｄ：令和５年８月 29日（火）11時-12 時

第２回検討会の開催前

 委員Ｄ：令和５年 11月 13日（月）17 時-18時

    委員Ｃ：令和５年 11月 15日（水）10時-11 時

委員Ｂ：令和５年 11月 15日（水）11時-12時

    座長Ａ：令和５年 11月 17日（金）15時-16 時
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（３）共同事業者及び再委託者との打合せ

共同事業者及び再委託者との全体打合せを計２回開催した。開催日程を以下に示す。打合

せでは、横断的課題の議論や各パートの進捗共有を行った。なお、業務パート別の各社との

個別打合せは適宜実施した。

全体打合せ：令和５年６月 16日（金）10時 30分～12時

令和５年 11月７日（火）10時～12時
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